


　皆様には、日頃より格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。
　当社の事業概況、財務状況などについてご理解いただくために、お客様の視点
で分かりやすいご説明と、見やすい構成を心がけて、ディスクロージャー誌「あ
いおい生命の現状　ビジネスレポート2007」を作成いたしました。本誌を通
じて、当社を一層ご理解いただければ幸いに存じます。

　本誌は保険業法第111条に基づいて作成した「業務及び財務の状況に関する
説明書類」です。

【会社概要】
□商　　号　あいおい生命保険株式会社
　　　　　　Aioi Life Insurance Co., Ltd.

□設　　立　平成8年8月8日
　　　　　　平成13年4月1日（社名変更）

□資 本 金　250億円

□株　　主　あいおい損害保険株式会社
　　　　　　（出資比率100％）

□代 表 者　取締役社長　窪田　泰彦

□従業員数　476名（平成19年4月1日現在）

□本　　店　〒150－0013
　　　　　　東京都渋谷区恵比寿1－28－1
　　　　　　TEL:03－5420－0101（大代表）
　　　　　　URL:http://www.ioi-life.co.jp

はじめに

守りたい人がいる。守りたいくらしがある。

そこにあるのは人と社会に対する“愛”。

わたしたち「あいおい生命」は、

お客様お一人おひとりの

“愛する想い”をサポートし、

安心と感動をお届けしたいと考えています。

これからも、ずっと、まっすぐ、

“愛”を追い続けます。
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代表的な経営指標等代表的な経営指標等

　代表的な経営指標のご説明と2006年度の当社の現状

　経常利益（損失） →Ｐ．88をご覧ください。

　生命保険事業本来の営業活動により、毎年継続的に
発生する収益（経常収益）から、発生する費用（経常
費用）を差し引いた残額が経常利益です。経常収益の
主なものは「保険料収入」、「資産運用収益」で、経常
費用の主なものは「保険金・年金・給付金などの支払」、
「責任準備金繰入額」、「資産運用費用」や会社運営の
ための費用である「事業費」です。なお、経常費用が
経常利益を上回った場合には、その差額が「経常損失」
となります。

　基礎利益 →Ｐ．96をご覧ください。

　１年間の保険本業の収益力を示す指標の１つで、一
般事業会社の営業利益や、銀行の業務純益に近いもの
です。これに有価証券売却益などの「キャピタル損益」
と「臨時損益」を加えたものが「経常利益」となりま
す。基礎利益には、いわゆる「逆ざや」が織り込まれ
ており、基礎利益が十分確保されていれば、保険本業
で逆ざやが生じていたとしても、それを上回る利益を
確保していることになります。

　当期純利益（純損失） →Ｐ．89をご覧ください。

　税引前当期純利益から法人税及び住民税ならびに法
人税等調整額を控除した金額で、会社の全ての活動に
よって生じた純利益または損失を意味します。

　資本金 →Ｐ．49をご覧ください。

　一般的には事業運営の基礎となる資金のことで、株
主の現物および金銭による拠出額全額をいいます。

19億33百万円19億33百万円

26億４百万円26億４百万円

４百万円４百万円

250億円250億円
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　総資産 →Ｐ．82をご覧ください。

　総資産は負債と資本の合計からなります。貸借対照
表では左側が「資産の部」、右側が「負債の部」「純資
産の部」となっており、それぞれの内訳が記載されて
います。
※当社の資産構成は有価証券（90.9％）、現預金・コー
ルローン金（1.0％）、貸付金（2.5％）、その他（5.6％）
となっています。

　責任準備金 →Ｐ．109をご覧ください。

　責任準備金とは生命保険会社が将来の保険金などの
支払を確実に行うために、保険料や運用収益を財源と
して積み立てる準備金のことで、保険業法により積み
立てが義務づけられています。

　格付け 

　格付投資情報センター（R&I）より、保険金支払能
力格付け「A＋（シングルAプラス )」を取得し、保
険会社としての信用度について高い評価を得ていま
す。（格付けは現時点における格付機関の意見であり、
今後見直されることがあります。）
○R&I 社の「A＋」の定義
保険金支払能力は高く、部分的に優れた要素がある。

※プラス（＋）表示・・・上位格に近い

　標準責任準備金 「積立方式」「積立率」は→Ｐ．110をご覧ください。

　保険会社が設定する保険料水準にかかわらず、監督
当局が保険会社の健全性の維持、保険契約者の保護の
観点から定める標準とする水準の責任準備金のことで
す。
※保険業法上の標準責任準備金積立の達成に向けて、
当期の利益相当額のうち44億30百万円を積増しに
充当（前年度末の積増しは20億40百万円）しました。
この結果、当期純利益は４百万となりました。

3,141億16百万円3,141億16百万円

2,793億47百万円2,793億47百万円

Ａ＋（シングルＡプラス）
（平成19年７月現在）

Ａ＋（シングルＡプラス）
（平成19年７月現在）

44億30百万円44億30百万円

　格付けとは、独立した第三者である格付会社が、保
険会社の保険金支払いに関する確実性をアルファベッ
トと記号・単語などで表したものです。会社の財務・
収支情報、営業・経営戦略などさまざまな情報にもと
づき決定されています。
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　貸付金 →Ｐ．123をご覧ください。

　生命保険会社の貸付金は「保険約款貸付」と「一般
貸付」があります。保険約款貸付には２種類あり、１
つは契約者が資金を必要とするときに解約返戻金の一
定範囲内で利用できる「保険契約者貸付」です。もう
１つは保険料が期日までに払い込まれない場合に、保
険契約の失効を防ぐため解約返戻金の範囲内で立替を
する「保険料振替貸付」です。一方、一般貸付は企業
等に対する貸付や住宅ローン貸付ですが、当社は一般
貸付は行っていません。

　有価証券 →Ｐ．120をご覧ください。

　有価証券の主なものは、国債（国が発行する債券）、
社債（国内企業が発行する債券）、株式、外国証券（海
外の国・企業が発行する債券等）があります。

　保有契約高 →Ｐ．99をご覧ください。

　生命保険会社が事業年度末にどのくらい生命保険契
約を保有しているのかを示す指標であり、ご契約者に
対して生命保険会社が保障する金額の総合計額です。
例えば、個人保険では死亡時の支払金額等の総合計額
を表しており、ご契約者から払い込まれた保険料の総
合計（保険料収入）とは異なります。

2,853億92百万円2,853億92百万円

77億１百万円77億１百万円

６兆2,334億円６兆2,334億円

37,140
41,878

48,291

55,849
62,334

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

＜保有契約高＞

（単位：億円）

※個人保険・個人年金・団体保険の合計額
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　年換算保険料 →Ｐ．99をご覧ください。

　保険料の払い方には、毎月支払う月払いの他に、年
払い、契約当初に金額を一括して支払う一時払いなど
があります。また、契約期間の全期間にわたって支払
う方法や一定期間で支払いを終えてしまう方法があり
ます。年換算保険料は、そうした支払い方の違いを調
整し、契約期間中に平均して支払うと仮定した場合に、
生命保険会社が保険契約から１年間にどのくらい保険
料収入を得ているかを示しています。

　ソルベンシー・マージン比率 →Ｐ．92をご覧ください。

　逆ざやの状況

　生命保険会社は、保険料を計算するにあたって、あ
らかじめ資産運用による一定の運用収益を見込み、そ
の分保険料を割り引いて計算しています。この割引率
を「予定利率」といいます。この割り引いた分に相当
する金額（これを「予定利息」といいます。）を運用
収益でまかなえない状態を逆ざや状態といいます。た
だし、生命保険会社にはこの他に「費差益」や「死差
益」があり、この収益により「逆ざや」を埋め合わせ
ることができます。

＜逆ざやの算式＞
（「基礎利益上の運用資産等の利回り」－「平均
予定利率」）×「一般勘定責任準備金」

642億54百万円
（保有契約）

642億54百万円
（保有契約）

1,734.6％1,734.6％

逆ざやはありません。逆ざやはありません。

　生命保険会社は、将来の保険金などの支払に備えて
責任準備金を積み立てているので、通常予測できる範
囲のリスクについては十分対応できます。しかし、環
境変化などによって予想もしない出来事が起こる場合
があります。例えば、大災害や株の暴落など、通常の
予測を超えて発生するリスクに対応できる「支払余力」
を有しているかどうかを判断するための行政監督上の
指標の１つがソルベンシー・マージン比率です。なお、
この比率が200％を下回った場合には、監督当局に
よって早期是正措置（早期に経営改善への取り組みを
促していこうとする制度）がとられます。

50,112

57,609
64,254

2004年度 2005年度 2006年度

＜年換算保険料(保有契約)＞

○ソルベンシー・マージン総額（A）……48,449百万円
○リスクの合計額（B）……………………5,586百万円

ソルベンシー・マージン比率　……………1734.6％

（Ａ）／ [(Ｂ)×(１／２)]×100

（単位：百万円）
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　エンベディッド ･バリュー（ＥＶ）の開示

１．エンベディッド ･バリューとは
　エンベディッド ･バリュー（Embedded Value：以下「ＥＶ」といいます）とは、生命保険会社の企業価値・
業績を評価する指標の一つで、「純資産価値」と「保有契約価値」を合計したものです。
　現行の生命保険会社の法定会計は、契約獲得による利益が会計上に反映するまでに一定の時間を要しますが、
エンベディッド ･バリューは保有契約が生み出す将来の利益を現時点で評価することができるため、法定会計を
補完し、企業価値・業績を評価する指標として優れています。

２．2006年度末ＥＶ
　2006年度末ＥＶは748億円で、その内訳は、純資産価値が304億円、保有契約価値が444億円となりました。
また、前年度末に比較して、92億円増加しました｡

３．主要な前提条件
　保有契約価値計算上の主要な前提条件は次のとおりです。

（単位：億円）
2004年度末 2005年度末 2006年度末

年度末ＥＶ 567 656 748
純資産価値（注１） 285 300 304
保有契約価値（注２） 282 356 444

うち新契約価値（注３） 28 34 29
ＥＶ増加額 87 89 92

（注１）「純資産価値」＝ 貸借対照表の純資産の部（除く公社債に関するその他有価証券評価差額金）
　　　　　　　　　　＋ 負債中の内部留保（価格変動準備金、危険準備金、配当準備金中の未割当額）（税引後）
（注２）「保有契約価値」は、保有契約から生じる将来の税引後利益をリスク割引率で割り引いた現在価値です。
　　　  「将来の税引後利益」は、一定のソルベンシー・マージン比率を維持するための内部留保額を控除した後の、配当可能な株主利益を予測計

算したものです。
（注３）「新契約価値」は、ＥＶ総額のうち、当年度獲得した新契約の貢献額を表しています。

前 提 条 件 2005年度末 2006年度末
死 亡 率 開業時からの実績等に基づき設定 同左
入 院 等 発 生 率 開業時からの実績等に基づき設定 同左
解 約・ 失 効 率 直近1年間の実績等に基づき設定 同左
経 費 直近年度の実績等に基づき設定 同左

資 産 運 用 利 回 り

新規資金を20年国債に投資する前提で設
定。主な年度の運用利回りは次のとおり。

1.87％（2006年）
1.88％（2007年）
1.88％（2008年）
1.92％（2013年）
1.96％（2018年）
1.99％（2023年）

新規資金を20年国債に投資する前提で設
定。主な年度の運用利回りは次のとおり。

1.90％（2007年）
1.91％（2008年）
1.94％（2013年）
1.98％（2018年）
2.01％（2023年）

実 効 税 率 直近の実効税率（36.21％） 同左

ソ ル ベ ン シ ー・
マ ー ジ ン 比 率

　　　　　　　1000%
将来にわたって維持するソルベンシー・
マージン比率を設定

同左

リ ス ク 割 引 率

8%
将来利益を現在価値に割り戻す際の率で、
リスクフリーレート（20年国債利回り：
約2.05％）に　リスク・プレミアム（6％）
を上乗せした数値をもとに設定

8%
将来利益を現在価値に割り戻す際の率で、
リスクフリーレート（20年国債利回り：
約2.09％）に　リスク・プレミアム（6％）
を上乗せした数値をもとに設定
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４．前提条件を変更した場合の影響（感応度）
　保有契約価値は、多くの前提条件を設定して計算しているため、前提条件を変更するとその数値が増減します。
主要な前提条件を変更した場合のＥＶへの影響額は、次のとおりです。

(単位 : 億円 )
前提条件の変更 ＥＶへの影響額 ＥＶ額

死亡率・入院等発生率を1.1倍にする △32 716
解約・失効率を1.1倍にする △8 739
経費 ( 契約維持に係わる分 )を1.1倍にする △5 742
新規投資の資産運用利回りを0.25%引き下げる △16 731
全体の資産運用利回りを0.25%引き下げる △44 703
ソルベンシー・マージン比率を600%にする 55 803
リスク割引率を7%にする (1%引き下げ ) 42 791
リスク割引率を9%にする (1%引き上げ ) △37 711

( 単位 : 億円 )
Ⅰ .2005年度末 656
　①2005年度末 EVからの期待収益 (注1) 42
　②前提と実績の差 (注2) 17
　③金利変動等の影響 (注3) 2
　④その他前提の変更 (注4) 0
　⑤新契約価値 (注5) 29
Ⅱ .2006年度末 (Ⅰ .+ ① +② +③+④+⑤ ) 748

(注１)  保有契約価値の計算において割引率を適用しているため、計算時点が１年進むことによって発生する EVの
増加額です。

(注２) 2005年度末で設定した前提条件と実績との差によるEVの増減額です。
(注３) 資産運用利回り等投資の前提条件を変更したことによる影響額です。
(注４) 死亡率、入院等発生率、解約・失効率、経費の前提条件を変更したことによる影響額です。
(注５) 2006年度に獲得した新契約のEVへの貢献額です。

300億円285億円 304億円

356億円
282億円

444億円

0

200

400

600

800

2004年度末 2005年度末 2006年度末

567億円

ＥＶ増加額
89億円 656億円 

ＥＶ増加額
92億円 748億円

純資産価値

保有契約価値

５．2005年度末から2006年度末への増加要因
　2005年度末から2006年度末へのＥＶの増加額を要因別に示すと、次のとおりです。
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トップメッセージトップメッセージ

　お客様の声を迅速・的確に経営に反映さ

せる仕組みの構築、ＣＳＲを踏まえた経営

の推進など、お客様満足度と利便性の向上

に取り組み、“お客様に信頼され選ばれ続

ける会社”を目指してまいります。

平素は、わたくしどもあいおい生命に格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。

　2006年度の日本経済は海外経済の拡大を背景に輸出や生産が増加を続け、企業収益が高水準
で推移する中、設備投資も引き続き増加し、また、雇用者所得の緩やかな増加を背景に個人消費
も底堅く推移するなど、内外需がともに増加を続け、緩やかな拡大傾向が続いております。

　生命保険業界を取り巻く環境は、底堅い株式市場や日銀のゼロ金利解除に伴う市場金利の上昇
により、保有株式の配当収入や国内債券の利息収入が増加し、本業のもうけを示す基礎利益は前
年度を上回りました。
　一方、少子高齢化等により主力商品である死亡保障保険離れが進み、生命保険会社の将来利益
の源泉となる保有契約高は９年連続で対前年マイナスとなり、また、成長分野とされてきた第３
分野商品についても、販売競争の激化や需要の一巡などによって一時期の好調さに陰りが現れ、
保険料収入も減少傾向となるなど、依然として厳しい状況が続いております。
　また、社会保障制度への不安感から、自助努力の手段として生命保険の役割が益々重要となる
中で、お客様の保険会社選別の基準は一段と厳しいものとなってきております。
　
　このような環境の中、当社は、昨年度開業10周年を迎えましたが、開業以来お客様ニーズに
対応した商品の提供により、保有契約高純増による収益基盤の拡充に努めてまいりました結果、
保有契約高は２桁成長を確保し、６兆円を突破することができました。これもひとえに皆様のご
支持・ご支援の賜物と深く感謝する次第でございます。
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　また、当社は「お客様の視点」を全ての基軸に置いた３ヵ年の中期経営計画を2006年度から
スタートさせており、「お客様第一」を行動の原点とする企業理念に基づき、コンプライアンス
とリスク管理を徹底しつつ、あいおい保険グループの生命保険会社として「あいおい損保」との
連携を強化し、業務品質の向上とお客様のニーズを的確に捉えた商品・サービスの提供により、
お客様満足度と利便性の向上に向けて全力を傾注して取り組んでいるところでございます。

　一方、2001年度から2005年度までの5年間に保険金・給付金等をお支払いした全事案につ
いて調査を実施しましたところ、誠に遺憾ながら、お支払い金額が不足していた事案、あるいは
ご請求に関するご案内が十分でなかった事案が判明しました。
　改めて、皆様にご迷惑、ご心配をお掛けしましたことを心よりお詫び申し上げます。
保険金等のお支払業務は保険会社の根幹を成す機能であるとの認識の下、社外弁護士を交えた保
険金等支払管理委員会の設置による審議・検証態勢の強化、お客様からのお申し出に対する紛争
解決・再査定態勢の構築等、適切な保険金等支払管理態勢の整備・強化に努めてまいりましたが、
今後とも不断の改善に努め、再発防止に万全を期す所存でございます。

　また、苦情・ご要望等のお客様の声を収集し、迅速・的確に業務改善・経営改善に反映させる
仕組みの継続強化、ＣＳＲを踏まえた経営の推進など、お客様満足度と利便性向上の取り組みを
一段と加速し、“お客様に信頼され選ばれ続ける会社 ”を目指してまいります。
　明るく安心のできる暮らしと安定した豊かな社会づくりに向けてお役に立てるよう、役職員一
同一層の努力をしてまいる所存でございますので、末長くご支援とご指導を賜りますようお願い
申し上げます。

取締役社長　
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企業理念・めざす企業像企業理念・めざす企業像

「お客様第一」を常に行動の原点とし、最高の安心と満足の提供により、
 お客様から選ばれ続ける企業をめざす。

保険事業の社会・公共的使命を果たし
 広く社会から信頼される企業をめざす。

健全かつ透明性の高い経営に務め、代理店とのパートナーシップの発揮により、
 力強く発展し続ける企業をめざす。

個人の創造性とチャレンジ精神を最大限に発揮できる風土のもと、
 従業員の知力を結集した活気あふれる企業をめざす。

1.   あいおい保険グループの生命保険会社として、お客様第一の身近でお役に立つ保険会
社をめざします。

2.   安心と健康、豊かな生活作りをサポートする、お客様・代理店の皆様から信頼され、
選ばれ続ける成長力溢れる会社をめざします。

3.   高い効率性による安定した収益と成長力をベースにお客様・代理店の皆様をはじめ、
社会から評価いただける会社をめざします。

　企業理念

　めざす企業像
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当社では、2006年度より2008年度までの3ヵ年における中期経営計画「IOI LIFE 
NEXT10 －変革への挑戦－」を策定し、全役職員が全力でその達成に取り組んでい
ます。

中期経営計画「IOI LIFE NEXT10 －変革への挑戦－」中期経営計画「IOI LIFE NEXT10 －変革への挑戦－」

□保有契約高10兆円　　□経常利益　100億円□　保有契約高10兆円　　□　経常利益　100億円

長期ビジョン（2010年代初頭に目指す姿）

中　期　基　本　方　針

お客様の視点で、全ての枠組み・仕組みを革新・再構築する

お客様との価値観の共有化に基づき、顧客数の拡大を基軸にして、健全且つ持続的な成長を実現する。

成長を支え、お客様満足度・利便性の向上に資する業務基盤・サービス力を確立する。

お客様に先進的・合理的な商品・サービスを安定的に提供し続けるために、収益性・効率性・生
産性の向上を図る。

活力に溢れ、お客様の視点で学習・改善し続ける人材と企業風土づくりを進める。

お客様からの信頼性向上に向け、コーポレート・ガバナンスの強化とCSR経営を推進する。

1

2

3

4

5

お
客
様
の
視
点
で

顧客数・新契約の拡大
保有契約高の
持続的拡大

事業費の抑制
・効率活用

運用収益の拡大

契約保全対策の強化

業務品質・お客様サービス力の向上

事務・システムの革新

収益性・効率性・生産性の向上

資産運用手法の高度化・多様化

人事革新・組織活性化 ガバナンス強化・CSR経営の推進

収
益
の
安
定
的
拡
大

全
て
の
価
値
基
準

企業の存立基盤
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　倫理憲章
１．社会・公共的使命の遂行
　保険業としての社会・公共的使命を果たすべく、
自己責任原則に則って、健全かつ適切な経営を行い
ます。

２．法令等の遵守
　法令等を厳格に遵守し、誠実かつ公正な経営を行
います。

３．人権の尊重
　人権を尊重し、不当な差別のない公平・平等な企
業風土を醸成します。

４．社会との調和
　社会的に有用なサービスの提供、社会貢献活動、
地球環境問題等に取り組むことにより、社会との調
和を図ります。

５．反社会的勢力との対決
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢
力とは、断固として対決します。

６．企業情報の開示
　適時適切な企業情報の開示を積極的に行うことに
より、経営の透明性を高めます。

　行動規範
１．社会的責任と公共的使命を常に認識した企業活動
により、社会からの信頼を確立する。
①法令・社会的規範・社内規程の遵守　②企業情
報の開示　③反社会的勢力との対決　④業務の効
率化とリスク管理

２．「お客様第一主義」に徹し、お客様の安心と満足
を徹底的に追求する。
①優れた商品・サービスの提供　②正確・有益な
情報の提供　③お客様の声への真摯な対応

3．役職員一人ひとりが常に人格・識見・能力の向上
に努めるとともに、自由闊達な企業風土の醸成と発
展し続ける企業の確立を目指す。
①人格・個性の尊重　②厳正・適切な情報の管理
③社会への貢献

　勧誘方針
　「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、当社
の勧誘方針を次のとおり定め、適正な保険商品の販売
活動に努めてまいります。

　● 保険商品等の販売に際しましては、保険業法、金
融商品の販売等に関する法律、消費者契約法およ
びその他各種法令等を遵守し、適正な販売を心が
けます。

　● お客様の保険商品に関する知識、加入目的、財産
状況等を総合的に勘案し、お客様の意向と実情に
沿った適切な保険商品等のご案内に努めてまいり
ます。

　● 市場リスクをともなう投資性商品（外貨建個人年
金保険等）につきましては、お客様の投資経験、
投資目的、資力等を勘案し、商品やリスクの内容
等の適切な説明に努めます。

　● ご説明に際しましては、「契約概要」「注意喚起情
報」「ご契約のしおり・約款」等により、内容を
正しくご理解いただけるようわかりやすい説明を
心がけます。

　● 保険事故が発生した場合の保険金等のお支払い手
続きに際しましては、迅速かつ的確に処理するよ
う努めてまいります。

　● お客様のご契約にかかわる情報につきましては、
当社「個人情報保護の取扱いに関する方針」に則
り、適正に取扱うとともに、個人情報の保護に努
めます。

　● お客様からのご照会等につきましては真摯に承
り、親切・丁寧に対応するとともに、ご意見等に
つきましては今後の販売方法等の改善に活かして
まいります。
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　基本方針
　当社は生命保険会社の社会的・公共的使命を踏まえ、
自己責任原則に基づき健全かつ適切な経営を行い社会
的信頼に積極的に応えるため、法令等を遵守し誠実で
公正な事業活動を展開してまいります。

　コンプライアンス（法令等遵守）推進体制
　取締役会の諮問機関として、コンプライアンスに係
る基本方針、重要な規程の制定、実践計画（コンプラ
イアンス・プログラム）の策定、推進状況の点検・管
理機能等を担う「コンプライアンス委員会」、その下
部組織として推進施策の審議・進捗点検機能を担う「コ
ンプライアンス推進委員会」を設置しています。また、
本店各部および営業部・支社には、それぞれコンプラ
イアンス・リーダーを設置して教育・研修を実施して
います。
　さらに、2007年７月よりコンプライアンス・オ
フィサー（専任担当者）を全国主要地域に配置し、コ
ンプライアンス推進態勢の強化を図っています。
　このように、コンプライアンスを経営の最重要課題
として位置付けて、取締役をはじめ役職員・代理店の
コンプライアンスの取り組みを推進しています。
　また、法令違反その他コンプライアンスに関する事

実についての社内報告体制として、社外の弁護士を直
接の情報受領者とする社内通報制度（あいおい生命親
展ポスト）を整備、周知徹底を図り、内部通報者の保
護を図りながら各種情報収集に努めています。

　コンプライアンス方針
１．“コンプライアンスは会社の最重要課題のひと
つ” であることを社内に徹底し、推進する。
２．“法令・規則・諸規程を知り・守る” ことの重
要性を役職員・代理店の全員が認識し、実行する。
３．“お客様への適切性、公平性、迅速性” を強く
意識し、責任感をもって仕事に取り組む。

　コンプライアンス・プログラムと教育・
　研修等
　コンプライアンスは、具体的にはコンプライアン
ス・プログラムに沿って推進しており、役職員に対し
入社時研修から始まる階層別研修や部門別研修など体
系化した教育・研修等を実施するとともに、コンプラ
イアンスに係る資格取得を奨励しています。また、代
理店に対し全ての販売研修カリュキュラムにコンプラ
イアンス研修を組み込んで実施しています。

取 締 役 会

コンプライアンス委員会

コンプライアンス推進委員会

コンプライアンス・リスク統括部

本店各部 営業本部

コンプライアンス推進体制

＊ コンプライアンス・リスク統括部は「あいお
い損保」コンプライアンス統括部とも連携し
てコンプライアンスを推進しています。

＊ 本店各部、各営業部・支社にコンプライアン
ス・リーダーを配置しています。

支
社
※

＊ コンプライアンス・オフィ
サーによる地域コンプライ
アンス推進

※北陸支社、四国支社および
名古屋法人支社を設置

営
業
部

営
業
部

営
業
部

営
業
部

法令等を遵守し、健全かつ適切な経営を行い、コンプライアンスの取り組みを強化し
ています。
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　基本方針
　規制緩和・自由化が急速に進展する中で、保険事業
を取り巻く経営環境は急激に変化しており、保険会社
は多様な経営上のリスクを自己責任で管理することが
強く求められています。
　当社は、生命保険会社として長期間にわたりお客様
への保障を維持するため、リスクを適切にコントロー
ルし、経営の安定確保に努めてまいります。

　リスク管理体制
１．取締役会の諮問機関としてリスク管理委員会を設
置し、その下部組織として危機管理委員会を設置し
ています。
　また、各種リスクを管理するリスク管理部門を整
備し、その各リスク管理部門のリスクを統合し管理
するリスク統括部門を設置しています。

２．リスク管理委員会は、リスク管理に係わる基本方
針・リスク管理諸規程の整備 ･更新を行い、リスク
管理体制の充実を図るとともに、リスク管理重視の

経営体質の強化についての責務を担っています。
　また､ 危機管理委員会は、大災害等の危機発生時
の対応機関としての責務を担っています。
３．リスク統括部門は会社が抱えているさまざまな
リスクを実態に応じて計量化したうえで統合し、そ
のリスク量に対応する資本との関係を定期的に管理
し、経営の健全性確保に努めています。

　主要なリスクとその管理体制

１．経営戦略リスク
　経営戦略リスクとは、設定した経営戦略や目標が
有効でない場合または妥当でない場合に損失を被る
リスクをいいます。当社においては、法令等遵守、
リスク管理を経営の重要課題と位置付け、経営戦略
を決定する「経営会議」、「取締役会」に必要な情報
が提供され、論議されるとともに代表取締役の独断
専行を牽制・抑止する内部管理態勢を構築しています。

２．保険引受リスク
　保険引受リスクとは、経済情勢や保険事故の発生

取 締 役 会

【リスク管理部門】

経営戦略リスク 保険引受リスク

企　 画　 部
営 業 企 画 部
人事・総務部
経理・財務部

コンプライアンス・
リ ス ク 統 括 部
市 場 開 発 部

企 　 画 　 部
商 　 品 　 部
営 業 企 画 部
契 約 業 務 部
団 体 保 険 部

リスク管理委員会 危機管理委員会

資産運用リスク

経理・財務部

事務リスク

業 務 統 括 部
契 約 業 務 部
お客様サービス部
保険金支払管理部
経理・財務部
団 体 保 険 部

コンプライアンス・
リ ス ク 統 括 部

人事・総務部
その他本店各部
営業部・支社

システムリスク

システム開発部
　
　
　

システムリスク

管 理 規 程

災害・風評・
その他リスク

人事・総務部
企　 画　 部
契 約 業 務 部
お客様サービス部
経理・財務部
団 体 保 険 部
システム開発部
その他本店各部
営業部・支社

・危機管理規程

・コンティンジェンシープラン

事 務リスク

管 理 規 程

資産運用リスク

管 理 規 程

保険引受リスク

管 理 規 程

業　

務　

監　

査　

部

コンプライアンス・リスク統括部 【リスク統括部門】

流動性リスク

経理・財務部

流動性リスク

管 理 規 程

多様なリスクを管理し、経営の安定かつ健全性確保に努めています。
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状況が保険料設定時の予測に反して変動することに
より損失を被るリスクをいいます。当社においては、
保険料の算出に際し、十分性や公平性等を踏まえた
適切な保険料を算出するとともに商品別の収支状況
を定期的に把握し、異常値を発見した際は要因等の
分析を踏まえ、商品の改廃や引受基準 ･販売方針の
見直しを行う等のリスク管理を行っています。
　また、保有基準を設定し、再保険等による危険分
散を図り、過度のリスク集中を回避する手段も講じ
ています。

　＜再保険について＞
　（1）再保険とは

　保険会社は、保険金支払責任を果たし、事業の
安定を図るために、保険金支払責任の全部または
一部を他の保険会社に転嫁してリスクの平準化と
分散化を行っています。これを「再保険」といい
保険事業経営の安定と強化を図るうえで重要な手
段の一つとなっています。

　（2）出再方針
　当社事業収支の長期安定化を図ることを主要方
針としています。特に、大規模な地震等の発生に
よる巨額の保険金支払責任を負う可能性があるた
め、保有するリスクの状況や会社資本 ･準備金の
状況を考慮した上で、再保険カバーの設定を行っ
ています。
　なお、再保険カバーの手配にあたっては、主要
格付機関による格付をベースに信用度の高い受再
者の選定を行っています。

３．資産運用リスク
　（1）市場リスク

　市場リスクとは、金利 ･株価・為替相場等の変
動により保有資産の価値が減少し損失を被るリ
スクをいいます。当社においては、市場環境の
変化に対する感応度の把握、ポジション枠管理、
ロスカットルール等の手法により管理を行い、
ALM( 資産・負債の総合管理 ) の手法を用いて負
債の年限とのバランスを図りながら安定的な収益
確保のポートフォリオ構築に努めています。
　また、ストレステストとして、国内長期金利の
急低下（1％割れ）、バブル崩壊時と同程度の日
本株急落等のシナリオを想定し、その影響度を測
定するとともに、最も影響の大きい事象にも耐え
うる資本が十分に確保されていることを把握して
います。

　（2）信用リスク
　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化
等により、資産の価値が減少ないし消失し損失を
被るリスクをいいます。当社においては、格付機

関による格付をベースとした与信限度額の設定等
の手法により管理を行っています。

４．流動性リスク
　流動性リスクとは、保険料収入の減少、解約返戻
金支出の増加、巨大災害での資金流出等により資金
繰りが悪化することにより損失を被るリスクをいい
ます。当社においては、流動性リスクの管理方針に
基づき資金繰りの逼迫度に応じた管理手法、マニュ
アル等を整備しており、その確保状況について定期
的に確認しています。

５．事務リスク
　事務リスクとは、当社役職員、事務委託先の役職
員、代理店が適切な事務の遂行を怠ったり事故・不
正を起こすことや、新事務システムの開発に際し十
分な検証が行われず導入時に混乱が発生すること等
により会社が損失を被るリスクをいいます。当社に
おいては、お客様に均一で質の高いサービスをご提
供できるよう、各種事務処理マニュアル・個人情報
取扱手順書等を整備するとともに、社員研修、代理
店研修を実施しております。
　また、本店各部門のリスク管理実態のモニタリン
グ、内部監査等を通じて、事務リスク管理体制の有
効性・実効性の検証を行っています。

６．システムリスク
　システムリスクとは、主にコンピュータシステム
の異常停止・誤作動 ･誤操作 ･不正使用あるいは、
システム開発業務のミスや遅延等により損失を被る
リスクをいいます。当社においては、情報管理の基
本方針(セキュリティポリシー)を定め、リリース前
に十全なテストの実施を行うとともに、システム運用
を安全性･信頼性の高い当社グループ内の専門会社に
委託することで、リスク発現防止に努めています。
　また、お客様の大切な情報を取扱うことから、個人
情報の漏洩防止を重要なリスク管理項目として位置付
け、お客様のデータの取扱やネットワーク上でのセ
キュリティに関して万全の安全対策を施しています。

７．災害・風評・その他リスク
　上記の他に、異常災害リスク、風評リスク等の様々
なリスクを認識し、これらのリスク管理に努めてい
ます。
　火災、大地震等の不測の事故発生により会社の業
務が停止した場合に、応急対応から本格復旧に向け
た対応までを組織的にすすめ、迅速かつ効率的な危
機管理を行うためにコンティンジェンシープランを
整備しています。
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・あいおい損保への委託業務については、あいおい損保自ら監査を実施しています。
・代理店監査の一部はあいおい損保へ委託して実施しています。

　社内の監査体制

　社内の監査としては、監査役が行う商法上の監査と、
いずれの執行機関からも独立した業務監査部による業
務監査があります。
　業務監査の目的は、会社業務全般について適正かつ
効果的に遂行されているかを検証し、業務改善に向け
た提言を行うことにより、経営の健全なる運営と効率
性の向上に資することにあります。
　監査の実施にあたっては、個々の問題点の指摘・指
導をベースとして発生した事象の背景や原因を追求し
改善策につなげるための実効性を重視しており、監査
結果については経営陣に定期的に報告するとともに、
業務改善の状況についても確認し報告しています。

コーポレート・ガバナンスの確立を目的として、法令等遵守、リスク管理、保険募集
管理の各態勢を自ら検証するために監査を実施しています。

　社外の監査・検査体制

　当社は、保険業法の定めにより、金融庁検査局およ
び財務省財務局の検査を受けることになっています。
　また、商法特例法に基づく監査法人による会計監査
を受けています。

　なお、監査法人、監査役、業務監査部は連携して監
査内容の向上に努めています。

監査法人
監査体制

監査
監査役・監査役会

監査

基本方針・業務監査報告・改善提言
取締役会

業務監査命令
業務監査部 社　　長

担当役員

業務執行
業務監査・改善提言・改善確認

本店各部

指導管理

営業部・支社
業務監査・改善提言・改善確認

業務監査
改善確認

代　　　理　　　店

委託契約
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　生命保険業界の対応
○ 2003年「個人情報の保護に関する法律（個人情報
保護法）」が成立し、翌年４月「個人情報の保護に
関する基本方針」が閣議決定されたことを受け、監
督官庁である金融庁は2004年12月に「金融分野
における個人情報保護に関するガイドライン」を定
め、さらに2005年１月には「金融分野における個
人情報保護に関するガイドラインの安全管理措置等
についての実務指針」を定めました。

○ 社団法人生命保険協会は個人情報保護法による個人
情報保護団体の認定を受け、2005年２月開催の理
事会で ｢生命保険業における個人情報保護のための
取扱い指針（生保指針）｣、「生命保険業における個
人情報保護のための安全管理措置等についての実務
指針（生保安全管理実務指針）」を決定し発表しま
した。

　当社の対応
○ 当社では、事業の性格上ご契約者、被保険者の保険
医療情報をはじめとする機微（センシティブ）情報
を含む各種の個人情報を大量かつ長期間に亘り保
有・利用することがあるため、従来から個人情報に
ついては慎重に取り扱い、対応してまいりました。

○ 2005年４月の個人情報保護法施行へ向けて、
2004年３月から準備をすすめ、2005年３月末
日までに法令・ガイドライン・生保協会指針等で生
命保険会社に求められている事項については対応を
完了しました。

○ 個人情報関連規程の基本規程としての、「個人情報
の取扱いに関する方針（プライバシーポリシー）」「個
人情報保護規程」「同細則」「個人情報リスク管理規
程」「外部委託管理規程」「個人情報保護法施行に伴
う監査要領」をはじめ、基本規程に基づく運営要領・
手順書類、部門別の個人情報取扱い手順書、個人情
報取扱台帳に至るまで整備を完了し、並行して社員、
代理店、事務委託をしているあいおい損保社員に対
して研修を実施し、周知を図りました。

○ また、個人情報取扱事業者には該当しない代理店に
対しても、委託先に対する適切な管理・監督の必要
性から「プライバシーポリシーの作成･公表･掲示」、
「個人情報取扱規程の備付」、「代理店独自の利用目
的の明示」等の個人情報保護法対応の指導を行って
います。

○ さらに、作成した「個人情報の取扱いに関する方針
（プライバシーポリシー）」は当社ホームページに
掲載するとともに、ポスターとして当社事業所店頭
に掲示することに加え、事務委託先であるあいおい
損保の各事業所店頭にも掲示しています。

○ 当社は今後とも、関係法令等の遵守の徹底・定着に
向けた意識付けの強化、実効性ある運営・点検・監
査の実施、個人情報流失等に対する安全管理措置等
のさらなる徹底、より高度な技術的安全管理措置の
実施をすすめ “信頼されるあいおい生命” を目指し
全社を挙げて取り組みを進めてまいります。

個人情報（データ）保護について個人情報（データ）保護について
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個人情報（データ）保護について個人情報（データ）保護について

個人情報の取扱いに関する方針

● あいおい生命保険株式会社は、「お客様第一」を常に
行動の原点とし、最高の安心と満足の提供によりお客
様から選ばれる企業を目指すとともに、保険事業の社
会・公共的使命を果たし、広く社会から信頼される企
業を目指しています。

● お預かりした個人情報は、保険制度の健全な運営とと
もに、当社の商品・サービス・情報をご提供申し上げ
るためになくてはならないものとして、安全に管理し
適正に利用することが当社の重要な社会的責務である
と認識しております。

● 当社は個人情報保護の重要性に鑑み、ここに『個人情
報の取扱いに関する方針』を定め、生命保険業に対す
る社会からの信頼をより向上させるべく、個人情報の
保護に関する法律、その他の関連法令、ガイドライン、
㈳生命保険協会の指針等を遵守いたします。

● また、役員、社員（派遣社員、臨時勤務者、外注常駐
者を含みます。）、当社業務・事務を代理・代行してい
るあいおい損害保険株式会社、および、生命保険募集
業務を委託している代理店を含め、全社を挙げて個人
情報・個人データ（いずれも機微〔センシティブ〕情
報を含みます。以下同じ）を、適正に取扱うとともに、
個人情報の保護に万全を尽くしてまいりますことを宣
言いたします。

１．個人情報の取得・収集について
（1）個人情報を業務上必要な範囲で、かつ、適法で

公正な手段によって取得・収集します。
（2）特に、機微（センシティブ）情報を含むお客様

の個人情報は、主に保険の契約申込書、保険金・
給付金請求書等により取得・収集します。また、
アンケートやキャンペーン等の実施によりはが
き・電話等でも、さらに、新聞記事等の公示情報
も取得・収集させていただくことがあります。

２．個人情報の利用目的とその利用について
（1）お預かりした個人情報は、利用目的の範囲内で、

業務の遂行上必要な場合において利用します。
（2） また、ご契約者、被保険者、保険金・給付金ご

請求者からお預かりした個人情報は保険制度の
健全な運営のために、以下の目的等のために利
用します。その他の目的に利用することはあり
ません。
①適切な保険のお引受け
②保険事故が発生した場合の円滑かつ適切な保険
金・給付金のお支払い
③保険契約の維持・管理
④当社保険商品・サービスに関する情報のご案内

とご提供
⑤市場調査及び金融商品・サービスの開発・研
究
⑥当社グループ会社および提携先企業の商品・
サービスに関する情報のご案内

　　　 なお、当社グループ会社はあいおい損害保険株
式会社です。

（3） さらに、当社社員の採用、代理店等の新設・維
持管理に際しお預かりした個人情報についても、
業務遂行上必要な範囲で利用します。

（4） 利用目的を変更する場合はその内容を、原則と
して、書面等によりご本人に通知し、または、
当社ホームページにより公表します。

３．個人データの正確性の確保と安全な管理について
（1） 取扱う個人データの漏えい、滅失、き損の防止、

その他の個人データの安全管理のために、安全
管理に関する基本方針、個人情報保護に係る規
定等の整備、および組織的、人的、技術的安全
管理措置に係る整備等を行うとともに、十分な
セキュリティー対策を講じ、正確性、最新性を
確保するために適切な措置を講じます。

（2）個人データ管理責任者を任命し、個人情報の安
全・適正な管理を実施します。

（3） 個人データの持ち出し、または外部へ移送・送
信する際には相当の注意を払います。

（4） 役員、社員（派遣社員、臨時勤務者、外注常駐
者を含みます。）、及び代理店を含めた委託先に
対して、個人情報の保護及び適正な管理方法等
につき継続的に研修を実施し、日常業務におけ
る個人情報の適正な取扱いを徹底します。

（5） また、定期的に監査を実施し本方針を実践・遵守
するとともに個人情報保護の継続的改善に取り
組んでまいります。

（6） 外部に個人データの取扱いを委託する場合には、
あらかじめ委託先の情報管理体制を確認し、委
託後の業務遂行状況を監視するなど委託先に対
する必要かつ適切な監督を行います。

４．個人データの第三者提供について
（1） 個人データを第三者に提供する際は、原則として、

事前にご本人の同意をいただきます。
（2）ただし、次の場合にはご本人の同意を得ないで

個人データを第三者に提供する場合があります。
①個人情報に関する法律でご本人の同意を得な
いで個人データを第三者に提供することが認
められている場合
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②再保険の手配等、当社の業務遂行上必要な範
囲で提供する場合
③ 保険金・給付金お支払いの判断、又は保険契
約の解除、無効、もしくは継続の判断の参考
とすることを目的として、生命保険会社等の
間で共同利用を行う場合
④ 当社の業務遂行上必要な範囲内で、保険代理
店を含む委託先に提供する場合

（3） また、個人データを第三者に提供する場合は、
当該第三者につき厳正な調査を行ったうえ提供
するとともに、秘密を保持させるために、適正
な監督を行います。

５．グループ会社との共同利用
　当社および当社グループ会社のあいおい損害保険株
式会社の取り扱う商品・サービスを案内または提供す
るために、両社間で次の条件のもと、個人データを共
同利用します。
①個人データの項目： 住所、氏名、性別、生年月日、
電話番号・電子メールアドレス、その他申込書等に
記載された契約内容
②管理責任者：当社

６．情報交換制度等について
　当社は、以下の制度に基づき㈳生命保険協会、生命
保険会社等との間で個人データを共同利用します。詳
細につきましては㈳生命保険協会のホームページをご
覧ください。
（1）保険契約等に関する情報の共同利用制度

①契約内容登録制度・契約内容照会制度
②医療保障保険契約内容登録制度
③支払査定時照会制度

（2）生命保険会社職員・代理店・募集人等に関する
情報の共同利用制度
①募集人登録情報照会制度
②合格情報照会制度
③退社者情報登録制度
④変額保険販売資格者登録制度

７．個人データの開示・訂正・利用停止・消去について
（1） ご契約者および被保険者等のご本人が自己の個

人データについて、開示・訂正・利用停止・消
去等を求める権利を有しておられることは十分
に理解・認識しております。

（2） 法に定めのある場合を除き、正当な要求がある
場合には、異議なく速やかに対応します。

（3） ご請求者がご本人であることを確認させていた
だいたうえで手続きを行います。

（4） また、必要な調査を行った結果、ご本人に関す
るデータが不正確である場合には、その結果に
基づいて正確なものに変更させていただきます。

（5） なお、開示・訂正・利用停止・消去等の手続き
の詳細は当社ホームページをご覧いただくか、
または下記の当社お客様サービスセンターにご
照会ください。

８．個人情報保護に関する法令等の遵守
　お預かりした個人情報の取扱いに関して、個人情報
の保護に関する法律、その他の関連法令・ガイドライン、
㈳生命保険協会の指針等を遵守いたします。

９．個人情報保護規程等の整備・実施・維持・改善
　当社は、本方針を実行するため、個人情報保護に係
る規定等を定め、これを役員・社員（派遣社員、臨時
勤務者、外注常駐者を含みます。）、代理店、その他関
係者に対し徹底した教育を行い、周知のうえ実施、維
持し、継続的に改善いたします。

10．個人情報の取扱い、保有個人データに関するご照
会・ご相談

（1） 個人情報の取扱いに関する苦情・ご相談に対し
ては適切・迅速に対応いたします。その窓口は
下記の当社お客様サービスセンターです。

（2） 当社の個人情報の取扱いや保有個人データに関
してご意見、ご質問、ご照会がございましたら、
下記の当社お客様サービスセンターまでお問い
合わせください。なお、個人データのご照会に
関しましてはご本人、または正当な権限を有す
る代理人からと限らせていただくこととし、併
せてご本人であることを確認させていただきま
す。
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　情報交換制度等について

（1）保険契約等に関する共同利用制度

①契約内容登録制度・契約内容照会制度
　当社は、社団法人生命保険協会（以下「協会」とい
います。）、協会加盟の他の生命保険会社および全国共
済農業共同組合連合会（以下「各生命保険会社等」と
いいます。）とともに、保険契約もしくは共済契約等
（以下「保険契約等」といいます。）のお引受の判断
または保険金もしくは給付金等 (以下「保険金等」と
いいます。）のお支払いの判断の参考とすることを目
的として、保険契約等に関する所定の情報を協会に登
録しております。
　協会に登録された情報は、各生命保険会社等におい
て前述の目的のため利用されることがあります。

②医療保障保険契約内容登録制度
　当社は、各生命保険会社等とともに、医療保障保険
（団体型・個人型）契約のお引受の判断の参考とする
ことを目的として、所定の情報を協会に登録しており
ます。また、協会に登録された情報は、各生命保険会
社等において前述の目的のため利用されることがあり
ます。

③支払査定時照会制度
　当社は、各生命保険会社等、全国労働者共済生活協
同組合連合会および日本生活協同組合連合会とともに
お支払いの判断の参考とすることを目的として、当社
を含む各保険会社等の保有する保険契約等に関する情
報を共同で利用しています。

（2）生命保険会社職員・代理店・募集人等に関す
る情報の共同利用制度

①募集人登録情報照会制度
　当社は、生命保険会社その他保険業法に基づき保険
の引受けを行うもの（以下②③で「会社」といいます。）
が適正な募集人の申請を行うこと、ならびに各生命保
険会社および協会が募集人に係る情報を適切に管理す
ることを助け、各生命保険会社の業務の健全かつ適切
な運営および保険募集の公正を確保し、もって生命保
険契約者等の利益の保護および生命保険事業の健全な
発展に資することを目的として、協会のデータベース
に登録し、または保管・管理されている募集人の登録
申請等に関する情報を共同して利用します。

②合格情報照会制度
　当社は、会社が採用する職員等の適格性および資質

を判断することを助け、適正な試験運営や有能な人材
確保により、各生命保険会社の業務の健全かつ適切な
運営および保険募集の公正を確保し、生命保険契約者
等の利益の保護および生命保険事業の健全な発展に
資することを目的として、協会のデータベース内で保
管・管理される、受験申込者に関する情報を共同して
利用しています。

③退社者情報登録制度
　当社は、会社が採用する職員等の適格性および資質
を判断することを助け、各生命保険会社の業務の健全
かつ適切な運営および保険募集の公正を確保し、生命
保険契約者等の利益の保護および生命保険事業の健全
な発展に資することを目的として、生命保険の業務に
関して不適当な行為をなして会社を退社した職員等の
退社に関する情報として、協会のデータベースに登録
され、または同データベース内で保管・管理されてい
る情報を共同して利用しています。

④変額保険販売資格者登録制度
　当社は、変額保険販売資格者登録および登録抹消を
行うために利用することにより変額保険契約者の利益
保護および募集秩序の維持を図るとともに、変額保険
の募集を行なわせる者に関する情報を共同して利用し
ています。
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　当社は、「生命保険契約者保護機構」（以下、「保護
機構」といいます。）に加入しています。保護機構の
概要は、以下のとおりです。

○保護機構は、保険業法に基づき設立された法人で
あり、保護機構の会員である生命保険会社が破綻に
陥った場合、生命保険に係る保険契約者等のための
相互援助制度として、当該破綻保険会社に係る保険
契約の移転等における資金援助、承継保険会社の経
営管理、保険契約の引受け、補償対象保険金の支払
に係る資金援助及び保険金請求権等の買取りを行う
等により、保険契約者等の保護を図り、もって生命
保険業に対する信頼性を維持することを目的として
います。

○ 保険契約上、年齢や健康状態によっては契約してい
た破綻保険会社と同様の条件で新たに加入すること
が困難になることもあるため、保険会社が破綻した
場合には、保護機構が保険契約の移転等に際して資
金援助等の支援を行い、加入している保険契約の継
続を図ることにしています。

○ 保険契約の移転等における補償対象契約は、運用実
績連動型保険契約の特定特別勘定（※1）に係る部
分を除いた国内における元受保険契約で、その補償
限度は、高予定利率契約（※2）を除き、責任準備
金等（※3）の90％とすることが、保険業法等で
定められています（保険金・年金等の90％が補償
されるものではありません。（※4））。

○ なお、保険契約の移転等の際には、責任準備金等の
削減に加え、保険契約を引き続き適正・安全に維持
するために、契約条件の算定基礎となる基礎率（予
定利率、予定死亡率、予定事業費率等）の変更が行
われる可能性があり、これに伴い、保険金額・年金
額等が減少することがあります。あわせて、早期解
約控除制度（保険集団を維持し、保険契約の継続を
図るために、通常の解約控除とは別に、一定期間特
別な解約控除を行う制度）が設けられる可能性もあ
ります。

※ 1　特別勘定を設置しなければならない保険契約の
うち最低保証（死亡保険金保証、最低年金原資保証
等）のない保険契約に係る特別勘定を指します。更
生手続きにおいては、当該部分についての責任準備
金を削減しない更生計画を作成することが可能です
（実際に削減しないか否かは、個別の更生手続の中
で確定することとなります）。

※ 2　破綻時に過去5年間で常に予定利率が基準利率
（注1）を超えていた契約を指します（注2）。当該
契約については、責任準備金等の補償限度が以下の
とおりとなります。ただし、破綻会社に対して資金
援助がなかった場合の弁済率が下限となります。
 　高予定利率契約の補償率＝90％－〔（過去5年間に
おける各年の予定利率－基準利率）の総和÷2〕
　（注1） 基準利率は、各生命保険会社の過去5年間の

平均運用利回りを基準に、金融庁長官及び
財務大臣が定めることとなっています。現
在の基準利率については、当社又は保護機
構のホームページで確認できます。

　（注2） 一つの保険契約において、主契約・特約の
予定利率が異なる場合、主契約・特約を予
定利率が異なるごとに独立した保険契約と
みなして、高予定利率契約に該当するか否
かを判断することになります。
　また、企業保険等において被保険者が保
険料を拠出している場合で被保険者毎に予
定利率が異なる場合には、被保険者毎に独
立の保険契約が締結されているものとみな
して高予定利率契約に該当するか否かの判
断をすることになります。ただし、確定拠
出年金保険契約については、被保険者が保
険料を拠出しているか否かにかかわらず、
被保険者毎に高予定利率契約に該当するか
否かを判断することになります。

※ 3　責任準備金等とは、将来の保険金・年金・給付
金の支払に備え、保険料や運用収益などを財源とし
て積立てている準備金等をいいます。
※ 4　個人変額年金保険に付されている年金原資保証
額等についても、その90％が補償されるものでは
ありません。

保護機構のパンフレットもご用意しています



21　あいおい生命 business report 2007

生
命
保
険
契
約
者
保
護
機
構
に
つ
い
て

生命保険契約者保護機構について生命保険契約者保護機構について

●救済保険会社が現れた場合

破綻保険会社 会員保険会社
保 護 機 構

補償対象保険金支払に
係る資金援助

保険金等の支払

保険金請求権等の買取り（注2）

負担金の拠出

民間金融機関等
資金貸出

国救済保険会社保険契約者等
財政措置（注1）

資金援助補償対象保険金の
支払（注2）

保険契約の全部・一部の移転

合併、株式取得

●救済保険会社が現れない場合

破綻保険会社 会員保険会社
保 護 機 構

承継保険会社

補償対象保険金支払に
係る資金援助

保険金等の支払

保険金請求権等の買取り（注2）

保険契約の引受け

保険契約の承継

負担金の拠出

民間金融機関等
資金貸出

国保険契約者等
財政措置（注1）

補償対象保険金の
支払（注2）

（注1） 上記の「財政措置」は、平成21年（2009年）
3月末までに生命保険会社が破綻した場合に
対応する措置で、会員保険会社の拠出による
負担金だけで資金援助等の対応ができない場
合に、国会審議を経て補助金が認められた際
に行なわれるものです。

（注2） 破綻処理中の保険事故に基づく補償対象契約
の保険金等の支払、保護機構が補償対象契約
に係る保険金請求権等を買い取ることを指し
ます。この場合における支払率および買取率
については、責任準備金等の補償限度と同率
となります。（高予定利率契約については、※
2に記載の率となります。）

◇補償対象契約の範囲、補償対象契約の補償限度等を
含め、本掲載内容は全て現在の法令に基づいたもの
であり、今後、法令の改正により変更される可能性
があります。

・生命保険会社が破綻した場合の保険契約の
　取扱いに関するお問い合わせ先
　生命保険契約者保護機構
　　TEL 03-3286-2820
　　ホームページアドレス http://www.seihohogo.jp/

【仕組みの概略図】
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会
社
の
沿
革

1996年度
（平成8年度）

◇「大東京火災海上保険株式会社」の100%出資によ
り会社設立　（8月）

◇生命保険事業免許を取得　（10月）
◇営業開始　（10月） 

◇「千代田火災海上保険株式会社」の100%出資によ
り会社設立　（8月）

◇生命保険事業免許を取得　（10月）
◇営業開始　（10月）

1997年度
（平成9年度）

◇『総合福祉団体定期保険』発売　（4月）
◇『しあわせスーパー定期Ⅱ』、『しあわせニューライ
フ』発売　（4月）

◇『逓増定期保険（無配当）』発売　（3月）

1998年度
（平成10年度）

◇新コミュニケーションマーク制定（10月）
◇本社・支社間をＬＡＮで 接続　（1月）

1999年度
（平成11年度）

◇『優良体定期保険』、『しあわせスーパー定期Ⅱ99〔優
良体〕』、 『しあわせスーパー終身 〔優良体〕』、 『しあ
わせスーパー年金〔優良体〕』 発売　（10月）

◇『100歳満了定期保険』発売　（2月）

2000年度
（平成12年度）

◇「大東京しあわせ生命株式会社」と「千代田火災エ
ビス生命株式会社」の合併発表 （11月）

◇大東京しあわせ生命の増資　（3月）　

◇『５年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険 “ず
～っとまもる君”』発売　（4月）

◇「大東京しあわせ生命株式会社」と「千代田火災エ
ビス生命株式会社」の合併発表 （11月）

◇千代田火災エビス生命の増資　（3月）　

■　あいおい生命保険株式会社

2001年度
（平成13年度）

◇「大東京しあわせ生命株式会社」と「千代田火災エビス生命株式会社」が合併し、 「あいおい生命保険株式会社」
発足　（4月）

◇『新入院関係特約』発売　（2月）

2002年度
（平成14年度）

◇『低解約返戻金型定期保険』、『解約返戻金のない保険契約に関する特則付定期保険』および『解約返戻金のな
い特約に関する特則付平準定期保険特約』発売　（6月）

2003年度
（平成15年度）

◇『5年ごと利差配当付低解約返戻金型終身保険（低解約返戻金割合70％型）』発売　（6月） 
◇ 業界初！ 生命保険プレゼンテーションソフト『I-COM』を開発　（7月） 
◇本店を移転　（7月）
◇『無選択型終身保険（無選択型災害割増特約および無選択型生存給付金特約付）』発売　（10月）
◇顧客ダイレクトシステム（コールセンターシステム）稼動　（10月）

2004年度
（平成16年度）

◇お客様サービスセンターを設置し、「変更手続ダイレクトサービス」開始（4月）
◇インターネットホームページによる「給付金請求書類ダウンロードサービス」開始　（4月）
◇『新収入保障保険ジャストワン（無配当新収入保障保険）』発売　（6月）
◇エンベディッド・バリューの開示を開始　（5月）
◇新たな生保販売支援システム（Web型代理店システム「ＡＬＰＳ」）の全面稼動　（9月）
◇TS CUBIC CARD会員向けクレジットカード払専用商品『ずっとラック（交通災害割増特約付５年ごと利差
配当付低解約返戻金型終身保険）』発売　（11月）

2005年度
（平成17年度）

◇米国通貨建個人年金保険『ドル物語』発売　（4月）
◇お客様サービスセンターの営業時間延長　（4月）
◇ホストコンピューターをNRI 横浜センターへ移転　（5月）
◇『スーパー終身プレミアム（低解約返戻金特則付積立利率変動型終身保険）』発売　（6月）
◇インターネットホームページでの契約内容変更手続受付サービス（「変更手続ウェブサービス」）開始　（6月）
◇『環境ＩＳＯ14001：2004』を本店で認証取得　（9月）
◇『女性のための保険 “カルナ”（低解約返戻金特則付積立利率変動型終身保険）』発売　（10月）
◇インターネットホームページでの「資料請求受付サービス」、「よくあるご質問（ＦＡＱ）」コーナーの開設お
よび「インターネットでのお問合せ受付サービス」開始　（11月）

2006年度
（平成18年度）

◇『三大疾病保障付き団体信用生命保険』発売　（4月）
◇新たな企業スローガン「愛追いかけて」発表　（4月）
◇団体保険の事務アウトソーシング（１次）開始　(5月）
◇『あいおい一時払終身保険 “ドリームワン”（積立利率変動型一時払終身保険）』発売　（6月）
◇本社イメージワークフロー・システム導入　（9月）
◇開業10周年記念新商品『新スーパー終身プレミアム（低解約返戻金特則付積立利率変動型終身保険）』『ジャ
ストワンα（無配当新収入保障保険）』発売　（10月）

2007年度
（平成19年度）

◇『若者の保険 “カイロス”（低解約返戻金特則付積立利率変動型終身保険）』発売　（4月）
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経
営
の
組
織

コンプライアンス・リスク統括部 コンプライアンス推進グループ

募集制度業務グループ

北 海 道 営 業 部

東 北 営 業 部

北 関 東 営 業 部

東京法人営業部

埼 玉 営 業 部

千 葉 営 業 部

神 奈 川 営 業 部

甲 信 越 営 業 部

静 岡 営 業 部

中 部 営 業 部 営業推進グループ

業務グループ

近畿・北陸営業部

北 陸 支 社

中 四 国 営 業 部

四 国 支 社

九 州 営 業 部

●本店　　　15部
●営業拠点　14部、3支社

リ ス ク 統 括 室

企 画 部 企 画 グ ル ー プ

収 益 管 理 室

人 事・ 総 務 部 人 事 グ ル ー プ

総 務 グ ル ー プ

経 理・ 財 務 部 経 理 グ ル ー プ

財 務 グ ル ー プ

営 業 企 画 部 営業企画グループ

販売開発グループ

Ｌ Ｉ Ｍ 統 括 室

市 場 開 発 部 市場開発グループ

IT販売企画グループ

営 業 研 修 部 営業研修グループ

営業支援センター

団 体 保 険 部 企画開発グループ

契約管理グループ
商 品 部

システム開発部 システム開発第1グループ

システム開発第2グループ

業 務 統 括 部 事務革新グループ

事務設計グループ

業務改善・指導室

契 約 業 務 部 業務管理グループ

引 受 グ ル ー プ社 医

お客様サービス部 保険金サービスグループ

契約サービスグループ

お客様サービスセンター

営 業 本 部

東 京 営 業 部 営業推進グループ

業務グループ

（2007年7月1日現在）

お　
　
　
　
　
　

客　
　
　
　
　
　

様

代　
　
　
　
　
　

理　
　
　
　
　
　

店

営業推進グループ

業務グループ

監 査 役

監 査 役 会

保 険 計 理 人

株 主 総 会

人 事 委 員 会

コンプライアンス委員会 コンプライアンス推進委員会

リスク管理委員会 危機管理委員会

経 営 会 議 収支管理委員会

業務品質向上委員会

お客様サービス委員会

保険金等支払管理委員会

社 　 　 長

業務執行取締役
執 行 役 員

取 締 役 会

名古屋法人支社

保険金支払管理部

業 務 監 査 部
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店　舗 住　　　　　　　所 電話番号

北海道営業部 〒060-0807　北海道札幌市北区北7条西5-5-3札幌千代田ビル 011-728-1351

東 北 営 業 部 〒980-0802　宮城県仙台市青葉区二日町12-26あいおい損保仙台ビル 022-227-2220

北 関東営業部 〒110-0005　東京都台東区上野6-16-18あいおい損保都信ビル 03-5818-5691

東 京 営 業 部 〒151-8530　東京都渋谷区代々木3-25-3あいおい損保新宿ビル 03-5371-4551

東京法人営業部 〒151-8530　東京都渋谷区代々木3-25-3あいおい損保新宿ビル 03-5371-4090

埼 玉 営 業 部 〒338-0001　埼玉県さいたま市中央区上落合1-12-16あいおい損保さいたまビル 048-859-4341

千 葉 営 業 部 〒260-0032　千葉県千葉市中央区登戸1-21-8あいおい損保千葉ビル 043-238-7039

神 奈川営業部 〒231-8461　神奈川県横浜市中区尾上町6-86-1関内マークビル 045-662-9701

甲 信越営業部 〒110-0005　東京都台東区上野6-16-18あいおい損保都信ビル 03-5818-2921

静 岡 営 業 部 〒420-0034　静岡県静岡市葵区常磐町1-7-5あいおい損保静岡ビル 054-254-8261

中 部 営 業 部
　名古屋法人支社

〒460-0008　愛知県名古屋市中区栄4-3-26昭和ビル
〒460-0008　愛知県名古屋市中区栄4-3-26昭和ビル

052-252-2452
052-252-2530

近畿・北陸営業部
北陸支社

〒541-0046　大阪府大阪市中央区平野町3-6-1あいおい損保御堂筋ビル
〒920-0906　石川県金沢市十間町5あいおい損保金沢ビル

06-6206-5145
076-264-1121

中 四国営業部
　　　四国支社

〒730-8580　広島県広島市中区国泰寺町1-8-13あいおい損保広島TYビル
〒760-0042　香川県高松市大工町1-1あいおい損保高松ビル

082-243-2141
087-851-8166

九 州 営 業 部 〒810-0041　福岡県福岡市中央区大名2-6-36あいおい損保福岡ビル 092-752-0115

当社の上記14営業部・３支社のほか、業務委託を行っているあいおい損保の全国511ヶ所の営業課・支社・営
業所・営業センターで各種お申し出に対応しています。
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コンサルティング営業体制と教育･研修コンサルティング営業体制と教育･研修コンサルティング営業体制と教育･研修コンサルティング営業体制と教育･研修

これからの時代を担う新しい生命保険会社として、代理店によるコンサルティングお
よび説明責任の履行に向け、教育・研修の更なる強化に取り組んでいます。

　コンサルティング営業
　当社は代理店によるコンサルティングを中心とした
営業活動を行っております。
　全国に広がる8,607店（2007年３月末）の代理
店はあいおい保険グループの生命保険、損害保険を取
り扱うことにより、もしもの時のリスク管理から、資
産形成など保険と生活に関するさまざまなご相談を
承っています。
　お客様を取り巻く様々なリスクに対応するため、お
客様のライフスタイルやニーズに合った保険商品、
サービスのご提案・ご提供により、きめ細かなコンサ
ルティングによる生命保険の販売を行っています。

　商品説明の際には、保険商品の内容をご理解いただ
くために、パンフレットによる商品説明に加え、契約
概要による契約内容の説明および注意喚起情報による
契約上の重要事項の説明を徹底しています。
　さらに、保険契約のお申込みの際には、意向確認書
によるお客様ニーズの最終確認を行い、お客様にご納
得いただいた上で、生命保険にご加入いただける態勢
作りを行っています。

　営業支援体制
　全国各地域に14営業部・３支社を配置し、生命保
険推進マネジャーおよびライフ・インシュアランス・
マネジャーが代理店の営業活動をサポートしていま
す。

○生命保険推進マネジャー
　代理店によるコンサルティング営業の推進のため、
全国約90名の生命保険推進マネジャーが各地域にお
いて、代理店に対する体系的商品研修、販売研修の実
施や実践的で具体的な業務指導を行い、代理店の日常
営業活動をサポートしています。

○ライフ・インシュアランス・マネジャー
　税務、金融など幅広い専門知識を持った生命保険の
プロフェッショナル。
　全国約70名のライフ・インシュアランス・マネ
ジャーが代理店をバックアップし、よりきめ細かなコ
ンサルティング提案をお客様にご提供しています。

全国に広がる代理店（店数）

契約概要 注意喚起情報 意向確認書パンフレット
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　代理店に対する教育・研修

　お客様に安心と満足を提供するためには、代理店の
コンサルティングサービス力の向上が最も重要である
という認識のもと、「生命保険の正しい理解と正しい
販売」を基本理念とする代理店教育に取り組んでいま
す。業界共通教育をベースに、代理店の知識や経験に
応じたきめ細かな研修を実施し、着実なステップアッ
プをサポートしています。

（１）業界共通教育

　業界共通資格取得への取り組みを通じて資産運用・
企業経営コンサルティング等、幅広いお客様ニーズに
対応できるように生命保険知識・周辺知識の充実を
図っています。また、業界共通資格の取得状況を代理
店の資格ランク要件に組み入れることで、資格取得の
勧奨を行なっています。

（２）当社独自研修

　当社独自研修では、お客様をリスクから守るという
使命感の醸成と「正しい販売プロセスの実践」を基本
コンセプトとして取り組んでいます。お客様の実情や
意向を確認しながら最適な生命保険を提案するという
商談の流れを、「標準販売プロセス」として整理し、
定着を図っています。
　また、契約にあたってお客様に特にご注意いただき
たい事項（「契約概要」「注意喚起情報」）の説明や適
合性の原則にもとづくお客様のご意向の確認、お客様
に正しく告知をしていただくための丁寧な説明など
も、販売プロセスのなかの重要パーツとして研修に組
み入れています。

登
録
前
研
修

一般
課
程
試
験

（
販
売
資
格
取
得
）

登
録
後
研
修

専
門
課
程
試
験

応
用
課
程
試
験

生
命
保
険
大
学

課
程
試
験（
６
科
目
）

委
託
業
務
説
明

代
理
店
委
託

生命保険に
関する情報提供
を行ないます

お客様の実情や
意向をお聞きし
ます

お客様に相応し
い提案を行ない
ます

契約に関する
重要事項をご案内
し、正しく手続を
行ないます

[あいおい生命標準販売プロセス］

本社研修風景

　

①地域研修
　地域においては営業社員が講師となり、代理店研修
を実施しています。お客様に分かりやすい伝え方を学
ぶスキル研修をはじめ、重要事項説明のための知識研
修、募集ルール遵守に関するコンプライアンス研修な
ど、日常活動に即したタイムリーな各種研修を展開し
ています。

②本社研修
　本社においては、代理店の経験・レベル別に「合宿
方式」の研修を５コース実施しています。
　各コースは複数回にわたる「集合研修」とその間の
「実践活動」によって構成されており、販売スキルの
飛躍的向上を図っています。
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　営業支援システム
○ＡＬＰＳ／Ｗｅｂ型ＡＬＰＳ
（ALPSとはAioi Life Planning Systemの略称です）
　お客様のニーズに適した商品設計、商品提案を行う
コンサルティングシステムとして活用しています。
　インターネット環境に通じた「Ｗｅｂ型ＡＬＰＳ」
では、商品設計・商品提案に加え、契約事務の品質向
上も図り、お客様により満足いただける保険加入への
取り組みを行なっています。

○Ⅰ - ＣＯＭ
（Ⅰ - ＣＯＭとはⅠＯⅠ Communication System
の略称です）
　業界初の ｢動画と音声を組み合わせた｣ 生命保険プ
レゼンテーションソフトとして、軽快なレスポンスで
お客様に最適な保障額と合理的な保険料シミュレー
ションを実現しました。
　これによりお客様との対話形式で、円滑なコンサル
ティングを実施しています。
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主な保険商品のご案内主な保険商品のご案内

※下記以外の商品も豊富に取り揃えておりますので詳しくは当社取扱代理店までお問い合わせいただくか、または当社ホームページをご覧ください。

個人のお客様へ
将来の金利変動にも対応できる「積立利率変動型終身保険」を中心とした多彩な商品ライン
ナップを取り揃えています。

■お客様ニーズにお応えする商品ラインナップ

●死亡・老後・医療の三大保障をセットで準備
新スーパー終身プレミアム ………一生涯の保障と万一の保障だけでなく、ご本人様の生存保障や医療保障にも対応

可能な商品プランです。主契約は積立利率変動型終身保険なので、金利情勢の変
化にも対応します。

若者の保険“カイロス” …………男性に必要な保障をひとつにまとめた、若年層の男性専用プランです。
主契約は積立利率変動型終身保険なので、金利情勢の変化にも対応します。

女性のための保険“カルナ” ……女性に必要な保障をひとつにまとめた、一生涯保障を準備できる女性専用プラン
です。主契約は積立利率変動型終身保険なので、金利情勢の変化にも対応します。

●一生涯保障と老後の備えに
低解約返戻金特則付
積立利率変動型終身保険（無配当） …

一生涯保障に加え、金利変動にもしっかり対応できる安心のプランです。
保険料払込期間中の解約返戻金を抑えることにより割安な保険料を実現しました。

あいおい一時払終身保険「ドリームワン」 …市場金利の変化に対応した一時払専用の終身保険です。
無診査・無告知で加入でき、一生涯の保障が準備できるプランです。

●必要な期間の保障準備に
ジャストワンα ……………………万一の時に遺されたご家族の生活資金と、ご本人の病気・ケガによる入院に合理

的かつ割安に備えることのできるプランです。

定期保険（無配当） …………………割安な保険料で一定期間の「万一の時」に備える保障重視の合理的なプランです。

●計画的な資金準備に
5年ごと利差配当付 個人年金保険 ……セカンドライフの資金づくりをお手伝いするプランです。

ご契約に際して健康状態に関する告知を不要とする「無選択型」もあります。

子どものための年金保険「ルキナ」 …ご家族やお子さまの夢を応援する年金保険です。
被保険者の告知なしで加入でき、ご予算に応じた積み立てにより、計画的な資金
準備が可能です。

米国通貨建個人年金保険「ドル物語」 …ＵＳドルで資産を有利に増やすための個人年金保険です。
被保険者の診査・告知なしで加入でき、年金はＵＳドルでも円でも受け取れます。

●貯蓄と保障を同時に準備
5年ごと利差配当付 養老保険 …………貯蓄の楽しみと保障を確保、ゆとりの暮らしをお手伝いするプランです。

無事に満期をむかえられたときには満期保険金を、万一の時には満期保険金と同
額の死亡・高度障害保険金をお支払いします。

●お子様の教育資金の準備に
5年ごと利差配当付 こども保険 …お子様の夢・希望がいっぱいのプランです。

入学祝金で入学資金準備ができます。また、ご契約者が万一の時には、以降の保
険料払込は免除となり、養育年金を毎年お支払いします。

●病気やケガの備えに
医療保険（無配当） …………………高まりつつある医療保障ニーズにお応えするプランです。

病気もしくはケガで、1泊２日以上入院されたときに、１日目から入院給付金を
お支払いします。
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法人のお客様へ
法人のお客様のさまざまなニーズに幅広くお応えできる多彩な商品プランを取り揃えています。

●経営者に万一のことがあったときの事業継続資金準備
経営者向け事業安定化資金対策プラン …
（新収入保障保険［無配当］）

経営者の万一のその後に発生する「経営力・信用力の低下に伴う売上げ減」や「後
継者が育つまでの資金対策」「会社の抱える債務の返済対策」という会社事業安定
化に合理的に備えるためのプランです。

経営者向け保障プラン ……………
（解約返戻金なし型定期保険［無配当］）

保険期間を通じて解約返戻金をなくすことで、経営者の「万一」を合理的にカバー
する経営者のためのプランです。

●経営者・役員に万一のことがあったときの事業継続資金準備と勇退時退職金の準備
経営者向け退職金準備プラン ……
（低解約返戻金型定期保険［無配当］）

万一に備えつつ、役員退職慰労金を効率的に準備したいとお考えの経営者のため
のプランです。

●従業員の退職金準備
従業員向け退職金準備プラン ……
（養老保険［無配当］）

保険料の1/2は損金算入しつつ、役員・従業員の遺族保障と退職金財源を同時
に準備できるプランです。

●従業員の死亡退職金・弔慰金準備
総合福祉団体定期保険 ……………
無配当総合福祉団体定期保険

従業員の方々の万一の場合に備え、企業が保険契約者となり従業員の方々が被保
険者となる保険期間1年の団体生命保険です。死亡退職金、弔慰金、法定外労
災補償等の財源を確保できます。
※無配当総合福祉団体定期保険は、無配当化により従来の総合福祉団体定期保険
に比べ割安な保険料を可能にしました。

団体定期保険 …………………………企業や団体に属する方々が万一の場合に備え、任意で加入する保険期間１年の団
体生命保険です。万一の場合に遺族の生活保障を目的とした自助努力の補完がで
きます。個人が負担する保険料は生命保険料控除の対象となります。

医療保障保険（団体型） ……………企業や団体に属する方々が病気やけがで入院した場合に、公的医療保険の自己負
担分を補完すること等を目的とした保険期間１年の団体向けの保険です。
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当社では、事業概況・財務状況など経営内容についてご理解いただくために、お客様
への適時・適切かつ分かりやすい情報提供に取り組んでいます。

　ディスクロージャー誌等による情報提供
○あいおい生命の現状（ディスクロージャー誌）
　保険業法第111条に基づいて経営内容に関する
ディスクロージャー誌『あいおい生命の現状』（ご
覧いただいている本誌）を年１回作成しています。
　ディスクロージャー誌はお客様にご覧いただくこ
とができるように本店、営業部・支社、あいおい損
保の各営業拠点ならびに主要
な代理店に常時備え置きして
おり、また関係機関へも配付
しています。
　さらに、これらの情報は当
社インターネットホームペー
ジにも掲載し、ダウンロード
してご利用いただけます。

○あいおい生命のご案内（ミニ・インフォメーション
ブック）
　当社の情報開示のための簡易冊子として、「業績
推移・決算概要」「トピックス」「商品ラインナップ」
「各種お手続・お問合せ窓口」等の情報を掲載した
『あいおい生命のご案内』を作
成しています。
　本冊子はご契約いただいて
いるお客様に当社を一層ご理
解いただくために、ご契約内容
をご案内する『ご契約内容のお
知らせ』とともに年１回ご送付
しています。また、日常の営業
活動の中で、当社の案内として
お客様に配付しています。

　インターネットホームページによる
　情報提供

　当社は、夜間・休日でもご利用できるインターネッ
トホームページを通じて、事業概況・財務状況など経
営内容に関する情報開示、商品・サービス・各種お手
続に関する情報提供に取り組んでいます。経営全般に
わたるトピックスについては「ニュースリリース」「お
知らせ」欄に掲載して、タイムリーに発信しています。
　また、当社のお客様サービスセンターなどにお問合
せが多い項目についてはは、Ｑ＆Ａ形式で最新情報を

掲載しています。
　なお、商品の「資料請求」「見積・訪問説明」「保険
診断・相談」受付、住所変更、保険料控除証明書の再
発行などお手続のほか、お問合せの受付も行っており、
お客様の利便性向上に努めています。

　　　　　　　　　　＊ホームページアドレスは
　　　　　　　　　　　http://www.ioi-life.co.jp

　ご契約者への情報提供
　当社は、お客様に対し商品のご理解を深めていただ
くために、ご契約前、ご契約時およびご契約後におい
てさまざまな情報を分かりやすく提供しています。そ
の主な情報は次のとおりです。

＜ご契約前の情報＞
○保険種類のご案内
　保険商品をお選びいただく
際の参考として、保険種類の
概略を保障の目的別に分類し
て特長、しくみ・ご契約例な
どをご案内しています。

○「商品パンフレット」「契約概要」「注意喚起情報」
　商品内容をご理解していただくために、必要な情
報を「商品パンフレット」および「契約概要」によ
りご説明しています。
　また、お客様のお申込みのご意思の確認ができま
したら、ご契約にあたって特にご注意していただき
たいことについて「注意喚起情報」をお渡ししてご
説明しています。 Ｐ．25をご覧ください。
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○契約のしおり・約款　
　ご契約にあたって、是非ご
理解いただききたい事項をＡ
４版の冊子で見やすく、分り
やすくまとめた「ご契約のし
おり」と、ご契約から消滅ま
でのとりきめをご説明する
「約款」をお渡ししています。

○保険契約に関するご意向確認書
　ご提案した商品がお客様のニーズに沿っているか
を書面でご確認するために「保険契約に関するご意
向確認書」を作成し、お客様のニーズを最終確認し
た上で、ご署名いただき「契約者様控」をお渡しし
ています。　

＜ご契約時の情報＞
○「保険証券」、「保険証券ご確認のお願い」「保険証
券の見方」
　保険証券の表示内容を分かり
やすくご説明した資料を、保険
証券と一緒にお送りしていま
す。

＜ご契約後の情報＞
○保険料払込みについて
　「口座振替開始のご案内」、「生命保険料払込みの
ご案内」、「保険契約失効のご案内」、「生命保険料再
請求のご案内」、「保険料お立替えのご案内」などを
お送りしています。

○ご請求などをされた場合
　「生命保険承認書」（ご契約
内容変更のお知らせ）、「ご
解約時など各種ご案内」、「保
険金・給付金のご請求につい
て」、「保険金・給付金請求書」、
「保険金・給付金支払のご案
内」などをお送りしています。

○満期時について
　「満期のご案内」、「更新のご案内」をお送りして
います。

○個人年金のお支払い時
　「年金支払のご案内」、「更新のご案内」をお送り
しています。

○その他
　「生命保険料控除証明書」、「配当金のお知らせ」、「生
存給付金のご案内」、「ご契約内容のお知らせ（「あい
おい生命のご案内」同封）などをお送りしています。

「保険証券の見方」
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　商品に対する情報及びデメリット情報の
　提供
　お客様が、生命保険商品の内容や制度についてご存
知ないために、不利益を被るような条項は、不利益条
項（デメリット情報）と呼ばれています。お客様がご
理解されていなかったことによる不利益を生じさせな
いためにも、契約時に「商品パンフレット」「契約概
要」「注意喚起情報」「ご契約のしおり・約款」などを、
契約上の重要事項を説明したうえでお渡しし、周知徹
底を図っています。
　不利益条項の主なものは、以下のとおりです。

○クーリングオフ制度（お申し込みの撤回）
　ご契約の申込日または「注意喚起情報」の交付日の
いずれか遅い日（ただし起算日は注意喚起情報に定め
た日）から、その日を含めて８日以内であれば、申込
者または契約者は書面によりご契約のお申込を撤回す
ることができます。この場合には、払込みいただいた
金額をお返しいたします。
　なお、次の場合には、お申込を撤回することができ
ません。
　・当社が指定する医師の診査が終了したとき
　・債務履行の担保のための契約であるとき
　・ 既契約の内容変更（保険金額の増額、特約の中途

付加など）のとき
　・法人を契約者とする契約であるとき

○告知義務と告知義務違反
　生命保険を契約または復活・復旧する場合など、契
約者または被保険者は、現在の健康状態や職業、過去
の傷病歴などの重要事項について、ありのままをお知
らせいただくことになっています。これを「告知義務」
といいます。
　その際に事実が告げられなかったときは、「告知義
務違反」として契約または特約が解除されることがあ
ります。契約または特約が解除された場合には、たと
え支払事由が発生していても、原則、保険金や給付金
をお支払することができません。
　告知義務違反の事例は当社インターネットホーム
ページに掲載しております。

○保険金・給付金のお支払免責
　保険金・給付金などの支払事由が生じても、保険金・
給付金などをお支払いできない場合があります。
　例えば、死亡保険金の場合は、
　㋐契約の責任開始日（または復活日・復旧日）から

起算して３年以内（注）の被保険者の自殺による
とき

　㋑契約者または死亡保険金受取人が故意に被保険者
を死亡させたとき

　㋒戦争その他の変乱によるとき
　上記のいずれかに該当するときは、死亡保険金はお
支払できません。
　ただし、㋒については、保険の計算の基礎に及ぼす
影響が少ないときは、その程度に応じて保険金を削減
してお支払いしたり、または全額お支払いすることが
あります。災害保険金や諸給付金についても、同様に
お支払いできない場合がそれぞれの約款に記載されて
います。
　保険金・給付金をお支払いできない代表的な事例は
当社インターネットホームページに掲載しておりま
す。
　（注）契約日が平成19年４月２日以降の契約の場合
　　　※被保険者の自殺により死亡保険金をお支払い

できない責任開始日（または復活日・復旧日）
からの期間は、契約日により異なります。

○契約の失効
　保険料の払込みがないまま、払込猶予期間（注）を
過ぎ、保険料の自動振替貸付制度（一時的に保険料払
込の都合がつかない場合でも、解約返戻金の範囲内で
あれば、あらかじめ契約者から別段の申し出がない限
り、当社が保険料をお立て替えする制度）が適用でき
ない場合には保険の効力がなくなります。
　契約が失効した後に支払事由が発生した場合には保
険金や給付金をお支払いすることができません。

　（注）「払込猶予期間」
　　　月払の場合…払込期月の翌月末まで
　　　年払・半年払の場合… 払込期月の翌々月の月単

位の契約応当日まで
　※積立利率変動型終身保険は年払・半年払の場合も

払込期月の翌月末までとなります。

＜保険料の払込みが困難になったとき＞
　保険料の払込みが困難になったときでも、ご契約を
有効に続けられる以下の方法があります。
①ご契約の保険金額を減額して保険料の負担を軽くし
ます。
②「延長定期保険」への変更
　以後の保険料の払込を中止して、定期保険に変更
し、保険金額は変更せずに、保険期間を短縮するこ
とができます。
③「払済保険」への変更
　以後の保険料の払込を中止して、保険期間は変更
せずに、保険金額を減額して保障を継続することが
できます。
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④「自動振替貸付制度」のご利用
　保険料の払込を中断して、解約返戻金を担保とす
る当社からの立て替えを受けることができます。

　＊ 保険種類によってはお取扱いできないものもあり
ます。

＜契約の復活＞
　万一、保険料の払込みがなく、契約の効力がなくなっ
てしまった（失効）場合でも、その日（失効日）から
３ヶ月以内であれば、簡易な手続きで、復活の請求を
することができます。また、３ヶ月を超えた場合でも、
保険種類によっては、当社の定めるお手続きをいただ
ければご契約の復活を請求することができます。
　ただし、改めて告知または診査をしていただく必要
があり、告知義務違反となる期間が新たに発生すると
ともに、解約返戻金をご請求された場合や、健康状態
などによっては、ご契約の復活ができないことがあり
ます。

○解約返戻金
　生命保険では、払込みいただいた保険料は預貯金の
ようにそのまま積み立てられるのではなく、その一部
は死亡保険金などのお支払に、また他の一部は契約の
締結・維持に必要な経費等にあてられています。解約
の際には、それらを除いた残額としてあらかじめ定め
られた金額が払い戻されます。したがって中途で解約
されますと、解約返戻金は多くの場合、払込保険料の
合計額に比べて少なく、特に契約後短期間の解約の場
合は、解約返戻金がまったくない場合もあります。
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　お客様のご相談窓口・対応の充実
　お客様からの生命保険に関する様々なご相談やお申
出にお応えできるように、相談窓口として本店に「お
客様サービスセンター」を設置しています。
　また、全国の営業部・支社の他、業務委託を行って
いるあいおい損保の営業拠点のオンライン端末、およ
び代理店の営業支援システムにより、お客様のご契約
内容についてのご照会やご相談に、迅速・適切にお応
えできるように体制を整備しています。

　商品に関する資料請求等受付
　サービスの利便性向上
　当社インターネットホームページで、ニーズの高い
商品に関する「保険料試算」および「資料請求」「見積・
訪問説明」「保険診断・相談」の受け付けを行ってい
ます。

　ご契約内容変更等各種お手続き
　サービスの充実
　当社では、2004年よりお客様がフリーダイヤルを
通じて各種契約内容変更のお手続きを「お客様サービ
スセンター」に直接申込むことができる「変更手続ダ
イレクトサービス」を実施しています。お客様からご
契約内容変更のお申出の多い項目（①住所変更　②改
姓改名　③証券再発行　④契約者貸付・返済　⑤保険
料振替口座の変更　⑥控除証明書の再発行　⑦受取人
の変更　⑧払込方法の変更　⑨未納保険料等の収納な
ど）について、お客様とお客様サービスセンターの間
で直接お手続きを行うため、お手続きに要する日数が
従前に比べて短縮されるようになりました。
　また、「記入見本」の他、本サービス専用のお手続
書類にはご記入が必要な項目には目印もおつけしてお
客様にご案内するなど、お客様からの声に基づきご記
入漏れが生じないような改善に取り組んでいます。そ
の結果、当該サービスをご利用いただいたお客様か
らのアンケートにおいても高い評価をいただいていま
す。

　また、2005年６月からは、上記「変更手続ダイレ
クトサービス」の対象となる変更手続きの一部（①住
所変更　②控除証明書再発行　③保険料振替口座の変
更　④改姓）を、当社インターネットホームページで
365日24時間受け付けする「変更手続ウェブサービ
ス」を実施し、お客様のお手続き機会の多様化にも対
応しています。

記入見本

お手続書類の必要記入項目には
目印をおつけしてます
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　「お客様の声」への取り組み
　当社は、「お客様の声」を真摯に受け止め、お客様の視点に立った適切な対応を推進するとともに、経営改善・
業務改善に反映させ、経営品質・業務品質の向上に向けて取り組んでいます。

　対応基本方針
　当社は、取締役会にて以下の基本方針を定め、「お客様の声」への取り組みを行っています。
１．公平性・透明性・迅速性に配慮し、常にお客様の立場に立ち、誠意をもって問題解決に取り組みます。
２．お客様の声のうち、苦情は、より重要なものと位置付け、お客様の不満足を解消するまで改善に努めます。
３．お客様の声は、当社所定の方式に従い全件記録・保存するとともに、一元的に集約・管理します。
４．お客様の声の受付・対応状況を定期的に検証するとともに、内容・発生原因の分析に基づき必要な改善策・
再発防止策を講じ、経営改善・業務改善に反映させることにより、経営品質・業務品質の継続的な向上に繋げ
ていきます。

５．お客様の声に関する集約結果、対応状況及び改善反映状況については、適時・適切に公表します。

　「お客様の声」とは
　当社では、「お客様の声」の定義を以下のように定めています。
１． 「お客様の声」とは、当社及び業務委託先であるあいおい損保の「お客様対応窓口」で受け付けたお客様から

の苦情・要望・提言等をいい、感謝・御礼は含みません。なお、電話、文書、来社、ＦＡＸ、インターネッ
ト等の手段・ルートは問いません。また、代理店・扱者が受け付けたものも含めます。

２．お客様の声のうち、「苦情」とは、不満足の表明があったものすべてをいいます。
３．「お客様」とは、契約者、被保険者、受取人、一般消費者及び、契約者等の代弁者である代理店・扱者を含めます。

　お客様対応窓口
　お客様対応窓口とは、当社の本社各部署、営業部・支社、及びあいおい損保本社各部署、業務部、営業部支店・
課支社・営業所、損害サービス部・サービスセンター・サービスオフィス、カスタマーサービスセンター等の拠
点をいいます。また、以下の専用窓口を設置し、「お客様の声」を受け付けています。

　お客様の声の状況（件数・割合）
　昨年度のお客様の声（苦情・要望・提言等）の他、ご照会やご相談も含めたお客様の主なお申出の件数・割合
は以下のとおりです。

＜お電話での受付＞ 
お客様サービスセンター
フリーダイヤル：0120－ 568－ 390
受付時間：平日　午前９時～午後６時

＜ネットでの受付＞　
当社ホームページ「お問合せ」サイト
「

▲

各種お問合せ（または） よくあるご質問」
より

▲

インターネットでのお問合せ」

お客様満足度向上の取り組みお客様満足度向上の取り組み

主なご相談（照会・苦情）の内容 件　数 構成比

お客様の声（苦情・要望・提言等） 675 1.4％

保険商品の内容・資料請求 2,204 4.7％

保険料の払込状況・口座の確認 4,277 9.0％

解約・貸付・住所変更・名義変更・配当金 37,179 78.6％

保険金・給付金の内容・手続方法 2,832 6.0％

その他 149 0.3％

合　　　　　計 47,316 100.0％
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　当社に寄せられた苦情件数、主な苦情の事例（2006年４月～2007年３月）

苦情件数 苦情の内訳（割合）
（当該項目件数／苦情件数） 苦情の主な事例

529件

新 契 約 関 係 22.1% ・契約内容の説明が不十分なことに対するご不満
・契約条件や診査に関するご不満

収 納 関 係 10.2% ・口座振替や集金に関するご不満
・自動振替貸付に関するご不満

保 全 関 係 52.2% ・解約手続きに関するご不満
・契約内容の変更に関するご不満

保 険 金 関 係 5.5% ・給付金請求手続きに関するご不満
・給付金をお支払いできないことに対するご不満

そ の 他 10.0% ・社員・代理店の態度・マナーに関するご不満
・契約後のアフターフォローに関するご不満

　苦情等の対応状況（改善事例）

　＜改善に向けた取組み：１＞　収納関係　　『保険料のお立替案内が遅い』

　　（お客様の声）　 自動振替貸付制度に基づいて、保険料が立替になったことが記載された「保険料お立替のご
案内」が、立替が発生してから１カ月以上も経って届いた。案内するのが遅いのではないか？

　　（対応状況）　　 お客様には、「保険料お立替のご案内」をお届けする時期が遅くなったことについてお詫びを
し、お立替になった保険料のお支払いをしていただける旨ご了承いただきました。

　　　　　　　　　 これまで、前月末日にお立替の発生を確認しましたご契約について、翌月の初旬にお客様宛
てに発送していた「保険料お立替のご案内」を、より早くご案内できるように発送時期を前
倒しし、当月の中旬に変更しました。

　＜改善に向けた取組み：２＞　保全関係　　『こども保険の祝金がいつ受取れるのか分りにくい』

　　（お客様の声）　 こども保険の保険証券を見ているが、祝金がいつ・いくら受取れるのか記載がなく分かりに
くい。表示したほうが良いのではないか？ 

　　（対応状況）　　 お客様には保険証券に表示がないことについてお詫びし、お客様のご契約に関する祝金の金
額およびお受取りいただける時期をご説明し、ご納得いただきました。

　　　　　　　　　 これまで、こども保険の保険証券に表示がなかった「祝金の金額・お受取りいただける時期」
の他、「祝金受取人」「養育年金受取人」「死亡受取人」「養育年金額」についても、新たに表
示するように改善しました。 

　＜改善に向けた取組み：３＞　その他　　『問い合わせの連絡先が分らず、確認するのに手間がかかった』

　　（お客様の声）　 住所の変更および保険料振替口座の変更をお願いしようと思ったが、連絡先がすぐに分から
ず困った。

　　（対応状況）　　 お客様には、お問い合せの連絡先のご案内が不十分であったことにつきお詫びし、ご契約内
容の変更に関するお手続きをご案内しました。

　　　　　　　　　 弊社のお問い合わせ専用窓口の連絡先は、保険証券・ホームページ等に掲示していますが、
新たに「保険証券送付用の封筒」の裏面に、各種お手続き・お問い合わせ先（本店お客様サー
ビスセンターのフリーダイヤル・ホームページアドレス）、および、ご利用いただく際のご注
意事項等を表記し、連絡先がすぐに分かるように改善しました。
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お客様満足度向上の取り組みお客様満足度向上の取り組み

　「お客様の声」の受付から改善までの流れ
　当社では、「お客様の声」を集約のうえ、お客様満足度の向上に向けた業務改善に取り組んでいます。

(＊)

改善報告

改善指示

お 客 様
ご意見・ご要望・苦情 ご連絡・ご報告など

お客様サービス部

「お客様の声」報告

月例報告

定期的に報告

検証

本店
各部

業務改善
・

お客様
サービス
の向上
・

商品の
開発

お客様相談センター 営業部・支社

取締役会

お客様サービスセンター

お客様サービス委員会

（＊）当社の本社各部署、営業部・支社、及びあいおい損保本社部署、業務部、営業部支店・課支社・営業所、損害サービス部・
　　 サービスセンター・サービスオフィス、カスタマーサービスセンター等の拠点で受け付けています。

　「お客様の声」を把握する取り組みの実施結果
　「お客様の声」を把握し、貴重なご意見・ご要望・苦
情等に基づき、保険商品・サービスのご提供や業務運
営の改善などに活かしていくために、2006年度にお
いては以下の取り組みを行ないました。

１．専用窓口「お客様サービスセンター」「お
客様相談センター」での受付

　お客様から直接電話にて受け付ける専用窓口とし
て、お客様サービス部内に設置した「お客様サービス
センター」「お客様相談センター」にて、お客様から
の声をいただきました。

２．インターネットホームページでの受付
　当社インターネットホームページの電子媒体で書き
込める「お問い合わせ」受付コーナーにて、お客様か
らの声をいただきました。

お申し出ルート 聴取人数

専用窓口を利用された契約者等 434人

お申し出ルート 聴取人数

ホームページを利用された契約者等 62人

３．営業店等に寄せられたご意見・ご要望の収集
　2006年６月より「お客様の声システム」を構築し、
代理店および営業店に寄せられたご意見・ご要望につ
いては、受付営業店にてシステムに入力し、お客様サー
ビス部にて集約の上、一元管理を行っています。

４．利用者満足度アンケートの実施
　アンケート用紙にてご意見・ご要望をお寄せいただ
くようご協力をお願いしました。

お申し出ルート 聴取人数

代理店・営業店へご意見等の申出のあった契約者等 241人

アンケート対象者 聴取人数

お客様サービスセンター利用者
（2006年７月、2007年２月実施）

372人
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　お客様の声を踏まえて行った業務改善

　お客様の声を基に、以下の業務改善を行いました。

１．お客様向け各種ご案内の充実・改善
（1）「ご契約内容のお知らせ」の表記内容の改善
 （2006年９月）
　従来「ご契約内容のお知らせ」では未表示であった、
「収入保障特約の最低支払保証期間」の追加表記を行
うとともに、保険金受取人が複数指定されているご契
約については指定人数の追加表記を行うことにより、
より分かりやすい内容に改善しました。
（2）「保険証券送付用封筒」の改定 （2006年12月）
　保険証券送付用封筒の裏面に「各種お手続き・お問
い合わせ窓口」として、お問い合わせ先（本店お客様
サービスセンターのフリーダイヤル・ホームページア
ドレス）、ご利用いただく際のご注意事項などを新た
に表記し、契約内容変更等、弊社への連絡・お問い合
わせ等を希望される際の連絡先がすぐに分かるよう改
定しました。
（3）「保険料お立替のご案内」「保険契約失効のご案内」

のお客様宛て送付時期の変更 （2007年３月）
　保険料の立替・失効の事実を契約者にお知らせする
ことを目的として、従来、立替・失効が発生した翌月
初旬にお客様宛て発送していた「保険料お立替のご案
内」「保険契約失効のご案内」について、より早くお
知らせできるよう発送時期を前倒しし当月中旬に変更
しました。

２．わかりやすさ向上に向けた帳票の改定
（1）「保険証券」の改善
①「保険証券の見方」の
封入 （2006年11月）
　保険証券の表示内容
をわかりやすく説明し
た資料を、保険証券に
同封し郵送することと
しました。

②保険証券の表示内容の改善
・「こども保険」について、保険証券に未表示のため
内容が分かりにくいとのお客様からの要望にお応え
し、祝金受取人・養育年金受取人・死亡受取人、養
育年金額、祝金の金額およびお受取りいただく時期
について新たに表示するよう改定しました。

 （2006年６月）

・収入保障特約の最低保証期間について、表記を「保
証」から「最低支払保証期間」と改め、支払が保証
されている最低の期間である旨が分かりやすい表現
に改定しました。 （2006年６月）
・「解約返戻金表」に関して、契約日を起算日とする
経過年数毎の最終日の解約返戻金を表示しているこ
と、無事故給付金特約が付加されている医療保険で
入院給付を受けられた場合における無事故給付金特
約部分の解約返戻金についてのお取り扱い、および、
こども保険の祝金や生存給付金特約の生存給付金に
ついても解約返戻金が含まれて表示されている旨を
保険証券のご説明に追記することで、誤解を招きに
くい分かりやすい内容に改善しました。
 （2006年６月・2007年３月）
・入院保障などで保障の対象となる方（被保険者）の
範囲の表記を「家族型」から「被保険者の型」と改
め、保障の対象となる家族の範囲について分かりや
すく表記するよう改善しました。 （2007年３月）
・保険証券の解約返戻金表には契約日からの経過年数
ごとに末日時点の解約返戻金の金額を表示していま
すが、低解約返戻金型商品の場合、低解約返戻金期
間満了日の翌日（保険料払込期間満了日の翌日）の
解約返戻金を知りたいというお客様からの要望にお
応えし、当該解約返戻金額を保険証券の解約返戻金
表に追加表示しました。 （2007年４月）

（2）「保険金・給付金お支払いに関するご案内」リーフレッ
トの作成 （2006年８月）

　給付金請求書に、「保険金・給付金お支払いに関す
るご案内」リーフレットを封入し、お支払いできない
事例などを表示することでお客様が保険金・給付金を
請求される際に参照いただけるようにしました。
（3）「保険金・給付金のご請求について」パンフレット

の作成 （2006年11月）
　保険金・給付金のご請求手続きおよび保険金・給付
金をお支払いできる場合とお支払いできない場合を、
わかりやすく解説したパンフレット「保険金・給付金
のご請求について」を作成し、当社営業部・支社及び
業務委託先であるあいおい損保社の営業課支社に配付
して、保険金等を請求されるお客様等にお渡しするな
どの活用をするとともに、同様の内容をホームページ
に掲載し、いつでも参照いただけるようにしました。

　お客様の視点に立った業務改革
　当社では、全社員による「お客様満足度・利便性の
向上」に向けた提言・提案の募集を行い、「お客様の
視点」に立って、すべての業務の見直しに向けた取り
組みを浸透させるとともに、全社員が一体感をもって
業務改革の推進を図っています。
 （2006年度の提案件数：714件）

「保険証券の見方」
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　保険金等支払管理態勢
　保険金・給付金・各種返戻金等（以下「保険金等」
といいます。）のお支払業務は、保険会社の根幹を成
す機能であるとの認識のもと、社外弁護士を交えた保
険金等支払管理委員会の設置による審議・検証態勢の
強化、お客様からのお申出に対する紛争解決・再査定
態勢の構築等、適切な保険金等支払管理態勢の整備・
強化に努めてまいりましたが、今後とも不断の改善に
努めるとともに、苦情・ご要望等のお客様の声を収集
し、業務改善・経営改善に反映させる仕組みを継続強
化してまいります。

（1）保険金等支払管理部門の態勢・機能強化

①保険金等支払管理部門における点検態勢の強化
　2005年９月より、支払漏れチェックシートを作成
し、担当者と決裁者によるダブルチェック態勢を構築
して支払漏れチェックを強化するとともに、チェック
した内容を分析し保険金等支払管理部門で事例研修・
勉強会を行い、支払査定担当者の知識・スキルアップ
を図っております。

②保険金等支払管理部門の要員体制の強化
　事案管理・点検態勢の強化及び、お客様に対する丁
寧な請求勧奨態勢の確保に向け、2006年度年初か
ら個人保険の保険金等支払管理部門である保険金サー
ビスグループの要員体制増強を最優先課題とし、保険
金支払査定経験者の中途採用活動を開始しており、保
険金等支払管理部門の要員体制強化を図ってまいりま
す。

③システムチェック態勢の強化
　システムチェックにより各種特約の支払漏れ警告
メッセージは、担当者のみが端末画面で確認できる仕
様となっていたことから、2006年１月より、これら
メッセージをアウトプット帳票（支払稟議書）に表示
し、決裁者も確認できるよう改善しています。
　更に、支払事案管理・経過管理の強化、支払漏れ
チェック機能の強化に向け、次期保険金システムの開
発をシステム開発課題の最優先事項とし、2008年
度のリリースを目標に2007年４月より具体検討を
行っています。

（2）保険金等支払管理業務に対する事後点検、牽
制機能の強化

①保険金等支払管理部門以外による事後点検態勢の整備
　2005年９月より、上記（１）①の部門内の複数
チェックに加え、保険金等支払管理部門以外のスタッ
フが、不払判断の適切性及びお支払漏れの有無につい
て事後点検することとしています。
　さらに、2007年７月に、上記事後点検機能及び保
険金等支払関係の苦情・紛争解決機能を独立させ、新
たに「保険金支払管理部」を設置し、事後点検、牽制
機能の一層の強化を図っています。

②保険金等支払管理部門に対する内部監査の強化
　2006年度内部監査計画において、保険金等支払管
理部門を最優先部門とし、８月に内部監査を実施する
とともに、その結果を踏まえ、2007年５月に、保険
金等支払管理業務に関する監査実施要領、及び手順書
を作成しました。
　今後とも、保険金等支払管理部門を最重点部門と位
置付け、頻度と深度の高い内部監査を実施してまいり
ます。

（3）保険金等支払に関する規程の整備・見直し

　2005年９月に、保険金等支払に係る職務権限規程
を見直し、部長以下の決裁権限を引き下げ、担当役員・
社長決裁事項を増やすとともに、コンプライアンス部
門との協議事項を明確化しました。
　更に、2006年７月には、基本方針等の重要事項に
ついて、取締役会及び経営会議の協議・報告事項とし
て明確化しました。
　また、2005年10月には、不適切な不払事案の調
査結果を踏まえ、不払判断基準書を整備するとともに、
2006年10月には遅延利息支払規程の見直し、改定
を実施しています。当社におきましては、保険金等支
払管理業務に限らず、「お客様の視点」に立った業務
運営・諸規程の見直しを経営方針の最重要課題として
掲げており、今後とも不断の見直し、改善を図ってま
いります。
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（４）経営陣による検証・関与の強化

①経営会議等への報告
　2005年９月より、保険金等支払・不払状況につき、
四半期毎に経営会議へ報告を行うこととし、経営陣に
よる検証態勢を強化しています。

②保険金等支払管理委員会の設置
　2006年７月に、経営会議の諮問機関として関連役
員・部長及び社外弁護士で構成する「保険金等支払管
理委員会」を設置し、保険金等支払管理に係る重要事
項、及び詐欺無効等の重大事由不払事案の審議を行う
とともに、保険金等支払・不払状況及び保険金等に係
る苦情内容の月例検証を行う態勢を構築しています。

(5) 適切な保険金等支払管理態勢の構築に係る基
本方針の策定

　2006年12月の取締役会において、役職員に対し、
保険金等支払管理業務の重要性を改めて認識させ、取
組みの方針を明確化し周知徹底することを目的に、「適
切な保険金等支払管理態勢の構築に係る基本方針」を
制定しています。

（6）保険金等支払に係る苦情・紛争解決態勢の整備

　2007年１月に、保険金等支払管理部門以外の苦情
対応窓口の設置、社外弁護士による紛争解決体制の構
築、及び苦情・紛争処理規程の制定を行い、苦情・紛
争解決態勢を整備しました。
　苦情対応窓口及び社外弁護士が、再調査・再査定が
必要と判断した事案については、全件保険金等支払管
理委員会で審議の上、経営会議協議・社長決裁事項と
しています。

（7）お客様への説明態勢の整備・強化

保険金等請求書類の見直し・改定
　2006年４月に、お客様がご請求時に必要となる
『保険金・給付金請求書（兼同意書）』を改定し、「ご
請求種類」欄を区分してご請求内容を記入しやすくし
ました。これによりお客様のご請求内容を担当者が確
認しやすくなりました。
　また、『入院・手術証明書（診断書）』の「手術の種
類」欄に見落としやすい手術の種類を細分化して記載
し、医師が記入しやすくしました。これにより担当者
が手術内容を見落としにくくなりました。

＜保険金・給付金のお支払＞
お客様サービス部

保険金サービスグループ

＜苦情対応窓口＞
　保険金支払管理部

お   

客   

様 

社外弁護士

保険金等のご請求

保険金等不払のご説明

苦情、異議のお申し出

ご相談、ご説明

ご相談、ご説明

【苦情･紛争解決体制の仕組み】

取
締
役
会

（
社
外
弁
護
士
・
本
店
関
連
部
長
に
よ
り
構
成
）

保
険
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委
員
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経
営
会
議

報告

相談
取次

再査定
助言

再査定
審議依頼

＜苦情受付窓口＞
お客様相談センター
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　保険金 ･給付金のご請求手続き

　保険金 ･給付金のお支払状況
１．お支払件数

２．お支払いできなかった件数及び内訳

お支払内容
個人保険 団体保険

2005年度 2006年度 2005年度 2006年度

保険金（死亡・高度障害等） 406 433 27,704 25,843

給付金（入院 ･手術等） 9,835 10,894 211 146

合　　　　　計 10,241 11,327 27,915 25,989

※件数は給付種類単位による集計件数

お支払い非該当判断事由
個人保険 団体保険

2005年度 2006年度 2005年度 2006年度

１．詐欺無効 0 0 0 0

２．不法取得目的無効 0 0 0 0

３．告知義務違反解除 45 45 0 2

４．重大事由解除 0 0 0 0

５．免責事由該当 19 18 3 3

６．支払事由非該当 64 49 1 1

７．その他 1 1 0 0

合　　　　　計 129 113 4 6

※件数はご契約単位による集計件数

1

3

2

4

5

お手元に保険証券をご用意いただき、
取扱代理店またはお客様サービスセンター（0120-568-390）へ

保険請求についてお申し出ください。

保険金・給付金のご請求に必要な書類を
お届けいたします。

所定の書類に必要事項をご記入いただくとともに
診断書などをご準備いただき、当社へご提出ください。

当社にてご提出いただいた書類の内容を
拝見いたします。

ご契約の約款の内容にしたがい、
保険金・給付金をお支払いいたします。

お支払いにあたっては、
ご指定の口座へ送金させていただくとともに、

お支払いのご案内（お支払い内容の明細）を郵送いたします。

◆診断書や戸籍謄本など、ご請求に必要な書類の発行にかかる
　費用は、お客さまのご負担となります。
◆ご提出いただいた書類の内容を拝見した結果、あらためて他の書
　類のご提出をお願いすることもございますのでご了承ください。

◆請求書類の不足や記載内容に不明な点がなく、事実の確認【注】
　を要さない場合には、当社（本社）に書類が到着後、５営業日以内
　にお支払いいたします。請求書類の不足や記載内容に不明な点
　がある場合には、当社からご連絡をさしあげます。
【注】
治療の経過・内容、障害の状況、事故の状況などについて、事実の確認（医療
機関への確認も含みます）をさせていただく場合もございます。この場合、
事前にご連絡のうえ、当社委託の確認会社の担当者がお伺いいたします。
事実の確認は迅速に実施いたしますが、確認先のご都合や事故原因の調査
などによって日数を要する場合がございますのでご了承ください。

◆ご契約の約款の規定により保険金・給付金をお支払いできない
　場合もございます。
　その場合、お支払いできない理由を書面にてご説明いたします。

ご参考

指定代理請求人からのご請求について
被保険者が受取人となる保険金・給付金で、被保険者ご本人がご請求で
きない特別な事情があるときは、指定代理請求人によるご請求ができる
ことがあります。指定代理請求人によるご請求ができるのは、約款に規
定がある場合です。詳しくは「ご契約のしおり・約款」をご参照ください。

ご請求書類のご用意について

ご請求書類をご提出いただいた後
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　当社は、あいおい保険グループの一員として社会貢
献活動に参画しています。あいおい保険グループでは、
社名ロゴの「IOI」にちなんで、毎年10月1日を「あ
いおいの日」、10月を「あいおいの月」として、クリー
ンアップ（地域清掃）活動や、チャリティー活動、献血・
骨髄ドナー登録など、地域に根ざしたボランティア活
動を推進しています。

　2006年10月は、本店では、恒例となった代々木
公園（東京都渋谷区）のクリーンアップ活動、献血・
骨髄ドナー登録会に参加しました。また、空港などの
公共施設を中心に設備がすすむ「AED（自動対外式
除細動器）」講習会に参加し、使用方法を学びました。
　全国の営業部においても、清掃活動、献血活動など
に参加し、地域に根ざしたボランティア活動を通じて、
社会に貢献できる喜びを社員・家族のみんなで共有す
ることができました。会社としても、こうした社員の
取り組みに対し、活動資金の支援や振替休日の付与な
ど、参加しやすい環境づくりをサポートしています。

　また、あいおい保険グループでは、社員1人ひとり
が手軽に参加できる募金制度として任意団体「ゆにぞ
ん募金」を設立し、趣旨に賛同した有志社員の気持ち
を、日本補助犬協会、明美ちゃん基金、日本赤十字社、
日本ユニセフ協会、日本交通遺児育成基金、骨髄移植
推進財団、日本環境教育フォーラム、日本点字図書館、
結核予防会、オイスカ（途上国の環境保護教育支援）、
中央共同募金会に寄贈しています。2005年度よりは
じめた「まごコロ」ポストは、収集した使用済みのプ
リペイドカード・切手を㈶ジョイセフ（家族計画国際
協力財団）を通じて発展途上国に寄贈しています。

代々木公園クリーンアップ活動

献血・骨髄ドナー登録会

熊野古道ボランティア



43　あいおい生命 business report 2007

環
境
保
全
の
取
り
組
み

環境保全の取り組み環境保全の取り組み

　環境方針

1.　基本理念
　あいおい保険グループは、企業理念に掲げる「共
感・共創・共生」の精神の下に、人類と自然の調和
ある地球環境づくりを目指し、事業活動のあらゆる
分野において環境に配慮した行動と、地域に密着し
た環境保全に継続的に取り組みます。

2.　環境行動指針

　1.  私たちは、保険商品・関連サービスその他あ
らゆる事業活動において地球環境の保全に資
する取り組みを推進します。

　2.  私たちは、事業活動において省エネルギー・
省資源を推進するとともに環境汚染の未然防
止に努めます。

　3.  私たちは、環境保全への目標を設定し、定期
的な評価と見直しを行う中で、継続的・持続
的な改善に取り組みます。

　4.  私たちは、環境関連法規制および当社が同意
した環境保全に資する各種取決めを遵守しま
す。

　5.  私たちは、環境保全への啓蒙・啓発と、地域
社会への貢献に努めます。

　環境マネジメントシステムの取り組み
　当社は2005年4月より、紙、ゴミ、電気の削減取
組みを推進し、本店（あいおい損保別館ビル内）にお
いて、ISO14001の認証を同年９月に取得しました。
　紙は、日々使用するOA紙の使用量の削減と再生紙
利用の促進を、ゴミは、分別ルールの徹底を通じて再
資源化の促進を、電気は、こまめな消灯と空調設定温
度の管理の徹底を図り、改善することができました。
　本店のフロア毎に実行委員を選定し、職場毎に適し
た手法を模索しながら取り組むことにより、社員1人
ひとりの環境意識も高まり、着実に成果を残すことが
できました。環境省が推進する「チーム・マイナス6％」
に参画する企業として、クールビズ、ウォームビズに
取り組むことは、電気使用量の抑制に大いに寄与して
います。
　環境取り組みは終わりのない取り組みです。環境に
やさしい会社であり続けられるよう、これからも紙、
ゴミ、電気の削減はもとより、本業に係わる取り組み
課題を掲げ、積極的に挑戦してまいります。
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　事業環境について
　2006年度のわが国経済は、海外経済の拡大を背
景に輸出や生産が増加を続け、企業収益が高水準で
推移する中、設備投資も引き続き増加し、又、雇用
者所得の緩やかな増加を背景に個人消費も底堅く推
移するなど、内外需がともに増加を続け、緩やかな
拡大傾向が続いております。

　生命保険業界におきましては、底堅い株式市場や
日銀のゼロ金利解除に伴う市場金利の上昇で、保有
株式の配当収入や国内債券の利息収入が増加し、本
業のもうけを示す基礎利益は、前年度を上回る見通
しにあります。一方、少子高齢化等により主力商品
である死亡保障保険離れが進み、また、成長分野と
されてきた第３分野商品が、販売競争の激化や需要
の一巡などによって一時期の好調さに陰りが現れ、
保険料収入は減少傾向にあり、生命保険会社の将来
利益の源泉となる保有契約高も、９年連続で対前年
マイナスとなる見込みで、依然として厳しい状況が
続いております。

　このような厳しい環境の下、当社は全国14営業
部・２支社と、8,607店（３月末）の代理店と共に、
お客様ニーズに対応した商品の提供を行い、保有契
約高純増による収益基盤の拡充に努めてまいりまし
た。

　販売面について
　販売体制面では、代理店への販売指導強化策とし
て2001年度より投入した代理店指導員（名称：推
進マネジャー）を３月末で86名体制として、意欲
ある代理店に対して体系的な研修と実践的な日常指
導を通じ、コンサルティング能力の向上に努め、お
客様のライフサイクルに合わせた保障プランの販売
推進を図るとともに、当社の上位資格ランク代理店
（Ｅ・Ｓ・Ａランク）の育成・増強に努めてまいり
ました。

　商品面について
　商品面では、2006年６月には市場金利の変化に
対応し、無診査・無告知で手続きが簡単な一時払専
用の「あいおい一時払終身保険　ドリームワン」を
発売し、2006年10月には、当社の主力商品であ
る一生涯の保障を安全かつ合理的に準備できる低解
約返戻金特則付積立利率変動型終身保険「スーパー
終身プレミアム」と遺族保障（収入保障）と医療保

障の２つのニーズに合理的に対応可能な「新収入保
障保険　ジャストワン」を改定して、各々「新スー
パー終身プレミアム」、「ジャストワンα」とし、３
大疾病に対する重点保障や無解約返戻金化による保
険料の低廉化等を行うなど、社会環境の変化やお客
様のニーズを的確に捉えた商品の提供に努めてまい
りました。

　その結果、個人保険・個人年金保険の保有契約
高は４兆6,570億円（対前年度3,434億円 8.0％
増）、団体保険を含めた保有契約高につきましては
６兆2,334億円 ( 同6,485億円11.6%増 ) となり
ました。

　サービス面について
　サービス面では、お客様から直接お電話にて住所
変更等の各種手続きを受け付ける「変更手続ダイレ
クトサービス」や、ホームページで24時間365日
受け付ける「変更手続ウェブサービス」を行なうな
ど、お客様の利便性の向上を図ってまいりました。

　資産運用面について
　資産運用面では、国内長期金利は一時期上昇する
も原油価格の急騰等により、前年度末水準まで低下
するなど、変動の激しい運用環境の下、生命保険事
業の社会性と公共性、保障の長期性を踏まえて、収
益性、流動性も十分考慮しながら安全で確実な資産
運用に心がけ、信用度の高い国内公社債を中心に運
用を行ってまいりました。
　また、運用資産残高の順調な拡大に合わせ、安全
性の原則や内部牽制機能を重視する観点から、ＡＬ
Ｍ及び実効性あるリスク管理態勢の強化・充実を進
めております。

　2007年度に向けて
　生命保険業界においては、依然として厳しい事業
環境が続く中、各社ともより一層の経営効率化を進
めるとともに、新商品投入・サービス向上などの面
で競争がさらに激化することが予想されます。
　また、少子高齢化の進行に伴う社会保障制度への
不安感から、自助努力の手段として生命保険の役割
が益々重要となる中で、お客様からの保険会社選別
基準は一段と厳しいものとなってきております。個
人情報保護を始めとする法令等遵守や企業情報開示
の充実による健全性・透明性の向上はもとより、財
務基盤の一層の強化に加えて、お客様ニーズを迅
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速・的確に経営に反映する仕組みの構築、ＣＳＲを
踏まえた経営の推進など、お客様満足度の向上に向
けて、一段と高い水準の経営品質が求められてまい
ります。

　このような環境の中、当社は、「お客様の視点」
を全ての基軸に置いた新たな中期３ヵ年計画（以下
「新中期経営計画」）を2006年度からスタートさ
せ、「お客様第一」を行動の原点とする企業理念に
基づき、コンプライアンスとリスク管理を徹底しつ
つ、新中期経営計画の目標達成に向けた道筋を、よ
り確固たるものとするため、あいおい損害保険株式
会社との連携を強化し、業務品質の向上とお客様
ニーズを的確に捉えた商品・サービスの提供により、
お客様満足度・利便性を高めていくことに全力を傾
注してまいります。

○販売面について
　販売体制面では、代理店を直接指導・支援する進
マネジャー100名体制を早期に実現するとともに、
お客様の視点で生命保険販売の基本に立ち返り、「生
命保険を正しく理解し、正しく販売できる代理店の
育成」を基本理念とした研修体系の構築により、コ
ンサルティング力の一層の強化と、お客様ニーズに
対応した商品を適正・適切に提供できる販売網の構
築を行ってまいります。

○商品面について
　商品面では、保障機能の充実と併せて、合理的な
保険料を追求するなど、お客様のニーズに幅広く対
応出来るよう、商品開発に努めてまいります。

○サービス面について
　サービス面では、「変更手続ダイレクトサービス」
「変更手続ウェブサービス」を積極推進していくと
ともに、お客様からの相談に直接対応するお客様
サービスセンターやホームページ機能の整備充実を
図ることで、より一層お客様の身近な存在となるよ
う努力してまいります。
　また、保険金等のお支払い業務は保険会社の根幹
を成す機能であるとの認識の下、社外弁護士を交え
た保険金等支払管理委員会の設置による審議・検証
態勢の強化、お客様からのお申し出に対する紛争解
決・再査定態勢の構築等、適切な保険金等支払管理
態勢の整備・強化に努めてまいりましたが、今後と
も不断の改善に努めるとともに、苦情・ご要望等の

お客様の声を収集し、業務改善・経営改善に反映さ
せる取り組みを継続強化してまいります。

　2007年度を新中期経営計画の中間年度として、
あいおい生命の次代に向けた「確固たる基盤作りの
年」と位置付けて、全社一丸となってお客様ニーズ
を迅速かつ鋭敏に感じ取り、経営改善に結びつける
と共に、経営の健全性、透明性向上に努め、お客様
から真に信頼され選ばれ続ける生命保険会社を目指
して取り組んでまいります。
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トピックス　2006年－2007年トピックス　2006年－2007年

　企業スローガンを策定
　開業10周年を機に、社名の「あいおい」に掛ける
とともに、社員一人ひとりがお客様の “愛する想い”
を大切にしてサポートしつづけるという意思と基本
姿勢をハートに表現して、以下の企業スローガンを
2006年４月に策定しました。
　＊「 」（あいおい）の部分には、ロゴマークと同様
にコーポレートカラーである情熱と暖かな関係性を表すレッド
と、知性および先進性を表すブルーを使用しました。

　「あいおい一時払終身保険“ドリームワン”」
　を発売
　積立利率変動型の一時払終身保険『あいおい一時払
終身保険 “ドリームワン”』を2006年６月より発売
しました。本商品は、市場金利の変化に対応し、無診
査・無告知で手続きが簡単な一時払専用の終身保険で
す。なお、死亡保険金は契約時に定めた基本保険金額
（一時払保険料）が最低保証されます。

　開業10周年を記念した新商品を発売
　開業10周年を記念して、主力商品である一生涯の
保障を安全かつ合理的に準備できる低解約返戻金特則
付積立利率変動型終身保険「スーパー終身プレミアム」
と遺族保障（収入保障）と医療保障の２つのニーズに
合理的に対応可能な「新収入保障保険ジャストワン」
を改定して、新たに『新スーパー終身プレミアム』、
『ジャストワンα』を2006年10月より発売しまし
た。この２つの商品は、３大疾病に対する重点保障や
無解約返戻金化による保険料の低廉化等を実現しまし
た。

　ホームページのトップページをリニュー
　アル
　利用者にとって「見やすさ」、「使いやすさ」、「分り
やすさ」を重視して、2006年10月にホームページ
のトップページをリニューアルしました。リニューア
ルにあたっては、お探しの情報に速く到達できるよう
にアイコンの設置等レイアウトの見直しや、デザイン
を刷新し見やすくしました。
　ホームページでは、お客様から住所変更等の各種お
手続きを受け付けする「変更手続ウェブサービス」な
ど利便性のあるサービスのご提供や、保険金・給付金
のご請求手続きおよび保険金・給付金をお支払いでき
る場合とお支払いできない場合の具体的な事例など、
お客様にとって大切な情報をご紹介しています。
ホームページアドレス http:www.ioi-life.co.jp

　「若者の保険 “カイロス ”」を発売
　積立利率変動型終身保険をベースとした男性向け専
用商品『若者の保険 “カイロス”』を2007年４月よ
り発売しました。本商品は、割安な保険料で将来の金
利変動にも対応できる「低解約返戻金特則付積立利率
変動型終身保険」を主契約とし、終身保障タイプの「疾
病入院特約（01）」「災害入院特約（01）」、80歳ま
での「交通災害割増特約」、「特定疾病保険料払込免除
特約」をセットしたプランです。なお、当社では積立
利率変動型終身保険をベースとした女性向け専用商品
『女性のための保険 “カルナ”』（2005年10月発売）
など、お客様のニーズに合わせて商品ラインナップを
拡充しています。
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年月日 増資額 増資後資本金 摘　　要

平成13年3月2日 5,000百万円 15,000百万円

平成13年4月1日 10,000百万円 25,000百万円 合併による資本金の増加

発行する株式の総数 2,000　千株

発行済株式の総数 　500　千株

当 期 末 株 主 数 　　 1　　名

1．会社の沿革
　　　P.22をご覧ください。

２．経営の組織
　　　P.23をご覧ください。

３．店舗網一覧（営業拠点）
　　　P.24をご覧ください。

４．資本金の推移

 
５．株式の総数
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6．株式の状況

7．主要株主の状況

（２）大　株　主

※5で記載のとおり株主は1名であります。

（１）種　類　等

発
行
済
株
式

種　類 発行数 摘　要

普通株式 500千株 株券不発行

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況 当社の大株主への出資状況
持株数 持株比率 持株数 持株比率

あいおい損害保険
株式会社

 千株

500
 ％

100
 千株

0
 ％

0

名　称 主たる営業所又は事務所の所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容 設立年月日
株式等の総数等
に占める所有株
式等の割合

あいおい損害保険
株式会社

東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号  百万円

100,005
損害保険業 大正7年6月30日 100％
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8. 役員の状況
（１）取締役及び監査役

役 職 名 氏 名
（生年月日） 　　　　　　　　　　　　　略　　　　　歴　　　 　(　)は委嘱事項 担 当

取締役社長
( 代表取締役 )

窪
くぼ た

田　泰
やす

彦
ひこ

( 昭和22年6月8日生 )

昭和46年 3月
昭和46年 4月
平成 6年 6月
平成 7年 6月
平成 9年 6月
平成12年 4月
平成13年 4月

平成13年10月

平成14年 7月
平成14年 8月
平成19年 6月

関西学院大学法学部卒業
大東京火災海上保険株式会社入社
同社取締役（営業推進部長兼シルバーサービス開発室長）
同社取締役（千葉営業本部長）
同社常務取締役
同社代表取締役専務取締役（営業推進副本部長）
あいおい損害保険株式会社
代表取締役副社長（営業推進本部長）
同社代表取締役副社長 ( 営業推進本部長兼クォリティライ
フ事業本部長 )
同社代表取締役副社長（東京営業本部長）
同社代表取締役副社長（東京営業本部長兼首都圏戦略室長）
当社取締役社長〔代表取締役〕

業務監査部

専務取締役
( 代表取締役 )

近
こん

藤
どう

　善
よし

昭
あき

( 昭和24年2月26日生 )

昭和46年 3月
昭和46年 4月
平成14年 2月

平成14年 4月
平成16年 4月
平成16年 6月
平成18年 6月
平成18年 7月

北九州大学商学部卒業
大東京火災海上保険株式会社入社
あいおい損害保険株式会社
執行役員（中国・四国営業本部長兼広島支店長）
同社執行役員（中国営業本部長）
同社常務執行役員　(東北営業本部長 )
同社上席常務役員（東北営業本部長）
当社取締役〔非常勤〕
当社専務取締役〔代表取締役〕（営業本部長）

（管掌）
本店各部

常務取締役 長
ちょうだ

田　薫
かおる

( 昭和25年10月13日生 )

昭和48年 3月
昭和48年 4月
平成16年 4月

平成16年 6月
平成18年 6月
平成18年 7月
平成19年 4月

明治大学法学部卒業
千代田火災海上保険株式会社入社　　　　　　　
あいおい損害保険株式会社　
執行役員（四国営業本部長）
同社常務役員（四国営業本部長）
当社取締役〔非常勤〕
当社常務取締役（営業本部副本部長）
当社常務取締役（営業本部副本部長兼中部営業部長）

取 締 役 渡
わたなべ

辺　豊
ゆたか

( 昭和27年6月22日生 )

昭和51年 3月
昭和51年 4月
平成19年 6月

埼玉大学経済学部卒業
大東京火災海上保険株式会社入社
当社取締役

商品部
団体保険部

取 締 役
(非常勤 )

永
ながすえ

末　裕
ひろあき

明
(昭和26年4月9日生 )

昭和50年 3月
昭和50年 4月
平成13年 4月

平成14年 2月
平成14年 4月
平成14年11月
平成15年 4月
平成16年 4月
平成16年 6月
平成17年 4月
平成18年 7月
平成19年 7月

平成19年 6月

神戸商科大学商経学部卒業
大東京火災海上保険株式会社入社
あいおい損害保険株式会社
執行役員（九州営業本部長）
同社執行役員（営業統括部長）
同社執行役員（営業推進部長）
同社執行役員（営業推進部長兼営業研修部長）
同社執行役員（埼玉営業本部長）
同社執行役員（近畿営業本部長兼近畿戦略室長）
同社常務役員（近畿営業本部長兼近畿戦略室長）
同社常務役員（近畿本部長）
同社上席常務役員（近畿本部長）
同社専務取締役（営業開発部長兼首都圏戦略室長）

当社取締役〔非常勤〕
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役 職 名 氏 名
（生年月日） 　　　　　　　　　　　　　略　　　　　歴　　　 　(　)は委嘱事項 担 当

常勤監査役 山
やました

下　弘
ひろ

生
お

( 昭和22年1月3日生 )

昭和46年 3月
昭和49年 4月
平成14年 4月
平成16年 4月
平成16年 6月

慶應義塾大学経済学部卒業
大東京火災海上保険株式会社入社
あいおい損害保険株式会社執行役員
当社顧問
当社常勤監査役

監 査 役 岡
おかむら

村　一
はじめ

( 昭和21年10月22日生 )

昭和46年 3月
昭和46年 4月
平成15年 4月
平成18年 6月

早稲田大学法学部卒業
千代田火災海上保険株式会社入社
株式会社あいおい事務サービス監査役
当社監査役

監 査 役 田
た

邨
むら

　正
まさよし

義
(昭和11年9月9日生 )

昭和35年 3月
昭和37年
昭和46年
平成 6年
平成 8年
平成13年 4月

中央大学法学部卒業
司法修習終了
最高裁判所民事規則制定諮問委員会委員
日本弁護士連合会綱紀委員会委員長
千代田火災エビス生命保険株式会社監査役
当社監査役　

（注１）取締役　永末裕明は、会社法第２条第15号に定める社外取締役です。
（注２）監査役　岡村　一、田邨正義は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。

（２）執行役員

役 職 名 氏 名
（生年月日） 　　　　　　　　　　　　　略　　　　　歴　　　 　(　) は委嘱事項 担 当

執 行 役 員
道
みちいえ

家　謙
けんたろう

太郎
(昭和22年9月14日生 )

昭和46年 3月
昭和46年 4月
平成12年 6月
平成13年 4月

平成14年 4月
平成16年 4月
平成17年 4月
平成18年 6月

立教大学法学部卒業
千代田火災海上保険株式会社入社
同社執行役員（ディーラー営業推進部長）
あいおい損害保険株式会社執行役員　
（東京自動車営業第一部長、首都圏ディーラー営業本部副
本部長）
株式会社安心ダイヤル常務執行役員
当社執行役員
当社執行役員（営業本部長付部長）　　　　　　
当社執行役員（営業企画部担当部長）

執 行 役 員 谷
や も お か

茂岡　泉
いずみ

( 昭和27年8月4日生 )

昭和51年 3月
昭和51年 4月
平成15年 4月
平成16年 4月

明治大学商学部卒業
大東京火災海上保険株式会社入社
当社営業企画部長
当社執行役員（営業企画部長）

営業企画部
市場開発部
営業研修部
商品部(副担当)
団体保険部（副
担当）

執 行 役 員 野
の み や ま

見山　俊
としあき

明
(昭和23年2月8日生 )

昭和45年 3月
昭和45年 4月
平成15年 4月
平成17年 6月
平成18年 7月
平成19年 4月

早稲田大学第一政治経済学部卒業
大東京火災海上保険株式会社入社
当社千葉営業部長
当社執行役員（千葉営業部長）
当社執行役員（業務統括部長）
当社執行役員（コンプライアンス ･リスク統括部長）

コンプライアンス･リスク
統括部
保険金支払管理部
業務監査部（副担当）

執 行 役 員 原
はら

　賢
まさる

( 昭和25年5月4日生 )

昭和49年 3月
昭和49年 4月
平成17年 4月
平成18年 6月
平成19年 4月

明治大学法学部卒業
千代田火災海上保険株式会社入社
当社中部営業部長
当社執行役員（中部営業部長）
当社執行役員（業務統括部長）

業務統括部
契約業務部
システム開発部

執 行 役 員 平
ひらの

野　幹
みき と

人
(昭和34年12月8日生 )

昭和57年 3月
昭和57年 4月
平成17年 4月
平成18年 6月

早稲田大学法学部卒業
千代田火災海上保険株式会社入社
当社企画部長
当社執行役員（企画部長）

企画部
人事・総務部
経理・財務部
お客様サービス部

執 行 役 員 高
たかぎ

木　幹
みきお  

夫
(昭和24年8月25日生 )

昭和48年 3月
昭和48年 4月
平成18年 7月
平成19年 7月

立教大学経済学部卒業
千代田火災海上保険株式会社入社
当社市場開発部長
当社執行役員（近畿・北陸営業部長）
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９．従業員の在籍・採用状況

区　分
17年度末
在籍数

18年度末
在籍数

17年度
採用数

18年度
採用数

18年度末

平均年齢 平均勤続年数

内勤職員 　392名 　412名 　37名 　45名 　43.1歳 　4.6年

（男　子） （257） （270） （12） （24） （47.4） （4.3）

（女　子） （135） （142） （25） （21） （34.7） （5.4）

（総合職） （252） （265） （10） （21） （46.5） （4.3）

（一般職） （130） （136） （25） （21） （34.5） （5.4）

（特別嘱託） （ 10） （ 11） （ 2） （ 3） （63.0） （2.7）

営業職員 　58 　69  20  16 43.3 2.4

（男　子） （ 58） （ 68） （20） （15） （43.3） （2.5）

（女　子） － （  1） － （ 1） （45.0） （0.9）

10．平均給与（内勤職員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

区　分 18年3月 19年3月
内勤職員 533 520

（注）平均給与月額は19年3月中の税込定例給与であり、賞与及び時間外手当は含みません。

11．平均給与（営業職員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

区　分 18年3月 19年3月
営業職員 671 544

（注）平均給与月額は19年3月中の税込定例給与であり、賞与及び時間外手当は含みません。
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Ⅱ. 保険会社の主要な業務の内容Ⅱ. 保険会社の主要な業務の内容

１．主要な業務の内容
　１．保険の引受け及び資産の運用

　個人保険、個人年金保険、団体保険および団体
年金の引受けならびに約款に基づく保険金・給付
金の支払いを行うとともに、国内公社債を中心と
する資産の運用を行っています。

　２．業務の代理・事務の代行業務
　当該業務は行っていません。
　なお、あいおい損害保険株式会社との間で「業
務の代理又は事務の代行委託契約」を締結し、業
務委託をしています。

　３．国債等の窓口販売業務
　当該業務は行っていません。

２．経営方針（めざす企業像）
　P. 9 をご覧ください。
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１．事業の概況
　　　　P. 44～ P. 45をご覧ください。

２．契約者懇談会開催の概況
　　　　－ 該当ありません。－

３．相談（照会、苦情）の件数
　　　　P. 36をご覧ください。

４．ご契約者に対する情報提供の実態
　　　　P. 30～ P. 31をご覧ください。

５．商品に対する情報及びデメリット情報の提供の方法
　　　　P. 32～ P. 33をご覧ください。

６．代理店・社員に対する教育・研修の概略
　　　　P. 26をご覧ください。
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7.　新規商品開発の状況
　当社は、設立以来「お客様を中心とした生命保険販
売」を基本的なコンセプトに「魅力ある商品」の開発
に取り組んでおります。最近発売となった新商品をご
紹介させていただきます。

（1）  『あいおい一時払終身保険「ドリームワン」』
 （2006年6月発売）

　資産形成用の商品として、市場金利の変化に対応で
きる仕組みをもった『あいおい一時払終身保険「ドリー
ムワン」』（積立利率変動型一時払終身保険）を発売い
たしました。
　この商品は、一生涯にわたって死亡保障が継続し、
かつ、死亡保険金は契約時に定めた基本保険金額（＝
一時払保険料）が最低保証されます。また、積立利率
は日本国国債の流通利回りに応じ月2回（1日・16日）
設定され、契約後は10年ごとの年単位の契約応当日
ごとに積立利率を見直して、積立金を増加させます。
なお、80歳までの方なら無診査・無告知で簡単にご
加入いただけます。
　これにより、一生涯の死亡保障をベースとしたお客
様の資産形成ニーズにお応えすることができるように
なりました。

（2）  『新スーパー終身プレミアム』『ジャスト
ワンα』 （2006年10月発売）

　主力商品である「スーパー終身プレミアム」「ジャ
ストワン」それぞれに新しい機能を充実させ、『新スー
パー終身プレミアム』（積立利率変動型終身保険）お
よび『ジャストワンα』（新収入保障保険）として同
時発売いたしました。
　この二つの商品は、収入保障部分を改定し、三大疾
病（がん・急性心筋梗塞・脳卒中）で所定の状態になっ
た場合に特定疾病診断給付金をお支払いする「特定疾
病診断給付金」を新設するとともに、「新収入保障保険」
および「（優良体）収入保障特約」について「解約返
戻金のない保険契約（特約）に関する特則」を新設し、
従来よりも割安な保険料でご加入いただけるようにな
りました。
　これにより、三大疾病（がん・急性心筋梗塞・脳卒
中）に対する重点保障や無解約返戻金化による保険料
の低廉化等を実現いたしました。

（3）保険料の改定等 （2007年4月改定）

　標準生命表の改定に伴い、生命保険商品の保険料を

改定いたしました。この改定により、定期保険等の死
亡保障保険については概ね保険料が引き下げられ、養
老保険、個人年金保険（確定年金型）は現行とほぼ同
水準となり、個人年金保険（終身年金型）は保険料が
引き上げとなりました。また、改定後の標準生命表の
適用により疾病入院関係の保険料は引き上げとなると
ころ、当社では疾病入院を中心に発生率等の見直しを
行い、疾病入院特約（01）は現行とほぼ同水準に維
持することといたしました。
　また同時に、指定代理請求人特約を新設いたしまし
た。この特約により、保険金等（高度障害保険金等）
の受取人である被保険者が、保険金等を請求できない
特別な事情があるときに、保険金等の受取人に代わり、
あらかじめ指定された指定代理請求人が請求すること
ができるようになりました。

（4）  『若者の保険 “カイロス”』
 （2007年4月発売）

　男性若年層向けの商品として、一生涯の保障を確保
できる「積立利率変動型終身保険」に、ご自身を守る
為の「医療特約」と万一の為の「交通災害割増特約」
をセットした『若者の保険 “カイロス”』を発売いた
しました。
　この商品は、一生涯にわたって死亡（高度障害）・
医療保障が継続し、かつ、主契約の「積立利率変動型
終身保険」においては、金利上昇時に保険金額の増加
が期待できます。また、交通事故による死亡・高度障
害時には主契約の基本保険金額の３倍を追加保障いた
します。さらに、三大疾病で所定の状態になった場合
には、以後の保険料が免除されます。加えて、解約返
戻金を抑えることで、お客様の保険料負担も軽減いた
しました。
　これにより、男性若年層のニーズにお応えすること
ができるようになりました。
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8. 主要保険商品一覧（保険種類の説明）
（1）個人保険・個人年金保険
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（2）付加する特約のいろいろ（個人保険・個人年金保険）
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（3）主契約と付加できる特約一覧表（個人保険、個人年金保険）
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プラン 対応する保険 特　　　　　長

万一の場合
の生活保障
プラン

総合福祉団体定期保険 団体（企業）の保険料負担により、所属員（役員・従業員等）
の万一の場合を保障する保険期間1年の団体保険で、団体（企
業）の弔慰金制度や死亡退職金制度の裏づけとしてご利用いた
だいています。

無配当総合福祉団体定期保険 従来の総合福祉団体定期保険の保障はそのままで、配当金をな
くすことで、より割安な保険料でご加入いただける当社独自の
商品です。

団 体 定 期 保 険 所属員（役員・従業員等）の方々の中から希望者を募り、自ら
の保険料負担により、万一の場合を保障する保険期間1年の
団体保険です。

病気やケガの
入院に対する
保障プラン

医療保障保険（団体型） 企業・団体に所属する方々が病気やけがで入院した場合に、
公的医療保険の自己負担分を補完すること等を目的とした保
険期間1年の団体向けの保険です。

貸付残高等
に対する
保障プラン

団 体 信 用 生 命 保 険
（主契約）

住宅ローン等の債権者である信用供与機関（金融機関等）が、
ローン利用者の万一の場合の債権保全を図るための保険です。

団 体 信 用 生 命 保 険
（がん診断給付金特約）
（急性心筋梗塞・脳卒中

診断給付金特約)

万一の保障（主契約）に加えて「生まれてはじめてがんに罹患
したとき」に保障するがん診断給付金特約や「急性心筋梗塞あ
るいは脳卒中により所定の状態になられたとき」に保障する急
性心筋梗塞・脳卒中診断給付金特約を付加することで三大疾病
保障つきの団体信用生命保険もご利用いただけます。

（4）団体保険・団体年金保険
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Ⅲ．直近事業年度における事業の概況Ⅲ．直近事業年度における事業の概況

【コンピューターネットワーク概略図】

端末

端末

プリンタ

プリンタ

あいおい損保
営業店（約５２０カ所）
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営業部（１４カ所）
支社（２カ所）

端末 プリンタ

生保代理店

対外接続
インターネット
各種ＶＡＮ

資産運用
各種情報提供
システム

（大和総研等）

外部専用システム

認証サーバ

通信サーバ

コールセンター用サーバ 生保ホストコンピュータ

認証サーバ

専用端末プリンタ

（資産運用）

（本店内コールセンター）
高速プリンタ イメージ査定端末プリンタ オンライン端末

コールセンター端末 コールセンター端末 プリンタ

あいおい生命
本店（東京都）

あいおい損保
ネットワーク

横浜センターさがみ野センター

大阪センター

(業務部署)

専用端末

（2007年４月１日現在）

９．情報システムに関する状況
　当社におけるコンピュータの使用状況につきまして
は、正確かつ安全な生命保険契約管理を実現すること
に主眼をおき、ホストコンピュータを横浜センター（神
奈川県横浜市）に、またコールセンターシステムをさ
がみ野センター（神奈川県座間市）に設置し、基幹及
びお客様サービスシステムの開発並びに運用を行って
います。
　また、災害時対策として大阪センター（大阪府茨木
市）にデータを定期保管しています。

　事務処理業務に関しましては、集中処理方式により
効率化を図っており、本店（東京都渋谷区）にてオン
ライン端末やイメージ査定用端末、コールセンター用
端末を設置して業務を行っています。更に、全国16
カ所の営業部・支社と、事務の一部を代行しているあ
いおい損保の営業店に対して、オンラインによる契約
内容照会や保険設計書作成等の機能を提供していま
す。

　また、資産運用業務におきましては外部の専用シス
テム（大和総研等）を利用することで、安全性の確保、
環境変化への迅速な対応を可能にして、お預かりして
いる資産の効率的な運用を実現しています。

　営業推進・販売支援業務に関しましては、代理店を
通したきめ細かな商品設計・ライフプランニングをご
提供していくために、パソコンを利用した「ＡＬＰ
Ｓ」（アルプス）を開発し展開しています。また一部
の代理店からは、ＶＡＮやインターネット経由でコン
ピュータセンターに接続し、保険設計書の作成・各種
照会業務といったサービスを提供しています。

　これらのシステムに対しましては、お客様情報・契
約関連データ保護のための暗号化や、システム利用に
際しての認証（ＩＤ／パスワード運用、指紋認証）、
業務単位でのアクセス権の設定等、様々なセキュリ
ティ強化対策を実施しています。また、安全・健全な
システム利用環境が維持できるよう、管理・監視面を
充実させ、利用状況情報の収集・分析を行っています。
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１0．公共福祉活動、厚生事業団活動の概況
　　　　P. 42をご覧ください。
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Ⅳ. 直近5事業年度における主要な業務の状況を示す指標Ⅳ. 直近5事業年度における主要な業務の状況を示す指標

　　（単位：百万円）

項　　　　目 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

経 常 収 益 62,995 63,148 67,420 77,429 89,048

経 常 利 益 2,225 1,246 1,001 1,311 1,933

基 礎 利 益 2,545 1,563 1,496 1,980 2,604

当 期 純 利 益 1,559 546 10 2 4

資本金及び発行済株式の総数
25,000

(500千株）
25,000

(500千株）
25,000

(500千株）
25,000

(500千株）
25,000

(500千株）

総 資 産 164,891 196,486 229,243 267,474 314,116

う ち 特 別 勘 定 資 産 － － － － －

責 任 準 備 金 残 高 134,849 165,440 197,424 234,096 279,347

貸 付 金 残 高 3,103 4,382 5,363 6,692 7,701

有 価 証 券 残 高 147,217 178,911 207,377 246,479 285,392

ソ ル ベ ン シ ー ･ マ ー ジ ン 比 率 1,995.7％ 1,950.6％ 1,874.0％ 1,733.9％ 1,734.6％

内 勤 職 員 数 271名 323名 368名 392名 412名

保 有 契 約 高（ 億 円 ） 37,140 41,878 48,291 55,849 62,334

団体年金保険保有契約高（億円） 6 6 6 6 5

（注）１． 基礎利益については、平成16年4月26日付金融庁通達「「資料の提出について」の一部改正について」（金
監1133号）により、その算出基準が一部変更されているため、平成14年度の数値は異なる基準によっ
て算出されています。

　　 ２．保有契約高とは、個人保険・個人年金保険・団体保険の各保有契約高の合計です。
　　　　  なお、個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開

始後契約の責任準備金を合計したものです。
　　 ３．団体年金保険保有契約高については、責任準備金の金額です。
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１．貸借対照表
 （単位：百万円）

年　　　度

科　　　目

平成17年度
（平成18年３月

31日現在）
金　　額

平成18年度
（平成19年３月

31日現在）
金　　額

年　　　度

科　　　目

平成17年度
（平成18年３月

31日現在）

金　　額

平成18年度
（平成19年３月

31日現在）
金　　額

（資　産　の 部） （負　債　の 部）
現 金 及 び 預 貯 金 6,530 3,147 保 険 契 約 準 備 金 237,927 284,164
現 金 0 0 支 払 備 金 2,388 2,691
預 貯 金 6,529 3,147 責 任 準 備 金 234,096 279,347

買 現 先 勘 定 － 9,391 契 約 者 配 当 準 備 金 1,442 2,124
有 価 証 券 246,479 285,392 代 理 店 借 761 725
国 債 153,084 181,803 再 保 険 借 108 152
地 方 債 － 8,242 そ の 他 負 債 1,248 1,454
社 債 86,024 87,749 未 払 法 人 税 等 151 223
株 式 2,507 2,383 未 払 金 107 67
外 国 証 券 3,022 3,485 未 払 費 用 637 680
そ の 他 の 証 券 1,841 1,728 預 り 金 14 13

貸 付 金 6,692 7,701 金 融 派 生 商 品 0 0
保 険 約 款 貸 付 6,692 7,701 仮 受 金 337 468

不 動 産 及 び 動 産 272 － 退 職 給 付 引 当 金 129 101
動 産 272 － 特 別 法 上 の 準 備 金 253 314

有 形 固 定 資 産 － 280 価 格 変 動 準 備 金 253 314
その他の有形固定資産 － 280

無 形 固 定 資 産 － 650 負 債 の 部 合 計 240,429 286,913
ソ フ ト ウ エ ア － 639 （資　本　の 部）
その他の無形固定資産 － 11 資 本 金 25,000 －

代 理 店 貸 24 25 利 益 剰 余 金 559 －
再 保 険 貸 252 105 当 期 未 処 分 利 益 559 －
そ の 他 資 産 6,745 6,799 ( 当 期 純 利 益 ) ( 2) －
未 収 金 5,088 5,736 株 式 等 評 価 差 額 金 1,485 －
前 払 費 用 36 32
未 収 収 益 827 962 資 本 の 部 合 計 27,044 －
預 託 金 85 44 負債及び資本の部合計 267,474 －
金 融 派 生 商 品 0 0 （純 資 産 の 部）
仮 払 金 24 23 資 本 金 － 25,000
ソ フ ト ウ エ ア 669 － 利 益 剰 余 金 － 564
そ の 他 の 資 産 11 － そ の 他 利 益 剰 余 金 － 564

繰 延 税 金 資 産 478 623 　 繰 越 利 益 剰 余 金 － 564
貸 倒 引 当 金 △ 1 △ 1 株 主 資 本 合 計 － 25,564

その他有価証券評価差額金 － 1,638
評価・換算差額等合計 － 1,638

　純 資 産 の 部 合 計　 － 27,203
資 産 の 部 合 計 267,474 314,116 負債及び純資産の部合計 － 314,116

Ⅴ. 財産の状況         Ⅴ. 財産の状況
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Ⅴ. 財産の状況         Ⅴ. 財産の状況

１. 有価証券の評価基準及び評価方法
　（1）売買目的有価証券

　売買目的有価証券については時価法（売却原価
の算定は移動平均法）

　（2）責任準備金対応債券
　「保険業における「責任準備金対応債券」に関
する当面の会計上及び監査上の取扱い（日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基
づく責任準備金対応債券については移動平均法に
よる償却原価法（定額法）

　（3）子会社株式及び関連会社株式
　子会社株式及び関連会社株式（保険業法第２条
第12項に規定する子会社及び保険業法施行令第
２条の３第２項に規定する子法人等のうち子会社
を除いたもの及び関連法人等が発行する株式をい
う）については移動平均法による原価法

　（4）その他有価証券
　時価のあるものについては決算日の市場価格等
に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）
　時価のないもののうち取得差額が金利調整差額
と認められる公社債は移動平均法による償却原価
法（定額法）

　　　それ以外の有価証券は移動平均法による原価法
　なお、その他有価証券の評価差額については、
全部資本直入法により処理しております。

　責任準備金対応債券に係る貸借対照表価額は 
221,649百万円、時価は222,088百万円であ
ります。
　責任準備金対応債券に関するリスク管理方針の
概要は以下のとおりであります。
　資産 ･負債のデュレーションを一致させ、金利
変動リスクを回避するために、保険商品の特性を
勘案し小区分 (無配当個人保険、有配当個人保険、
個人年金保険、一時払養老保険、外貨建個人年金
保険）を設定しております。また資産運用方針に
ついては、各小区分に割り当てられた保険契約群
についての責任準備金のデュレーションと小区分
に係る責任準備金対応債券のデュレーションを一
定幅の中で対応させることとしており、定期的に
これらデュレーションが一定幅の中で対応してい
ることを、検証しております。
　責任準備金対応債券のうち、無配当個人保険、
有配当個人保険、個人年金保険の契約については、
今後20年以内に生ずる保険関係収支を展開し、

1. 重要な会計方針に係る事項
　（1）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　①　売買目的有価証券

　売買目的有価証券については時価法（売却原
価の算定は移動平均法）

　　　②　責任準備金対応債券
　「保険業における「責任準備金対応債券」に
関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21
号）に基づく責任準備金対応債券については移
動平均法による償却原価法（定額法）

　　　③　子会社株式及び関連会社株式
　子会社株式及び関連会社株式（保険業法第２
条第12項に規定する子会社及び保険業法施行
令第２条の３第２項に規定する子法人等のうち
子会社を除いたもの及び関連法人等が発行する
株式をいう）については移動平均法による原価
法

　　　④　その他有価証券
　時価のあるものについては、決算日の市場価
格等に基づく時価法 (売却原価の算定は移動平
均法 )　
　時価のないもののうち取得差額が金利調整差
額と認められる公社債は移動平均法による償却
原価法（定額法）
　それ以外の有価証券は移動平均法による原価
法
　なお、その他有価証券の評価差額については、
全部純資産直入法により処理しております。

　責任準備金対応債券に係る貸借対照表価額は
245,739百万円、時価は247,553百万円であり
ます。
　責任準備金対応債券に関するリスク管理方針の概
要は以下のとおりであります。
　資産・負債のデュレーションを一致させ、金利変
動リスクを回避するために、保険商品の特性を勘案
し小区分 (無配当個人保険、有配当個人保険、個人
年金保険、一時払養老保険、外貨建個人年金保険）
を設定しております。また資産運用方針については、
各小区分に割り当てられた保険契約群についての責
任準備金のデュレーションと小区分に係る責任準備
金対応債券のデュレーションを一定幅の中で対応さ
せることとしており、定期的にこれらデュレーショ
ンが一定幅の中で対応していることを検証しており
ます。
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上記委員会報告第21号の別紙の方法 ( 将来にお
ける一定期間内の保険収支に基づくデュレーショ
ンを勘案した方法 )によりデュレーション ･マッ
チングを行い、金利変動リスクを管理しておりま
す。その結果、各小区分のデュレーションの平
均値は、保険金 ･経費等保険関係支出のデュレー
ションは7.4年、保険料等の保険関係収入のデュ
レーションは5.1年である一方、責任準備金対応
債券のデュレーションは11.6年となっておりま
す。
　一時払養老保険の契約については、全ての保険
契約に係る責任準備金に対して、また、外貨建個
人年金保険の契約については、据置期間中の保険
契約に係る米国通貨建責任準備金に対してデュ
レーション ･マッチングを行っております。

２. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は時価法によっておりま
す。

３. 動産の減価償却の方法
　動産の減価償却の方法は定率法により行っており
ます。

４. 外貨建資産等の本邦通貨への換算基準
　外貨建有価証券は、決算日の為替相場により円換
算しております。

５. 貸倒引当金の計上方法
　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備える
ため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則
り、貸倒実績率に基づき算定した額並びに個別に見
積った回収不能額を計上しております。
　なお、すべての債権は、資産の自己査定基準に基
づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から
独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、
その監査結果に基づいて引当を行っております。

６. 退職給付引当金の計上方法
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるた
め、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会
計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　
平成10年６月16日））に基づき、簡便法により算

　責任準備金対応債券のうち、無配当個人保険、有
配当個人保険、個人年金保険の契約については、今
後20年以内に生ずる保険関係収支を展開し、上記
委員会報告第21号の別紙の方法 ( 将来における一
定期間内の保険収支に基づくデュレーションを勘案
した方法 )によりデュレーション・マッチングを行
い、金利変動リスクを管理しております。その結果、
各小区分のデュレーションの平均値は、保険金・経
費等保険関係支出のデュレーションは7.6年、保険
料等の保険関係収入のデュレーションは5.2年であ
る一方、責任準備金対応債券のデュレーションは
11.3年となっております。
　一時払養老保険の契約については、全ての保険契
約に係る責任準備金に対して、また、外貨建個人年
金保険の契約については、据置期間中の保険契約に
係る米国通貨建責任準備金に対してデュレーショ
ン・マッチングを行っております。
　（2）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

　デリバティブ取引の評価は時価法によっており
ます。

　（3）有形固定資産の減価償却の方法
　有形固定資産の減価償却は定率法によっており
ます。

　（4）無形固定資産の減価償却の方法
　無形固定資産の減価償却は定額法によっており
ます。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間（５年）に基づいて償却
しております。

　（５）外貨建資産等の本邦通貨への換算基準
　外貨建有価証券は、決算日の為替相場により円
換算しております。

　（６）貸倒引当金の計上方法
　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備え
るため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準
に則り、貸倒実績率に基づき算定した額並びに個
別に見積った回収不能額を計上しております。
　なお、すべての債権は、資産の自己査定基準に
基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署
から独立した資産監査部署が査定結果を監査して
おり、その監査結果に基づいて引当を行っており
ます。

　（７）退職給付引当金の計上方法
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備える
ため、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係
る会計基準の設定に関する意見書」平成10年６
月16日企業会計審議会）に従い、簡便法により
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出した所要額を計上しております。
　なお、平成18年4月1日に退職一時金制度の一部
について確定拠出年金制度へ移行致します。本移行
に伴う当年度及び翌年度の損益への影響はありませ
ん。

７. 価格変動準備金の計上方法
　価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失
に備えるため、保険業法第115条の規定により算
出した額を計上しております。

８. リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

９. ヘッジ会計の方法
　ヘッジ会計の方法は、「金融商品に係る会計基準
の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成11
年1月22日）に従い、外貨建債券について為替予
約の振当処理の適用要件を満たしている場合には、
為替予約の振当処理を行っております。
　なお、有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手段
に関する重要な条件が同一であり、ヘッジに高い有
効性があることが明らかであるため、省略しており
ます。

10. 消費税及び地方消費税
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。ただし、事業費等は税込方式によっ
ております。
　なお、資産にかかる控除対象外消費税等のうち、
税法に定める繰延消費税等については、前払費用に
計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のも
のについては、発生年度に費用処理しております。

11. 責任準備金の積立方法
　責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づ
く準備金であり、保険料積立金については、保険業
法施行規則第69条第4項第4号の規定に基づいて
５年チルメル式により計算しております。
　なお、上記の方法により計算された金額のほか、
6,310百万円を計上しております。

12. ソフトウエアの減価償却方法
　自社利用のソフトウエアについては、利用可能期
間に基づく定額法により償却を行っております。

算出した当事業年度末における所要額を計上して
おります。
　なお、平成18年４月１日に退職一時金制度の
一部について確定拠出年金制度へ移行致しまし
た。本移行に伴う当事業年度の損益への影響はあ
りません。

　（８）価格変動準備金の計上方法
　価格変動準備金は、株式等の価格変動による損
失に備えるため、保険業法第115条の規定に基
づき算出した額を計上しております。

　（９）リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

　（10）ヘッジ会計の方法
　ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計
基準」（平成18年８月11日企業会計基準委員会）
に従い、外貨建債券について為替予約の振当処理
の適用要件を満たしている場合には、為替予約の
振当処理を行っております。
　なお、有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手
段に関する重要な条件が同一であり、ヘッジに高
い有効性があることが明らかであるため、省略し
ております。

　（11）消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式
によっております。ただし、事業費等は税込方式
によっております。
　なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、
税法に定める繰延消費税等については、前払費用
に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外
のものについては、発生事業年度に費用処理して
おります。

　（12）責任準備金の積立方法
　責任準備金は、保険業法第116条の規定に基
づく準備金であり、保険料積立金については保険
業法施行規則第69条第４項第４号の規定に基づ
いて５年チルメル式により計算しております。
　なお、上記の方法により計算された金額のほか、
10,740百万円を計上しております。

2. 会計方針の変更
　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準」( 平成17年12月９日　企業会



平成17年度 平成18年度

あいおい生命 business report 2007　86

Ⅴ
．
財
産
の
状
況

13. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以
上延滞債権及び貸付条件緩和債権に該当する金額は
ありません。

14. 動産の減価償却累計額は、471百万円でありま
す。

15. 保険業法施行規則第17条の3第1項第3号に規定
する純資産の額は、1,485百万円であります。

16. 支配株主に対する金銭債権は、93百万円であり
ます。

17. 貸借対照表に計上した動産のほか、リース契約に
より使用している重要な動産として電子計算機があ
ります。

18.繰延税金資産及び繰延税金負債の総額及び発生の
主な原因別の内訳は、以下のとおりであります。
　なお、繰延税金資産及び繰延税金負債は、当期に
おける法定実効税率36.21％を適用して計算して
おります。

（繰延税金資産）
　　ソフトウエア 　452百万円
　　支払備金 　247百万円

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針（平成17年12月
９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用してお
ります。
　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、
27,203百万円であります。
　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の
部については、保険業法施行規則の改正に伴い、改
正後の保険業法施行規則により作成しております。
3. 表示方法の変更
　会社計算規則の施行及び保険業法施行規則の改正
に伴い、以下の通り表示方法を変更しております。
　（1）前事業年度において区分掲記していた「不動

産及び動産」は、当事業年度からは「有形固定
資産」として表示しております。

　（２）前事業年度において「その他資産」に含めて
いた「無形固定資産」は、当事業年度からは「無
形固定資産」として区分掲記しております。
　なお、前事業年度において「その他資産」に
含めていた「無形固定資産」は680百万円で
あります。

　（３）前事業年度において区分掲記していた「価格
変動準備金」は、当事業年度からは「特別法上
の準備金」の内訳として表示しております。

4. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以
上延滞債権及び貸付条件緩和債権に該当する金額は
ありません。
5. 有形固定資産の減価償却累計額は564百万円であ
ります。

6. 関係会社に対する金銭債権の総額は49百万円であ
ります。

7. 繰延税金資産及び繰延税金負債の総額及び発生の
主な原因別の内訳は、以下のとおりであります。
　　なお、当事業年度における法定実効税率は
36.21％であり、法定実効税率と税効果会計適
用後の法人税等の負担率との間の差異の主な内訳
は、交際費等の永久に損金に算入されない項目
47.80％、住民税均等割額18.03％、過年度法人
税等△7.71％であります。



平成17年度 平成18年度

87　あいおい生命 business report 2007

Ⅴ
．
財
産
の
状
況

Ⅴ. 財産の状況         Ⅴ. 財産の状況

　　未払代理店手数料 　102百万円
　　価格変動準備金 　91百万円
　　再保険未経過保険料 　85百万円
　　保険料 　83百万円
　　賞与引当金 　74百万円
　　未払事業税等 　50百万円
　　退職給付引当金 　46百万円
　　契約者配当準備金 　42百万円
　　その他 　　　 42百万円
　　　繰延税金資産合計 　1,320百万円
（繰延税金負債）
　　株式等評価差額金 　　　842百万円
　　　繰延税金負債合計 　　　842百万円
　　繰延税金資産の純額 　　　478百万円
19. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりです。
　　前年度末現在高 　1,144百万円
　　当年度契約者配当金支払額 　911百万円
　　利息による増加等 　0百万円
　　契約者配当準備金繰入額 　1,208百万円
　　当年度末現在高 　1,442百万円

20. 担保に供している資産は、有価証券 387百万円
であります。

21.金融システム改革のための関係法律の整備等に関
する法律附則第140条第5項の規定に基づき生命
保険契約者保護機構が承継した旧保険契約者保護基
金に対する当年度末における当社の今後の負担見積
額は、49百万円であります。
　なお、当該負担金は、拠出した年度の事業費とし
て処理しております。

22. 保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約
者保護機構に対する当年度末における当社の今後の
負担見積額は、671百万円であります。
　なお、当該負担金は、拠出した年度の事業費とし
て処理しております。

23. 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しており
ます。

（繰延税金資産）
　　ソフトウエア 414百万円
　　支払備金 359百万円
　　保険料 118百万円
　　価格変動準備金 113百万円
　　未払代理店手数料 104百万円
　　再保険未経過保険料 103百万円
　　賞与引当金 74百万円
　　その他 　　　263百万円
　　　繰延税金資産合計 1,553百万円
（繰延税金負債）
　　その他有価証券評価差額金 　　　930百万円
　　　繰延税金負債合計 　　　930百万円
　　繰延税金資産の純額 　　　623百万円
8. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであり
ます。
　　前事業年度末現在高 1,442百万円
　　当事業年度契約者配当金支払額 1,077百万円
　　利息による増加等 0百万円
　　契約者配当準備金繰入額 1,760百万円
　　当事業年度末現在高 2,124百万円
9. 関係会社の株式は62百万円であります。

10. 担保に供している資産の額は有価証券347百万
円であります。また、担保付き債務はありません。
11. １株当たりの純資産額は54,406円10銭であり
ます。
12. 売却又は担保という方法で自由に処分できる権
利を有している資産は、買現先取引により受け入れ
た買入金銭債権であり、当事業年度末においては当
該処分を行わずにすべて所有しており、その額面は
9,400百万円であります。
13.金融システム改革のための関係法律の整備等に関
する法律附則第140条第５項の規定に基づき生命
保険契約者保護機構が承継した旧保険契約者保護基
金に対する当年度末における当社の今後の負担見積
額は20百万円であります。
　なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として
処理しております。
14. 保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約
者保護機構に対する当年度末における当社の今後の
負担見積額は822百万円であります。
　なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として
処理しております。
15. 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しており
ます。

注）平成18年度と項目建てをそろえるため、前年度に記載した平成17年度の注記の番号及び記載順を一部変更しております。
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２．損益計算書
 （単位：百万円）

年　　　　　度

科　　　　　　目

平成17年度
平成17年４月１日か ら
平成18年３月31日まで
金　　　　額

平成18年度
平成18年４月１日か ら
平成19年３月31日まで
金　　　　額

経 常 収 益 77,429 89,048
保 険 料 等 収 入 72,466 82,963
保 険 料 72,018 82,506
再 保 険 収 入 448 456

資 産 運 用 収 益 4,580 5,494
利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 4,521 5,415
預 貯 金 利 息 0 0
有 価 証 券 利 息・ 配 当 金 4,333 5,174
貸 付 金 利 息 188 222
そ の 他 利 息 配 当 金 － 18

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益 21 0
有 価 証 券 売 却 益 17 59
有 価 証 券 償 還 益 6 －
金 融 派 生 商 品 収 益 － 0
為 替 差 益 13 19
そ の 他 運 用 収 益 － 0

そ の 他 経 常 収 益 382 590
年 金 特 約 取 扱 受 入 金 40 238
保 険 金 据 置 受 入 金 340 350
そ の 他 の 経 常 収 益 1 1

経 常 費 用 76,117 87,114
保 険 金 等 支 払 金 23,058 25,141
保 険 金 6,537 6,697
年 金 149 257
給 付 金 2,190 2,721
解 約 返 戻 金 13,348 14,115
そ の 他 返 戻 金 183 425
再 保 険 料 649 923

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 37,022 45,554
支 払 備 金 繰 入 額 349 303
責 任 準 備 金 繰 入 額 36,672 45,250
契約者配当金積立利息繰入額 0 0

資 産 運 用 費 用 9 11
支 払 利 息 1 2
有 価 証 券 売 却 損 7 8
金 融 派 生 商 品 費 用 0 －
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 0
そ の 他 運 用 費 用 0 0

事 業 費 15,146 15,477
そ の 他 経 常 費 用 882 929
保 険 金 据 置 支 払 金 236 259
税 金 289 317
減 価 償 却 費 330 340
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 24 11
そ の 他 の 経 常 費 用 0 0

経 常 利 益 1,311 1,933
特 別 利 益 0 －
不 動 産 動 産 等 処 分 益 0 －
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0 －

特 別 損 失 54 63
不 動 産 動 産 等 処 分 損 1 －

〔 〕 〔 〕
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年　　　　　度

科　　　　　　目

平成17年度
平成17年４月１日か ら
平成18年３月31日まで
金　　　　額

平成18年度
平成18年４月１日か ら
平成19年３月31日まで
金　　　　額

固 定 資 産 等 処 分 損 － 2
特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額 52 61
価 格 変 動 準 備 金 52 61

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額 1,208 1,760
税 引 前 当 期 純 利 益 48 109
法 人 税 及 び 住 民 税 243 337
法 人 税 等 調 整 額 △ 197 △ 232
当 期 純 利 益 2 4
前 期 繰 越 利 益 557 －
当 期 未 処 分 利 益 559 －

損益計算書に関する注記
平成17年度 平成18年度

1.有価証券売却益は、株式等17百万円であります。

2.有価証券売却損の内訳は、外国証券7百万円、株式
等0百万円であります。

3.売買目的有価証券運用益の主な内訳は、売却益24
百万円、売却損4百万円、利息及び配当金等収入0
百万円であります。

4.金融派生商品費用には、評価益0百万円、評価損0
百万円が含まれております。

5.支配株主との取引高は、1,322百万円であります。
6. １株当たりの当期純利益は5円30銭であります。

7.金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しており
ます。

1.表示方法の変更
　 会社計算規則の施行及び保険業法施行規則の改正
に伴い、以下の通り表示方法を変更しております。
　（１）前事業年度において区分掲記していた「不動

産動産等処分益（損）」は、当事業年度から「固
定資産等処分益（損）」として表示しております。

　（２）前事業年度において、「価格変動準備金繰入額」
として区分掲記していたものを、当事業年度か
ら「特別法上の準備金繰入額」を新設し、その
内訳の「価格変動準備金」として表示しており
ます。

　（３）当事業年度から損益計算書の末尾を当期純利
益としております。

2.関係会社との取引による収益の総額は147百万円、
費用の総額は1,452百万円であります。
3.有価証券売却益の内訳は、株式等50百万円、国債
等債券９百万円であります。
4.有価証券売却損の内訳は、外国証券８百万円であ
ります。
5.売買目的有価証券運用益の主な内訳は、利息及び
配当金等収入０百万円、売却益６百万円、売却損
６百万円であります。
6.金融派生商品収益には、評価損が０百万円含まれ
ております。

7. １株当たり当期純利益は、９円19銭であります。
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。
8.金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しており
ます。

〔 〕 〔 〕
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３．キャッシュ・フロー計算書
 （単位：百万円）

 年　　　　　度　

　科　　　　　目
平成17年度

平成17年4月 1日から
平成18年3月31日まで

平成18年度
平成18年4月 1日から
平成19年3月31日まで

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 48  109  
減価償却費 330  340  
支払備金の増加額 349  303  
責任準備金の増加額 36,672  45,250  
契約者配当準備金積立利息繰入額 0  0  
契約者配当準備金繰入額 1,208  1,760  
貸倒引当金の増加額 △ 3  0  
退職給付引当金の増加額 24  △ 28  
価格変動準備金の増加額 52  61  
利息及び配当金等収入 △ 4,521  △ 5,415  
有価証券関係損益 △ 38  △ 51  
支払利息 1  2  
為替差損益 △ 13  △ 19  
有形固定資産関係損益 0  2  
代理店貸の増加額 △ 3  △ 1  
再保険貸の増加額 39  146  
その他資産（除く投資活動関連・財務活動関連）の増加額 △ 774  △ 795  
代理店借の増加額 78  △ 36  
再保険借の増加額 34  44  
その他負債（除く投資活動関連・財務活動関連）の増加額 36  135  
その他 0  0  
　　　　小　　　　　　　計 33,524  41,810  
利息及び配当金等の受取額 4,754  5,547  
利息の支払額 △ 1  △ 2  
契約者配当金の支払額 △ 911  △ 1,077  
その他 △ 0  △ 2  
法人税等の支払額 △ 267  △ 265  

　 営業活動によるキャッシュ・フロー 37,098  46,009  
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 41,706  △ 42,019  
有価証券の売却・償還による収入 3,418  3,153  
貸付けによる支出 △ 4,376  △ 4,916  
貸付金の回収による収入 3,047  3,907  
  Ⅱ①　小　　　　　計 △ 39,617  △ 39,874  
　　　　　（Ⅰ＋Ⅱ①） (△ 2,518) (6,134) 
有形固定資産の取得による支出 △ 165  △ 125  
有形固定資産の売却による収入 19  －   

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 39,763  △ 40,000  
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
　 財務活動によるキャッシュ・フロー －   －   
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 －   －   
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △ 2,664  6,009  
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 9,194  6,530  
Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 6,530  12,539  
（注）1. Ⅱ①は、資産運用活動によるキャッシュ・フローであります。
 　　 2.（Ⅰ＋Ⅱ①）は、営業活動によるキャッシュ・フローと資産運用活動によるキャッシュ・フロー の合計

であります。
　　 3. 現金及び現金同等物の範囲は、つぎのとおりであります。
　　 　・現金には、郵便振替、郵便貯金、通知預金、普通預金、当座預金及び別段預金を含めております。
　　 　・現金同等物の範囲は、取得日から満期日又は償還日までの期間が3ヶ月以内の定期預金、譲渡性預金、

コマーシャル・ペーパー及びコールローンとしております。

〔 〕〔 〕
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４．株主資本等変動計算書
 （単位：百万円）

株　主　資　本 評価・換算差額等
純資産
合   計資本金

利益剰余金
株主資本
合　　計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計その他利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰越利益剰余金
前事業年度末残高 25,000 559 559 25,559 1,485 1,485 27,044 
当事業年度変動額
　当期純利益 4 4 4 4 
   株主資本以外の項目
   の当事業年度変動額
   （純額）

153 153 153 

当事業年度変動額合計 － 4 4 4 153 153 158
当事業年度末残高 25,000 564 564 25,564 1,638 1,638 27,203 

株主資本等変動計算書に関する注記
１.　発行済株式の種類及び総数に関する事項
 （単位：千株）

前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

発行済株式
　普通株式 500 － － 500
合　　　計 500 － － 500

２.　金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

５．債務者区分による債権の状況　　
 （単位：百万円）

区　　　　分 平成17年度末 平成18年度末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 － －
危険債権 － －
要管理債権 － －

小計
（対合計比）

－
(　　－ )

－
（　　－ )

正常債権 6,764 7,785
合計 6,764 7,785

（注）１． 破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て等
の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

 　　２． 危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に
従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

 　　３． 要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、３カ月以上延滞貸付金とは、
元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸付金（注１及び２に掲げる債
権を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金（注１
及び２に掲げる債権並びに３カ月以上延滞貸付金を除く。）です。

 　　４． 正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から３までに掲げる
債権以外のものに区分される債権です。

６．リスク管理債権の状況　　　　　　　　　
　　　　－該当ありません－

７．元本補てん契約のある信託に係る貸出金の状況
　　　　－該当ありません－
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８．保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率）
（単位：百万円）

項　　　目 平成17年度末 平成18年度末

ソルベンシー・マージン総額　(A) 42,979 48,449
純資産の部合計 25,559 25,564
価格変動準備金 253 314
危険準備金 4,314 5,040
一般貸倒引当金 － －
その他有価証券の評価差額×90% ( マイナスの場合100% ) 2,095 2,311
土地の含み損益×85% ( マイナスの場合100% ) － －
負債性資本調達手段等 － －
控除項目 － －
その他 10,755 15,218

リスクの合計額
 R1

2 ＋ (R2 ＋R3 ＋R7 )2＋Ｒ4 (B) 4,957 5,586

保険リスク相当額　　　　　R1 3,653 4,142
予定利率リスク相当額　　　R2 228 251
資産運用リスク相当額　　　R3 2,917 3,264
経営管理リスク相当額　　　R4 135 153
最低保証リスク相当額　　　R7 － －

ソルベンシー・マージン比率
　　(A)
(1/2) × (B) 　×100

1,733.9% 1,734.6%

（注 ) １． 上記は、保険業法施行規則第86条、第87条、第161条、第162条及び第190条、平成8年大蔵省告
示第50号の規定に基づいて算出しています。

　　　２．当社には、最低保証リスクに係る保険契約はありません。
　　　３． 保険業法施行規則の改正により、平成18年度末からソルベンシー・マージン総額の算出基準が一部

変更されています。なお、この変更に伴う当期末数値への影響はありません。
　　　４．「純資産の部の合計」については、以下の金額を記載しています｡
　　　　① 平成17年度末 : 貸借対照表の「資本の部合計」から、株式等評価差額金を控除した額
　　　　② 平成18年度末 : 貸借対照表の「純資産の部合計」から、その他有価証券評価差額金を控除した額

<参考>実質資産負債差額 （単位 : 百万円）
項　　　目 平成17年度末 平成18年度末

資産の部に計上されるべき金額の合計額 （1） 267,913 315,930
負債の部に計上されるべき金額の合計額を基礎と （2）
して計算した金額

224,992 266,256

実質資産負債差額A （1）－（2）=（3） 42,920 49,674
満期保有債券・責任準備金対応債券の含み損益 （4） 438 1,813
実質資産負債差額B （3）－（4） 42,481 47,860

（注） 「実質資産負債差額B」は、「実質資産負債差額A」から満期保有債券および責任準備金対応債券の時価評
価額と帳簿価額の差額を除外したものであり、実質資産負債差額の算出方法を定めた「保険業法第132条
第2項に規定する区分等を定める命令」第3条および「平成11年金融監督庁・大蔵省告示第2号」の規定
に加えて「保険会社向けの総合的な監督指針Ⅱ－2－2－6」に基づき算出しています｡

　　　 なお、当社は上記両年度末において満期保有債券は保有しておりません｡ また、責任準備金対応債券の残
高はP.127「Ⅵ－5－ (1) 有価証券の時価情報」に記載しております｡
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９．有価証券等の時価情報（会社計）

（1）　有価証券の時価情報
　①売買目的有価証券の評価損益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　－該当ありません－

　②有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）　
 （単位：百万円）

区　　分
平　成　17　年　度　末 平　成　18　年　度　末

帳　簿
価　額 時　価

差　損　益 帳　簿
価　額 時　価

差　損　益
うち差益 うち差損 うち差益 うち差損

満期保有目的の債券 － － － － － － － － － －
責任準備金対応債券 221,649 222,088 438 4,306 3,868 245,739 247,553 1,813 4,747 2,933
子会社・関連会社株式 － － － － － － － － － －
そ の 他 有 価 証 券 22,439 24,767 2,327 2,658 330 37,021 39,590 2,568 2,772 203
公 社 債 19,128 19,098 △ 30 257 288 34,282 34,635 353 549 196
株 式 723 2,444 1,721 1,721 － 723 2,320 1,597 1,597 －
外 国 証 券 1,403 1,383 △ 20 19 40 882 905 23 29 6
公 社 債 1,403 1,383 △ 20 19 40 882 905 23 29 6
株 式 等 － － － － － － － － － －

そ の 他 の 証 券 1,183 1,841 657 660 2 1,133 1,728 594 594 －
買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － －
譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － －
そ の 他 － － － － － － － － － －
合 計 244,089 246,856 2,766 6,965 4,198 282,761 287,143 4,382 7,519 3,137
公 社 債 239,139 239,548 409 4,541 4,131 277,442 279,579 2,137 5,259 3,122
株 式 723 2,444 1,721 1,721 － 723 2,320 1,597 1,597 －
外 国 証 券 3,042 3,021 △ 21 43 64 3,461 3,514 52 67 15
公 社 債 3,042 3,021 △ 21 43 64 3,461 3,514 52 67 15
株 式 等 － － － － － － － － － －

そ の 他 の 証 券 1,183 1,841 657 660 2 1,133 1,728 594 594 －
買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － －
譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － －
そ の 他 － － － － － － － － － －

（注）１． 本表には、ＣＤ（譲渡性預金）等、証券取引法上の有価証券に準じた取扱いを行うことが適当と認めら
れるものを含んでいます。

 　　２．「金銭の信託」については、該当ありません。
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・時価のない有価証券の帳簿価額は次のとおりです。
 （単位：百万円）

区　　分 平成17年度末 平成18年度末
満 期 保 有 目 的 の 債 券 － －
非 上 場 外 国 債 券 － －
そ の 他 － －

責 任 準 備 金 対 応 債 券 － －
子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 62 62
そ の 他 有 価 証 券 － －
非 上 場 国 内 株 式（ 店 頭 売 買 株 式 を 除 く ） － －
非 上 場 外 国 株 式（ 店 頭 売 買 株 式 を 除 く ） － －
非 上 場 外 国 債 券 － －
そ の 他 － －

合　　　　　計 62 62

（２）金銭の信託の時価情報
　　　　 －該当ありません－

（３）デリバティブ取引の時価情報（ヘッジ会計適用分・非適用分の合算値）

　１．定性的情報

　　①取引の内容
　当社が利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引です。

　　②取組方針
　当社では、デリバティブ取引を、ポートフォリオのリスクヘッジ手段と位置づけており、ヘッジ目的に
利用を限定しています。

　　③利用目的
　当社が利用している為替予約取引は、外貨建債券の購入・売却時の為替レートを事前に確定する目的、
為替変動による損失を一定範囲内に限定する等、為替リスクを回避する目的で利用します。

　　④リスクの内容
　当社が利用しているデリバティブ取引は、運用資産の為替変動リスクのヘッジを目的としているため、
デリバティブ取引のもつ市場関連リスクは減殺され、限定的なものになっています。
　また、当社は、取引の相手の契約不履行により生ずる信用リスクを回避するため、信用度の高い金融機
関を相手としてデリバティブ取引を行っています。

　　⑤リスク管理体制
　当社ではデリバティブ取引を含む取引全般に関する職務権限規程及び資産運用リスク管理規程等を定
め、これらの規程に基づいてデリバティブ取引を実行し、現物資産と合わせて一元的にリスクを管理して
います。なお、デリバティブ取引の状況は定期的に経営会議等に報告されています。
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　２．定量的情報

　　①差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳）
 （単位：百万円）

金利関連 通貨関連 株式関連 債券関連 その他 合計

ヘ ッ ジ 会 計 適 用 分 － － － － － －

ヘッジ会計非適用分 － △ 0 － － － △ 0

合　　　計 － △ 0 － － － △ 0

　　（注）ヘッジ会計非適用分の差損益は、損益計算書に計上されています。

　　②金利関連
　　　　－該当ありません－

　　③通貨関連
 （単位：百万円）

区
分

種類

平成17年度末 平成18年度末

契 約 額 等
時価 差損益

契 約 額 等
時価 差損益

うち1年超 うち1年超

店　

頭

為 替 予 約
買　建 85 － 85 △ 0 21 － 21 △ 0
　　米ドル 85 － 85 △ 0 21 － 21 △ 0
合　計 △0 △0

　　（注）為替予約取引における年度末の時価の算定には、先物相場を使用しています。

　　④株式関連
　　　　－該当ありません－

　　⑤債券関連
　　　　－該当ありません－

　　⑥その他
　　　　－該当ありません－
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10.　経常利益等の明細（基礎利益）
（単位：百万円）

平成１７年度 平成１８年度

基礎利益　　　　　　　　　　Ａ 1,980 2,604

キャピタル収益 52 78

金銭の信託運用益 － －

売買目的有価証券運用益 21 0

有価証券売却益 17 59

金融派生商品収益 － 0

為替差益 13 19

その他キャピタル収益 － －

キャピタル費用 25 24

金銭の信託運用損 － －

売買目的有価証券運用損 － －

有価証券売却損 7 8

有価証券評価損 － －

金融派生商品費用 0 －

為替差損 － －
その他キャピタル費用 17 16

キャピタル損益　　　　　　　　　Ｂ 27 54

キャピタル損益含み基礎利益　Ａ＋Ｂ 2,007 2,658

臨時収益 － －

再保険収入 － －

危険準備金戻入額 － －

その他臨時収益 － －

臨時費用 696 725

再保険料 － －

危険準備金繰入額 696 725

個別貸倒引当金繰入額 － 0

特定海外債権引当勘定繰入額 － －

貸付金償却 － －
その他臨時費用 － －

臨時損益　　　　　　　　　　　　Ｃ △ 696 △ 725

経常利益　　　　　　　　Ａ＋Ｂ＋Ｃ 1,311 1,933
　　　　（注） 平成17年度及び平成18年度のその他キャピタル費用は、責任準備金繰入額のうち外貨建保険商

品に係る責任準備金の為替変動による増加額であります。
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11．利源別損益
 （単位：百万円）

平成17年度 平成18年度

危険差損益 ( 注１） ① 6,673 8,427

費差損益 ( 注１） ② ▲2,065 　　▲994

利差損益 ( 注１） ③ 　　5 　　　　　207

３利源合計 ④＝①＋②＋③ 4,613 7,640

その他損益 ( 注２） ⑤ ▲2,633 ▲5,036

基礎利益 ⑥＝④＋⑤ 1,980 2,604

　　　　　　（注１）危険差損益，費差損益および利差損益は、各々以下の損益を表しています。

①危険差損益： 「保険料設定の際に予定した保険金・給付金の支払額」と「実際に発生した保険
金・給付金の支払額」の差により生じる損益

②費 差 損 益： 「保険料設定の際に予定した経費」と「実際にかかった経費」の差により生じる
損益

③利 差 損 益： 「保険料設定の際に予定した運用収益（利回り）」と「実際の運用収益（利回り）」
の差により生じる損益

　　　　　　（注２） その他損益は主として、保険業法上の標準責任準備金積立の達成に向けての責任準備金積増
し額です（下表参照）。

 （単位：百万円）

平成17年度 平成18年度

標準責任準備金積立の達成に向けての
責任準備金積増し額

▲2,040 　　▲4,430

12．会社法による会計監査人の監査
　　　会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、会計監査人の監査を受けています。
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１．主要な業務の状況を示す指標等

（１）決算業績の概況
　平成18年度決算の主要業績は以下の通りとなりま
した。

＜新契約高＞
　個人保険は8,049億円（対前年度1,550億円減）、
個人年金保険は407億円（同149億円減）、団体保
険は289億円（同420億円減）となりました。

＜減少契約高（保険金支払等による契約消滅・解約・
失効等）＞
　個人保険は5,996億円（同773億円減）、個人年
金保険は145億円（同17億円増）となりました。

＜保有契約高＞
　個人保険は4兆4,414億円（同3,151億円増）、個
人年金保険は2,156億円（同282億円増）、団体保
険は1兆5,764億円（同3,051億円増）となりました。

＜資産＞
　総資産が3,141億16百万円（同466億42百万円
増）となりましたが、そのうち運用資産の主なものは、
有価証券が2,853億92百万円、貸付金77億01百万
円であります｡

＜経常収益＞
　保険料等収入が829億63百万円（同104億96
百万円増）、資産運用収益が54億94百万円（同９億
13百万円増）、その他経常収益が５億90百万円（同
２億8百万円増）となり、経常収益は890億48百万
円（同116億18百万円増）となりました。

＜経常費用＞
　保険関係費用として、保険金・年金・給付金が96
億77百万円（同８億円増）、解約返戻金が141億15
百万円（同７億76百万円増）、再保険料が９億23
百万円（同２億74百万円増）で、保険金等支払金の
合計は251億41百万円（同20億82百万円増）とな
りました。
　また、責任準備金等繰入額は455億54百万円（同
85億32百万円増）、資産運用費用が11百万円（同
２百万円増）、事業費が154億77百万円（同３億31
百万円増）、その他経常費用が９億29百万円（同47
百万円増）となった結果、経常費用は871億14百万
円（同109億96百万円増）となりました。

＜経常利益・当期純利益＞
　経常利益は19億33百万円（同６億22百万円増）
となりました。
　これに特別損益項目、契約者配当準備金繰入額、法
人税及び住民税並びに法人税等調整額を加減算した当
期純利益は、４百万円（同１百万円増）となりました。
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（２）保有契約高及び新契約高
（保有契約高）  （単位：千件、百万円、％）

平成17年度末 平成18年度末
件　数 金　額 件　数 金　額
前年度末比 前年度末比 前年度末比 前年度末比

個 人 保 険 349 111.5 4,126,258 110.5 379 108.3 4,441,419 107.6
個 人 年 金 保 険 50 138.0 187,347 131.4 59 118.7 215,610 115.1
団 体 保 険 － － 1,271,298 133.7 － － 1,576,463 124.0
団 体 年 金 保 険 － － 616 99.6 － － 592 96.0

（注）１． 個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契
約の責任準備金を合計したものです。

２．団体年金保険については、責任準備金の金額です。

（新契約高） （単位：千件、百万円）
平成17年度 平成18年度

件 　数
金　額

件　数
金　額

新　契　約
転換によ
る純増加

新　契　約
転換によ
る純増加

個 人 保 険 67 960,042 960,042 － 57 804,986 804,986 －
個 人 年 金 保 険 16 55,634 55,634 － 12 40,712 40,712 －
団 体 保 険 － 70,988 70,988 － 28,927 28,927
団 体 年 金 保 険 － － － － － －

（注）１．当社では、個人保険および個人年金保険の転換制度は設けていません。
２．個人年金保険の新契約の金額は年金支払開始時における年金原資です。

（３）年換算保険料
（保有契約） （単位：百万円、％）

区　　分
平成17年度末 平成18年度末

前年度末比 前年度末比
個 人 保 険 47,853 110.2 52,577 109.9
個 人 年 金 保 険 9,756 145.9 11,676 119.7
合 計 57,609 115.0 64,254 111.5
う ち 医 療 保 障・
生前給付保障等

6,546 102.3 6,737 102.9

（新契約） （単位：百万円、％）

区　　分
平成17年度 平成18年度

前年度比 前年度比
個 人 保 険 9,354 116.0 9,087  97.1
個 人 年 金 保 険 3,556 137.8 2,523  71.0
合 計 12,910 121.3 11,610  89.9
う ち 医 療 保 障・
生前給付保障等

828  85.8 745  90.0

（注）１． 年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたりの
保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

 　　２． 医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付等）、保険料払込免除給付（障
害を事由とするものは除く。特定疾病罹患等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険
料を計上しています。
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（４）保障機能別保有契約高
 （単位：百万円）

区   　分
保　有　金　額

平成17年度末 平成18年度末

死 亡 保 障

普 通 死 亡

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険
団 体 保 険
団 体 年 金 保 険
そ の 他 共 計

4,108,552
( 26,982)
1,271,296

－
5,379,848

4,422,832
( 36,889)
1,576,461

－
5,999,293

災 害 死 亡

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険
団 体 保 険
団 体 年 金 保 険
そ の 他 共 計

（ 330,770）
（ 364）
（ 2,716）
（ －）
（ 333,851）

（ 342,284）
（ 346）
（ 5,220）
（ －）
（ 347,851）

その他の条
件付死亡 　

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険
団 体 保 険
団 体 年 金 保 険
そ の 他 共 計

（ 88）
（ －）
（ －）
（ －）
（ 88）

（ 701）
（ －）
（ －）
（ －）
（ 701）

生 存 保 障

満 期 ･ 生 存
給 付　　 　 

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険
団 体 保 険
団 体 年 金 保 険
そ の 他 共 計

17,706
185,674

0
－

203,380

18,586
213,018

0
－

231,604

年 金

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険
団 体 保 険
団 体 年 金 保 険
そ の 他 共 計

（ －）
（ 21,809）
（ 0）
（ －）
（ 21,809）

（ －）
（ 25,481）
（ 0）
（ －）
（ 25,482）

そ の 他

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険
団 体 保 険
団 体 年 金 保 険
そ の 他 共 計

－
1,673

2
616

2,292

－
2,592

2
592

3,187

入 院 保 障

災 害 入 院

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険
団 体 保 険
団 体 年 金 保 険
そ の 他 共 計

（ 910）
（ 5）
（ 36）
（ －）
（ 952）

（ 933）
（ 5）
（ 40）
（ －）
（ 980）

疾 病 入 院

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険
団 体 保 険
団 体 年 金 保 険
そ の 他 共 計

（ 951）
（ 6）
（ －）
（ －）
（ 958）

（ 972）
（ 6）
（ －）
（ －）
（ 979）

その他条件
付入院 　　

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険
団 体 保 険
団 体 年 金 保 険
そ の 他 共 計

（ 426）
（ 1）
（ －）
（ －）
（ 427）

（ 419）
（ 0）
（ －）
（ －）
（ 420）

（注）１．（　）内数値は主契約の付随保障部分および特約の保障を表します。ただし、定期特約の普通死亡保障
は主要保障部分に計上しました。

 　　２．生存保障の満期 ･生存給付欄の個人年金保険、団体保険（年金特約）の金額は、年金支払開始前契約の
年金支払開始時における年金原資を表します。

 　　３．生存保障の年金欄の金額は、年金年額を表します。
 　　４．生存保障のその他欄の金額は個人年金保険（年金支払開始後）、団体保険（年金特約年金支払開始後）、

団体年金保険の責任準備金を表します。
 　　５．入院保障欄の金額は入院給付金日額を表します。
 　　６．入院保障の疾病入院のその他共計の金額は主要保障部分と付随保障部分の合計を表します。　
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 （単位：件）

区　   　分
保　有　件　数

平成17年度末 平成18年度末

障 害 保 障

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険
団 体 保 険
団 体 年 金 保 険
そ の 他 共 計

25,437
55

41,271
－

66,763

26,569
53

36,587
－

63,209

手 術 保 障

個 人 保 険
個 人 年 金 保 険
団 体 保 険
団 体 年 金 保 険
そ の 他 共 計

162,473
1,188

－
－

163,661

165,393
1,123

－
－

166,516

（５）個人保険及び個人年金保険契約種類別保有契約高
 （単位：百万円）

区　　　分
保　有　金　額

平成17年度末 平成18年度末

死 亡 保 険

終 身 保 険 646,711 722,970

定 期 保 険 1,747,745 1,970,053

定 期 保 険 特 約 1,622,541 1,632,738

そ の 他 共 計 4,017,458 4,326,216

生 死 混 合 保 険

養 老 保 険 88,733 94,471

こ ど も 保 険 17,629 18,493

生存給付金付定期保険 2,359 2,144

そ の 他 共 計 108,723 115,110

生 存 保 険 76 93

年 金 保 険 個 人 年 金 保 険 187,347 215,610

災害 ･ 疾病関係特約

災 害 割 増 特 約 185,346 191,877

傷 害 特 約 132,702 137,405

災 害 入 院 特 約 704 720

疾 病 特 約 708 719

成 人 病 特 約 24 26

その他の条件付入院特約 357 347

（注）１．個人年金保険の金額は年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金
支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。

　　　　　　　　　 ２．入院特約の金額は入院給付金日額を表します。
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（６）異動状況の推移
　　　　　　　①個人保険 （単位：件、百万円、％）

区　　　分
平成17年度 平成18年度

件　数 金　額 件　数 金　額

年 始 現 在 313,772 3,735,620 349,896 4,126,258

新 契 約
更 新
復 活
転 換 に よ る 増 加

67,015
917

5,403
－

960,042
4,431
99,785

－

57,741
942

5,202
－

804,986
5,443

101,366
－

死 亡
満 期
保 険 金 額 の 減 少
転 換 に よ る 減 少
解 約
失 効

438
1,428
14,332

－
25,274
9,938

5,238
6,453
73,658

－
413,928
176,547

458
1,792
21,487

－
22,639
9,710

4,878
8,906
81,060

－
328,604
175,350

その他の異動による減少 136 1,132 125 825

年 末 現 在
（ 増 加 率 ）

349,896
（11.5）

4,126,258
（10.5）

379,058
（8.3）

4,441,419
（7.6）

純 増 加
（ 増 加 率 ）

36,124
（18.8）

390,638
（△10.7）

29,162
（△19.3）

315,161
（△19.3）

　　　　　　　（注）金額は、死亡保険、生死混合保険、生存保険の主たる保障部分の合計です。

　　　　　　　②個人年金保険 （単位：件、百万円、％）

区　　　分
平成17年度 平成18年度

件　数 金　額 件　数 金　額

年 始 現 在 36,518 142,565 50,390 187,347

新 契 約
復 活
転 換 に よ る 増 加

16,623
185
－

55,634
881
－

12,933
102
－

40,712
511
－

死 亡
支 払 満 了
金 額 の 減 少
転 換 に よ る 減 少
解 約
失 効

43
24
36
－

2,493
409

117
559
138
－

10,072
1,683

75
27
47
－

3,345
338

247
476
246
－

11,629
1,433

その他の異動による減少 19 225 68 539

年 末 現 在
（ 増 加 率 ）

50,390
（38.0）

187,347
（31.4）

59,793
（18.7）

215,610
（15.1）

純 増 加
（ 増 加 率 ）

13,872
（14.2）

44,782
（24.0）

9,403
（△32.2）

28,262
（△36.9）

（注）金額は、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責
任準備金額の合計です。
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　　　　　　　③団体保険 （単位：件、百万円、％）

区　　　分
平成17年度 平成18年度

件　数 金　額 件　数 金　額

年 始 現 在 11,937,988 950,934 16,376,555 1,271,298

新 契 約
更 新
中 途 加 入
保 険 金 額 の 増 加

4,528,241
521,452

1,238,476
3,169

70,988
462,147
394,181
49,510

20,638
519,206
954,275
2,432

28,927
494,303
421,848
29,014

死 亡
満 期
脱 退
保 険 金 額 の 減 少
解 約
失 効

23,356
549,389

1,273,015
1,022
3,751
52

1,572
476,184
113,892
63,043
12,205
285

22,912
597,364

1,062,891
1,937

8,869,602
103

1,643
518,849
106,652
56,111
59,986
456

その他の異動による減少 473 35,446 4,238 3,007

年 末 現 在
（ 増 加 率 ）

16,376,555
（37.2）

1,271,298
（33.7）

7,313,817
（△55.3）

1,576,463
（24.0）

純 増 加
（ 増 加 率 ）

4,438,567
( － )

320,364
（91.0）

△9,062,738
（△304.2）

305,164
（△4.7）

　　　　　　　（注）１．金額は、死亡保険、生死混合保険、年金払特約の主要保障部分の合計です。
　　　　　　　　　 ２．件数は、被保険者数を表します。

　　　　　　　④団体年金保険 （単位：件、百万円、％）

区　　　分
平成17年度 平成18年度

件　数 金　額 件　数 金　額

年 始 現 在 2,311 618 1,377 616

新 契 約
年 金 支 払
一 時 金 支 払
解 約

－
230
150
－

－
5
31
－

－
62
140
－

－
5
42
－

年 末 現 在
（ 増 加 率 ）

1,377
（△40.4）

616
（△0.4）

1,520
（10.4）

592
（△4.0）

純 増 加
（ 増 加 率 ）

△934
（△318.7）

△2
（－）

143
（－）

△24
（－）

　　　　　　　（注）１．「年始現在」「年末現在」の金額は、各時点における責任準備金額です。
　　　　　　　　　 ２．件数は、被保険者数を表します。
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（７）契約者配当の状況
　①５年ごと利差配当付商品（個人保険・個人年金）
　　イ　契約者配当の仕組み

　５年ごと利差配当付商品は、毎年、責任準備金等の運用益が会社の予定した運用益をこえた場合に契約
者配当準備金を積み立て（下回った場合には契約者配当準備金を取り崩します。）、契約後５年ごとに契約
者配当金としてお支払いします。

　　ロ　平成18年度決算による配当金
　平成18年度決算に基づく配当基準利回りを算定し、予定利率による運用益を上回る部分を契約者配当
準備金として積み立てました。

　　ハ　契約者配当金例示
　平成18年度決算に基づく契約者配当金を例示しますと次のとおりです。

　＜例＞５年ごと利差配当付終身保険の場合
　　　　30歳加入、60歳払込満了
　　　　男性、年払、保険金100万円
　　　　　・旧大東京しあわせ生命保険株式会社において締結された契約

契約日 (経過年数 ) 保険料 継続中の契約
(配当金 )

死亡契約
(保険金+配当金 )

平成9年10月1日 (10年 ) 18,351円 0円 1,000,000円

　　　　　・旧千代田火災エビス生命保険株式会社において締結された契約

契約日 (経過年数 ) 保険料 継続中の契約
(配当金 )

死亡契約
(保険金+配当金 )

平成9年10月1日 (10年 ) 18,351円 0円 1,000,000円

　　　　　・あいおい生命保険株式会社において締結された契約

契約日 (経過年数 ) 保険料 継続中の契約
(配当金 )

死亡契約
(保険金+配当金 )

平成14年10月1日 (5年 ) 25,149円 584円 1,000,584円

　　　　　 (注 )「継続中の契約」欄は5年ごとの契約応当日を迎えた場合の受領金額を示します。
　　　　　　　　「死亡契約」欄は契約応当日に死亡した場合の受領金額を示します。

経過年数とは平成19年4月1日から平成20年3月31日の間の契約応当日での経過を示します。
　
　　　　上記配当金は、責任準備金、予定利率および配当基準利回りにより計算した金額です。
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　　　<平成18年度決算に基づく配当基準利回り>  ( 単位 :% )

　平成17年度 平成18年度

5年ごと利差配当付個人年金保険 1.00～ 1.65 1.25～ 2.00

5年ごと利差配当付養老保険
(一時払かつ平成11年4月2日以降契約の場合 ) 1.05～ 1.70 1.20～ 1.65

上記以外の5年ごと利差配当付契約 1.30～ 2.15 1.25～ 2.15

　　　　　　　 (注 ) 配当基準利回りは、契約年月に応じて異なります。

　②団体保険
　団体保険については、保険期間満了の日まで有効に継続し、保険料の払込みが完了したご契約に対し、お
払込みいただいた保険料とお支払いした保険金・給付金に基づいて収支計算を行い、剰余金が生じた場合は
会社の定める方法により契約者配当金をお支払いします。
　平成18年度決算においても、団体の規模、保険金支払実績等に基づいて算出した契約者配当準備金を積
み立てました。
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２．保険契約に関する指標等

（1）保有契約増加率
 （単位：%）

区　　　分 平成17年度 平成18年度

個 人 保 険 10.5 7.6

個 人 年 金 保 険 31.4 15.1

団 体 保 険 33.7 24.0

団 体 年 金 保 険 △0.4 △4.0

（2）新契約平均保険金及び保有契約平均保険金（個人保険）
 （単位 : 千円）

区　　　分 平成17年度 平成18年度

新 契 約 平 均 保 険 金 14,326 13,941
保 有 契 約 平 均 保 険 金 11,793 11,717

（3）新契約率（対年度始）
 （単位：%）

区　　　分 平成17年度 平成18年度

個 人 保 険 25.7 19.5

個 人 年 金 保 険 39.4 21.9

団 体 保 険 7.5 2.3

（注）個人年金保険は、年金支払開始前契約についての率です。

（4）解約失効率（対年度始）
 （単位：%）

区　　　分 平成17年度 平成18年度

個 人 保 険 15.0 11.6

個 人 年 金 保 険 7.8 6.9

団 体 保 険 2.7 6.9

（注）１． 解約失効率は、契約高の減額または増額及び契約復活高により、解約・失効高を修正
して算出した率を表します。

　　 ２．個人年金保険は、年金支払開始前契約についての率です。
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（5）個人保険新契約平均保険料（月払契約年換算）
（単位 : 円）

平成17年度 平成18年度
151,753 154,485

（６）死亡率（個人保険主契約）
（単位：‰）

件　　数　　率 金　　額　　率

平成17年度 平成18年度 平成17年度 平成18年度

1.4 1.3 1.2 1.0

（7）特約発生率（個人保険）
（単位 :‰）

区　　分 平成17年度 平成18年度

災 害 死 亡 保 障 契 約
件  数
金  額

0.2 0.1

0.3 0.1

障 害 保 障 契 約
件　数
金　額

0.1 0.2

0.0 0.0

災 害 入 院 保 障 契 約
件　数
金　額

4.4 5.0

110.4 132.0

疾 病 入 院 保 障 契 約
件　数
金　額

32.5 35.7

583.9 　660.9

成 人 病 入 院 保 障 契 約
件　数
金　額

　　5.1 11.9

　　221.0 287.2

疾 病・ 傷 害 手 術 保 障 契 約 件　数 23.1 26.3

（8）事業費率（対収入保険料）
（単位：%）

平成17年度 平成18年度

21.0 18.8
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（9）保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた主要な保険会社等の数
平成17年度 平成18年度

5 5

（注） 保険業法施行規則第71条に基づいて保険料積立金を積み立てないとした
第三分野保険については該当がありません。

（10） 保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた保険会社等のうち、支
払再保険料の額が大きい上位5社に対する支払再保険料の割合

平成17年度 平成18年度
100% 　100%

（注） 保険業法施行規則第71条に基づいて保険料積立金を積み立てないとした
第三分野保険については該当がありません。

（11） 保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた主要な保険会社等の格
付機関による格付に基づく区分ごとの支払再保険料の割合

格付区分 平成17年度 平成18年度

AAA 4.6% 3.3%
AA 14.7% －　
AA－ 26.1% 34.9%

A+ 54.6% 19.8%

A－ －　 42.0%

（注）１． 格付はスタンダード&プアーズ社（Ｓ＆Ｐ社）によるものに基づいております。
　　２． 保険業法施行規則第71条に基づいて保険料積立金を積み立てないとした

第三分野保険については該当がありません。

（12）未だ収受していない再保険金の額
（単位 : 百万円）

平成17年度 平成18年度
    243 　　51

（注） 保険業法施行規則第71条に基づいて保険料積立金を積み立てないとした
第三分野保険については該当がありません。

（13） 第三分野保険の給付事由又は保険種類の区分ごとの、発生保険金額の経過保険料に対
する割合　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：％）

平成17年度 平成18年度

第 三 分 野 発 生 率 － 37.9

医 療（ 疾 病 ） － 43.9

が ん － －
介 護 － －
そ の 他 － 16.3

（注）１． 上表の割合は、（1）発生保険金額÷（2）経過保険料で算出しています。
（1）発生保険金額は、保険金・給付金等の支払額＋対応する支払備金繰入

額（既発生未報告分に係る支払備金を除く）＋保険金・給付金等の支
払いに係る事業費等です。

（2）経過保険料は、（純保険料中の危険保険料＋付加保険料中の維持費相
当分）を、平成18年度の経過期間に対応する責任に相当する額に修
正したものです。

２．平成17年度については、割合を算出していません。
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３．経理に関する指標等

（１） 支払備金明細表
（単位：百万円）

区    分 平成17年度末 平成18年度末

保
険
金

死 亡 保 険 金 1,034 1,073

災 害 保 険 金 77 61

高 度 障 害 保 険 金 117 262

満 期 保 険 金 28 36

そ の 他 － －

小 計 1,258 1,433

年 金 － 12

給 付 金 465 613

解 約 返 戻 金 662 621

保 険 金 据 置 支 払 金 0 0

そ の 他 共 計 2,388 2,691

（２） 責任準備金明細表
（単位：百万円）

区         分 平成17年度末 平成18年度末

責任準備金
（除危険準備金）

個 人 保 険 204,712 240,001

個 人 年 金 保 険 24,400 33,652

団 体 保 険 51 59

団 体 年 金 保 険 616 592

そ の 他 0 0

小 計 229,782 274,307

危 険 準 備 金 4,314 5,040

合 計 234,096 279,347

　　　　　　　　　 （注）上表の数値はすべて一般勘定のものです。
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（３）個人保険及び個人年金保険の責任準備金の積立方式、積立率、残高（契約年度別）

　　　①責任準備金の積立方式、積立率
（単位：％）

平成17年度末 平成18年度末

積立方式
標準責任準備金対象契約 5年チルメル式 5年チルメル式

標準責任準備金対象外契約 5年チルメル式 5年チルメル式

　積立率（危険準備金を除く） 95.8 96.9
　　　　　　　 （注）１． 積立方式及び積立率は、個人保険及び個人年金保険を対象としています。なお、団体

保険及び団体年金保険の責任準備金は積立方式という概念がないため、上記には含ん
でいません。

　　　　　　　　　　２． 積立率については、標準責任準備金対象契約に関しては平成８年大蔵省告示第48号に
定める方式により、また、標準責任準備金対象外契約に関しては平準純保険料式によ
り計算した保険料積立金、及び未経過保険料に対する積立率を記載しています。

　　　②責任準備金残高（契約年度別）
（単位：百万円、％）

契約年度 責任準備金残高 予定利率

平成8年度～平成12年度 146,632   1.65～ 3.10

平成13年度～平成17年度 115,050         1.00～ 1.75

平成18年度 11,972         1.00～ 1.75

　　　　　　　 （注）１． 「責任準備金残高」は、個人保険及び個人年金保険の責任準備金（危険準備金を除く）
を記載しています。

　　　　　　　　　　２． 「予定利率」については、各契約年度別の責任準備金に係る主な予定利率を記載してい
ます。

（４） 契約者配当準備金明細表
（単位：百万円）

区 　　　 分 個人保険 個人年金保険 団体保険 団体年金保険 その他の保険 合　計

平
成
17
年
度

前 年 度 末 現 在 55 4 1,083 0  0 1,144 
利 息 に よ る 増 加 0 0 － － － 0 
配 当 金 支 払 に よ る 減 少 1 0 908 0 0 911 
当 年 度 繰 入 額 48 0 1,159 0 0 1,208 
当 年 度 末 現 在 101 4 1,334 0 0 1,442 

（10） （4） （1） （－） （－） （16）

平
成
18
年
度

前 年 度 末 現 在 101 4 1,334 0 0 1,442 
利 息 に よ る 増 加 0 0 － － － 0 
配 当 金 支 払 に よ る 減 少 6 0 1,070 0 0 1,077 
当 年 度 繰 入 額 59 34 1,666 0 0 1,760 
当 年 度 末 現 在 154 38 1,930 0 0 2,124 

（38） （4） （5） （－） （－） （47）
（注）（　）内はうち積立配当金額です。
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（5）引当金明細表
（単位：百万円）

前期末
残　高

当期末
残　高

当期増減
（△）額

計上の理由及び
算　定　方　法

貸
倒
引
当
金

一 般 貸 倒 引 当 金 － － －

個 別 貸 倒 引 当 金 1 1 0

特定海外債権引当勘定 － － －

退 職 給 付 引 当 金 129 101 △ 28

価 額 変 動 準 備 金 253 314 61

　　　　　　　（注）計上の理由及び算定方法は、貸借対照表の注記に記載してあります。

（6）特定海外債権引当勘定の状況
　　　　ー 該当ありません ー

（7）資本金等明細表
（単位：百万円）

区　　　　分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘　　　要
資 本 金 25,000 ̶ ̶ 25,000

うち既　
発行株式

（普通株式） （500千株） ̶ ̶ （500千株）
計 500千株 ̶ ̶ 500千株

資本剰余金
（資本準備金） ̶ ̶ ̶ ̶

（その他資本剰余金） ̶ ̶ ̶ ̶
計 ̶ ̶ ̶ ̶

（8） 保険料明細表
（単位：百万円）

区　　　　分 平成17年度 平成18年度
個 人 保 険 58,892 65,716
（ う ち 一 時 払 ） 4,345 5,176
（ う ち 年 払 ） 11,440 13,607
（ う ち 半 年 払 ） 203 260
（ う ち 月 払 ） 42,903 46,671
個 人 年 金 保 険 9,394 11,747
（ う ち 一 時 払 ） 1,205 1,093
（ う ち 年 払 ） 926 1,071
（ う ち 半 年 払 ） 29 29
（ う ち 月 払 ） 7,233 9,553
団 体 保 険 3,693 5,007
団 体 年 金 保 険 35 32
そ の 他 共 計 72,018 82,506
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（9） 保険金明細表
（単位：百万円）

区 　　　 分 個人保険 個人年金
保 険 団体保険 団体年金

保 険
財 形 保 険
財形年金保険

その他の
保 険

平成18年度
合 計

平成17年度
合 計

死 亡 保 険 金 3,203 － 1,788 － － 0 4,991 5,383
災 害 保 険 金 21 － 0 － － － 21 84

高度障害保険金 143 － 105 － － － 249 298

満 期 保 険 金 1,435 － － － － － 1,435 771
そ の 他 － － － － － － － －

合 計 4,803 － 1,894 － － 0 6,697 6,537

（10） 年金明細表
（単位：百万円）

個 人 保 険
個 人 年 金
保 険

団 体 保 険
団 体 年 金
保 険

財 形 保 険
財形年金保険

そ の 他
の 保 険

平成18年度
合 計

平成17年度
合 計

186 65 0 5 － － 257 149

（11） 給付金明細表
（単位：百万円）

区 分 個 人 保 険 個 人 年 金
保 険 団 体 保 険 団 体 年 金

保 険
財 形 保 険
財形年金保険

そ の 他 の
保 険

平成18年度
合 計

平成17年度
合 計

死亡給付金
入院給付金
手術給付金
障害給付金
生存給付金
そ の 他

0
752
434
17
379
879

53
2
1
－
0
29

－
2
－
0
－

123

1
－
－
－
－
41

－
－
－
－
－
－

－
0
－
－
－
0

54
757
436
18
380

1,074

28
672
375
2

374
736

合 計 2,464 87 127 42 － 0 2,721 2,190

（12） 解約返戻金明細表
（単位：百万円）

個 人 保 険 個 人 年 金
保 険 団 体 保 険 団 体 年 金

保 険
財 形 保 険
財形年金保険

そ の 他 の
保 険

平成18年度
合 計

平成17年度
合 計

12,730 1,384 － － － － 14,115 13,348
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Ⅵ. 業務の状況を示す指標等         Ⅵ. 業務の状況を示す指標等

（13）減価償却費明細表
（単位：百万円、％）

区 分 取得原価 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率

有 形 固 定 資 産 844 115 564 280 66.8

建 物 － － － － －

その他の有形固定資産 844 115 564 280 66.8

無 形 固 定 資 産 1,605 225 954 650 59.5

そ の 他 － － － － －

合 計 2,449 340 1,519 930 62.0

（14）事業費明細表
（単位：百万円）

区 分 平成17年度 平成18年度

営 業 活 動 費 6,549 6,887

営 業 管 理 費 301 372

一 般 管 理 費 8,295 8,217

合 計 15,146 15,477

（15）税金明細表
（単位：百万円）

区 分 平成17年度 平成18年度
国 税

消 費 税
印 紙 税
登 録 免 許 税
そ の 他 の 国 税

44
18
26
－
0

39
16
22
－
－

地 方 税
地 方 消 費 税
法 人 住 民 税
法 人 事 業 税
固 定 資 産 税
不 動 産 取 得 税
事 業 所 税
その他の地方税

244
4
－

227
2
－
9
0

278
4
－

260
3
－
9
0

合 計 289 317
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（16）リース取引
　　［リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引］

　　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 （単位：百万円）

区　　　　分 平成17年度末 平成18年度
取 得 価 額 相 当 額 17 ─
減価償却累計額相当額 14 ─
期 末 残 高 相 当 額 3 ─

　　②未経過リース料期末残高相当額 （単位：百万円）

区　　　　分
平成17年度 平成18年度

１年以内 １年超 合　計 １年以内 １年超 合　計

未 経 過 リ ー ス 料
期 末 残 高 相 当 額

3 ─ ３ ─ ─ ─

　　③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 （単位：百万円）

区　　　　分 平成17年度 平成18年度
支 払 リ ー ス 料 18 3
減 価 償 却 費 相 当 額 11 3
支 払 利 息 相 当 額 2 0

　　④減価償却費相当額及び支払利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法 定額法によっている。

支払利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額
を利息相当額とし、各期への配分方法については、利
息法によっている。



115　あいおい生命 business report 2007

Ⅵ
．
業
務
の
状
況
を
示
す
指
標
等

Ⅵ. 業務の状況を示す指標等         Ⅵ. 業務の状況を示す指標等

４．資産運用に関する指標等（一般勘定）

(1)　資産運用の概況

　①平成18年度の資産の運用概況

　　イ．運用環境

　平成18年度のわが国経済は、海外経済の拡大を背景に輸出や生産が増加を続け、企業収益が高水準で推
移する中、設備投資も引き続き増加し、又、雇用面の回復を背景に個人消費も底堅く推移するなど、内外需
がともに増加を続け、緩やかな拡大傾向となりました。
　こうした中、資産運用環境は、日本銀行がゼロ金利解除を行いましたが、長期金利は物価伸び率の鈍化を
受け概ね低下、株価は日米欧の金融引き締め懸念の強まりによって大きく下落した後、緩やかに回復、為替
もドル安を経て反転するなど、大きく変動する展開となりました。

　　ロ．当社の運用方針

　生命保険事業の公共性、資産の健全性の維持、長期的な保障確保に配慮し、かつ収益性、安全性、流動性
に留意した資産運用を行っていくことを基本としております。
　こうした方針に基づき、信用度の高い国内公社債を中心に運用を行っています。また、運用資産、運用対
象の拡大に合わせ、ＡＬＭ及びリスク管理体制の強化・充実を進めております。

　　ハ．運用実績の概況

　平成19年3月末の一般勘定資産は、平成18年3月末比46,642百万円増加し、314,116百万円となりま
した。増加資産は年度運用方針通り、国内公社債中心に配分しました。
　その結果、運用資産の主な内訳は、国内公社債277,795百万円、国内株式2,383百万円、外国証券3,485
百万円、その他の証券1,728百万円、買現先勘定9,391百万円、現預金・コールローン3,147百万円となっ
ております。
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　②ポートフォリオの推移
　　イ．資産の構成　
 （単位：百万円、％）

区　　　　分
平　成　17　年　度　末 平　成　18　年　度　末
金　額 占　率 金　額 占　率

現 預 金 ・ コ ー ル ロ ー ン 6,530 2.4 3,147 1.0
買 現 先 勘 定 － － 9,391 3.0
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 － － － －
買 入 金 銭 債 権 － － － －
商 品 有 価 証 券 － － － －
金 銭 の 信 託 － － － －
有 価 証 券 246,479 92.2 285,392 90.9
公 社 債 239,108 89.4 277,795 88.4
株 　 式 2,507 0.9 2,383 0.8
外 国 証 券 3,022 1.1 3,485 1.1
公 社 債 3,022 1.1 3,485 1.1
株 式 等 － － － －

そ の 他 の 証 券 1,841 0.7 1,728 0.6
貸 付 金 6,692 2.5 7,701 2.5
保 険 約 款 貸 付 6,692 2.5 7,701 2.5
一 般 貸 付 － － － －

不 動 産 － － － －
繰 延 税 金 資 産 478 0.2 623 0.2
そ の 他 7,294 2.7 7,861 2.5
貸 倒 引 当 金 △ 1 △ 0.0 △ 1 △ 0.0
合 計 267,474 100.0 314,116 100.0
う ち 外 貨 建 資 産 2,229 0.8 2,687 0.9

　　ロ．資産の増減　
 （単位：百万円）

区　　　　分 平　成　17　年　度 平　成　18　年　度
現 預 金 ･ コ ー ル ロ ー ン  △ 2,664 △ 3,382
買 現 先 勘 定 － 9,391
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 － －
買 入 金 銭 債 権 － －
商 品 有 価 証 券 － －
金 銭 の 信 託 － －
有 価 証 券 39,102 38,912
公 社 債 36,356 38,686
株 　 式 951 △123
外 国 証 券 1,070 462
公 社 債 1,070 462
株 式 等 － －

そ の 他 の 証 券 723 △112
貸 付 金 1,329 1,008
保 険 約 款 貸 付 1,329 1,008
一 般 貸 付 － －

不 動 産 － －
繰 延 税 金 資 産 △ 203 145
そ の 他 663 566
貸 倒 引 当 金 3 △ 0
合 計 38,230 46,642
う ち 外 貨 建 資 産 1,070 458
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Ⅵ. 業務の状況を示す指標等         Ⅵ. 業務の状況を示す指標等

（2）運用利回り
 （単位：％）

区　　　　分 平　成　17　年　度 平　成　18　年　度
現 預 金 ・ コ ー ル ロ ー ン 0.00 0.00
買 現 先 勘 定 － 0.39 
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 － －
買 入 金 銭 債 権 － －
商 品 有 価 証 券 － －
金 銭 の 信 託 － －
有 価 証 券 1.94 1.98
う ち 公 社 債 1.91 1.92
う ち 株 式 2.41 5.04
う ち 外 国 証 券 3.60 4.31

貸 付 金 3.12 3.11
う ち 一 般 貸 付 － －

不 動 産 － －

一 般 勘 定 計  1.86 1.91

（注）利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益中、「資産運用収
益－資産運用費用」として算出した利回りです。

（3）主要資産の平均残高　
 （単位：百万円）

区　　　　分 平　成　17　年　度 平　成　18　年　度
現 預 金 ・ コ ー ル ロ ー ン 7,872 4,717 
買 現 先 勘 定 － 4,679
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 － －
買 入 金 銭 債 権 － －
商 品 有 価 証 券 － －
金 銭 の 信 託 － －
有 価 証 券 226,219 265,263
う ち 公 社 債 221,586 259,809
う ち 株 式 786 786 
う ち 外 国 証 券 2,595 3,482

貸 付 金 6,034 7,151
う ち 一 般 貸 付 － －

不 動 産 － －

一 般 勘 定 計 245,342 287,612
う ち 海 外 投 融 資 2,595 3,482
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（4）資産運用収益明細表
 （単位：百万円）

区　　　　分 平　成　17　年　度 平　成　18　年　度

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 4,521 5,415

商 品 有 価 証 券 運 用 益 － －

金 銭 の 信 託 運 用 益 － －

売買目的有価証券運用益 21 0

有 価 証 券 売 却 益 17 59

有 価 証 券 償 還 益 6 －

金 融 派 生 商 品 収 益 － 0

為 替 差 益 13 19

そ の 他 運 用 収 益 － 0

合         計 4,580 5,494

（5）資産運用費用明細表
 （単位：百万円）

区　　　　分 平　成　17　年　度 平　成　18　年　度

支 払 利 息 1 2

商 品 有 価 証 券 運 用 損 － －

金 銭 の 信 託 運 用 損 － －

売買目的有価証券運用損 － －

有 価 証 券 売 却 損 7 8

有 価 証 券 評 価 損 － －

有 価 証 券 償 還 損 － －

金 融 派 生 商 品 費 用 0 －

為 替 差 損 － －

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 0

貸 付 金 償 却 － －

賃貸用不動産等減価償却費 － －

そ の 他 運 用 費 用 0 0

合　　　計 9 11



119　あいおい生命 business report 2007

Ⅵ
．
業
務
の
状
況
を
示
す
指
標
等

Ⅵ. 業務の状況を示す指標等         Ⅵ. 業務の状況を示す指標等

（6）利息及び配当金等収入明細表
 （単位：百万円）

区　　　　分 平　成　17　年　度 平　成　18　年　度

預 貯 金 利 息 0 0

有 価 証 券 利 息・ 配 当 金 4,333 5,174

公 社 債 利 息 4,216 4,966

株 式 配 当 金 18 39

外 国 証 券 利 息 配 当 金 79 139

貸 付 金 利 息 188 222

不 動 産 賃 貸 料 － －

そ の 他 共 計 4,521 5,415

（7）有価証券売却益明細表　
 （単位：百万円）

区　　　　分 平　成　17　年　度 平　成　18　年　度

国 債 等 債 券 17 9

株 式 等 － －

外 国 証 券 － －

そ の 他 共 計 17 59

（8）有価証券売却損明細表　　
 （単位：百万円）

区　　　　分 平　成　17　年　度 平　成　18　年　度

国 債 等 債 券 0 －

株 式 等 － －

外 国 証 券 7 8

そ の 他 共 計 7 8
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（9）有価証券評価損明細表　
　　　　－該当ありません－

（10）商品有価証券明細表　

　　　　　－該当ありません－

（11）商品有価証券売買高　

　　　　　－該当ありません－

（12）有価証券明細表
 （単位：百万円、％）

区　　　分
平 成 17 年 度 末 平 成 18 年 度 末

金　額 占　率 金　額 占　率

国 債 153,084 62.1 181,803 63.7

地 方 債 － － 8,242 2.9

社 債 86,024 34.9 87,749 30.7

う ち 公 社・ 公 団 債 3,692 1.5 3,712 1.3

株 式 2,507 1.0 2,383 0.8

外 国 証 券 3,022 1.2 3,485 1.2

公 社 債 3,022 1.2 3,485 1.2

株 式 等 － － － －

そ の 他 の 証 券 1,841 0.7 1,728 0.6

合　　計 246,479 100.0 285,392 100.0
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Ⅵ. 業務の状況を示す指標等         Ⅵ. 業務の状況を示す指標等

（13）有価証券残存期間別残高
 （単位：百万円）

区　　分

平　成　17　年　度　末

1年以下
1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

10年超
（期間の定め

のないもの

を含む）

合　計

国 債 300 3,698 7,209 3,037 25,872 112,965 153,084

地 方 債 － － － － － － －

社 債 910 10,861 16,764 11,331 15,123 31,032 86,024

株 式 2,507 2,507

外 国 証 券 － 910 1,116 748 246 － 3,022

公 社 債 － 910 1,116 748 246 － 3,022

株 式 等 － － － － － － －

そ の 他 の 証 券 － － － － － 1,841 1,841

合　　　　計 1,210 15,470 25,090 15,118 41,243 148,347 246,479

 （単位：百万円）

区　　分

平　成　18　年　度　末

1年以下
1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

10年超
（期間の定め

のないもの

を含む）

合計

国 債 221 6,559 5,758 1,981 35,882 131,399 181,803

地 方 債 － － － － － 8,242 8,242

社 債 3,001 17,375 10,331 13,753 15,369 27,918 87,749

株 式 　 　 　 　 　 2,383 2,383

外 国 証 券 232 524 1,035 1,322 371 － 3,485

公 社 債 232 524 1,035 1,322 371 － 3,485

株 式 等 － － － － － － －

そ の 他 の 証 券 － － － － － 1,728 1,728

合　　　　計 3,454 24,458 17,126 17,057 51,623 171,672 285,392

　
（14）保有公社債の期末残高利回り
 （単位：％）

区　　分 平 成 17 年 度 末 平 成 18 年 度 末

公 社 債 2.05 2.06

外 国 公 社 債 3.69 4.47
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（15）業種別株式保有明細表
 （単位：百万円、％）

区    分
平成17年度末 平成18年度末

金　額 占　率 金　額 占　率

水 産 ・ 農 林 業 － － － －

鉱 業 － － － －

建 設 業 － － － －

製

造

業

食 料 品

繊 維 製 品

パ ル プ ・ 紙

化 学

医 薬 品

石 油 ・ 石 炭 製 品

ゴ ム 製 品

ガ ラ ス・土 石 製 品

鉄 鋼

非 鉄 金 属

金 属 製 品

機 械

電 気 機 器

輸 送 用 機 器

精 密 機 器

そ の 他 製 品

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

410

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

16.4

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

472

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

19.8

－

－

－

電 気 ・ ガ ス 業 － － － －

運
輸
・
情
報
通
信
業

陸 運 業

海 運 業

空 運 業

倉 庫 ・運 輸 関 連 業

情 報 ・ 通 信 業

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

商

業

卸 売 業

小 売 業

6

－

0.2

－

4

－

0.2

－

金
融
・
保
険
業

銀 行 業

証券、商品先物取引業

保 険 業

そ の 他 金 融 業

917

1,110

－

－

36.6

44.3

－

－

805

1,038

－

－

33.8

43.6

－

－

不 動 産 業 － － － －

サ ー ビ ス 業 62 2.5 62 2.6

合　　　　　　計 2,507 100.0 2,383 100.0
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Ⅵ. 業務の状況を示す指標等         Ⅵ. 業務の状況を示す指標等

（16）貸付金明細表
 （単位：百万円）

区      分 平成17年度末残高 平成18年度末残高

保 険 約 款 貸 付 6,692 7,701

契 約 者 貸 付 5,063 6,017

保 険 料 振 替 貸 付 1,628 1,683

一 般 貸 付
（ う ち 非 居 住 者 貸 付 ）

－
（  　－）

－
（  　－）

企 業 貸 付
（ う ち 国 内 企 業 向 け ）

－
（  　－）

－
（  　－）

国・国際機関・政府関係機関貸付 － －

公 共 団 体・ 公 企 業 貸 付 － －

住 宅 ロ ー ン － －

消 費 者 ロ ー ン － －

そ の 他 － －

合　　　　　　計 6,692 7,701

（17）貸付金残存期間別残高
　　　　　－該当ありません－

（18）国内企業向け貸付金企業規模別内訳
　　　　　－該当ありません－

（19）貸付金業種別内訳
　　　　　－該当ありません－

（20）貸付金使途別内訳
　　　　　－該当ありません－

（21）貸付金地域別内訳
　　　　　－該当ありません－

（22）貸付金担保別内訳
　　　　　－該当ありません－
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（23）有形固定資産明細表
　①有形固定資産の明細
 （単位：百万円、％）

区　　　分 前期末
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

当　期
償却額

当期末
残　高

減価償却
累計額

償　却
累計率

平
成
17
年
度

土 地 － － － － － － －
建 物 － － － － － － －
動 産 231 165 20 103 272 471 63.3
建 設 仮 勘 定 － － － － － － －
合　　　　計 231 165 20 103 272 471 63.3

平
成
18
年
度

土 地 － － － － － － －
建 物 － － － － － － －
建 設 仮 勘 定 － － － － － － －
その他の有形固定資産 272 125 2 115 280 564 66.8
合　　　　計 272 125 2 115 280 564 66.8

　　　　※償却累計率は、取得価額に対する償却累計額の割合です。
　②不動産残高及び賃貸用ビル保有数

　　　－該当ありません－

（24）固定資産等処分益明細表
 （単位：百万円）

区　　　分 平 成 17 年 度 平 成 18 年 度
不 動 産 － －
動 産 0 －
有 形 固 定 資 産 － －
土 地 － －
建 物 － －
そ の 他 － －

無 形 固 定 資 産 － －
そ の 他 － －
合 計 0 －

（25）固定資産等処分損明細表
 （単位：百万円）

区　　　分 平 成 17 年 度 平 成 18 年 度
不 動 産 － －
動 産 １ －
有 形 固 定 資 産 － ２
土 地 － －
建 物 － －
そ の 他 － ２

無 形 固 定 資 産 － －
そ の 他 － －
合 計 １ ２

（26）賃貸用不動産等減価償却費明細表
　　　　　－該当ありません－
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Ⅵ. 業務の状況を示す指標等         Ⅵ. 業務の状況を示す指標等

(27)  海外投融資の状況
　①資産別明細
　　　イ．外貨建資産
 （単位：百万円、％）

区　　　　分
平 成 17 年 度 末 平 成 18 年 度 末

金　　額 占　　率 金　　額 占　　率

公 社 債 2,222 73.5 2,685 77.1

株 式 － － － －

現 預 金 ・ そ の 他 － － － －

小 計 2,222 73.5 2,685 77.1

　　　ロ．円貨額が確定した外貨建資産
 （単位：百万円、％）

区　　　　分
平 成 17 年 度 末 平 成 18 年 度 末

金　　額 占　　率 金　　額 占　　率

公 社 債 － － － －

現 預 金 ・ そ の 他 － － － －

小 計 － － － －

　　　ハ．円貨建資産
 （単位：百万円、％）

区　　　　分
平 成 17 年 度 末 平 成 18 年 度 末

金　　額 占　　率 金　　額 占　　率

非 居 住 者 貸 付　 － － － －

公社債（円建外債）・その他 799 26.5 799 22.9

小 計 799 26.5 799 22.9

　　　ニ．合　　計
 （単位：百万円、％）

海 外 投 融 資 3,022 100.0 3,485 100.0

　
　　　（注）「円貨額が確定した外貨建資産」は、為替予約が付されていることにより決済時の円貨額が確定し、

当該円貨額を資産の貸借対照表価額としているものです。
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②地域別構成
 （単位：百万円、％）

区  分

平　成　17　年　度　末 平　成　18　年　度　末

外国証券
　 非居住者

貸付
外国証券

　 非居住者
貸付公社債 株式等 公社債 株式等

金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率 金額 占率

北 米 3,022 100.0 3,022 100.0 － － － － 3,485 100.0 3,485 100.0 － － － －
ヨーロッパ － － － － － － － － － － － － － － － －
オセアニア － － － － － － － － － － － － － － － －
ア ジ ア － － － － － － － － － － － － － － － －
中 南 米 － － － － － － － － － － － － － － － －
中 東 － － － － － － － － － － － － － － － －
アフリカ － － － － － － － － － － － － － － － －
国際機関 － － － － － － － － － － － － － － － －
合 計 3,022 100.0 3,022 100.0 － － － － 3,485 100.0 3,485 100.0 － － － －

③外貨建資産の通貨別構成
 （単位：百万円、％）

区   分
平 成 17 年 度 末 平 成 18 年 度 末

金　　額 占　　率 金　　額 占　　率

米 ド ル 2,222 100.0 2,685 100.0

ユ ー ロ － － － －

カ ナ ダ ド ル － － － －

オ－ストラリアドル － － － －

そ の 他 － － － －

合 計 2,222 100.0 2,685 100.0

（28）海外投融資利回り
 ( 単位：％ )

平 成 17 年 度 平 成 18 年 度

3.60 4.31

（29）公共関係投融資の概況（新規引受額、貸出額）
　　　　　－該当ありません－

（30）各種ロ－ン金利
　　　　　－該当ありません－

（31）その他の資産明細表
　　　　　－該当ありません－
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Ⅵ. 業務の状況を示す指標等         Ⅵ. 業務の状況を示す指標等

５．有価証券等の時価情報（一般勘定）

（１）有価証券の時価情報
　①売買目的有価証券の評価損益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　－該当ありません－

　②有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）　
（単位：百万円）

区　　分
平成17年度末 平成18年度末

帳 簿
価 額

時 価
差　損　益 帳 簿

価 額
時 価

差　損　益
うち差益 うち差損 うち差益 うち差損

満期保有目的の債券 － － － － － － － － － －
責任準備金対応債券 221,649 222,088 438 4,306 3,868 245,739 247,553 1,813 4,747 2,933
子会社・関連会社株式 － － － － － － － － － －
その他有価証券 22,439 24,767 2,327 2,658 330 37,021 39,590 2,568 2,772 203
公 社 債 19,128 19,098 △30 257 288 34,282 34,635 353 549 196
株 式 723 2,444 1,721 1,721 － 723 2,320 1,597 1,597 －
外 国 証 券 1,403 1,383 △20 19 40 882 905 23 29 6
公 社 債 1,403 1,383 △20 19 40 882 905 23 29 6
株 式 等 － － － － － － － － － －

その他の証券 1,183 1,841 657 660 2 1,133 1,728 594 594 －
買入金銭債権 － － － － － － － － － －
譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － －
そ の 他 － － － － － － － － － －

合 計 244,089 246,856 2,766 6,965 4,198 282,761 287,143 4,382 7,519 3,137
公 社 債 239,139 239,548 409 4,541 4,131 277,442 279,579 2,137 5,259 3,122
株 式 723 2,444 1,721 1,721 － 723 2,320 1,597 1,597 －
外 国 証 券 3,042 3,021 △21 43 64 3,461 3,514 52 67 15
公 社 債 3,042 3,021 △21 43 64 3,461 3,514 52 67 15
株 式 等 － － － － － － － － － －

そ の 他 の 証 券 1,183 1,841 657 660 2 1,133 1,728 594 594 －
買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － －
譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － －
そ の 他 － － － － － － － － － －

（注）１． 本表には、ＣＤ（譲渡性預金）等、証券取引法上の有価証券に準じた取扱いを行うことが適当と認めら
れるものを含んでいます。

　　　２．「金銭の信託」については、該当ありません。
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・時価のない有価証券の帳簿価額は次のとおりです。　
（単位：百万円）

区　　分 平成17年度末 平成18年度末
満 期 保 有 目 的 の 債 券 － －
非 上 場 外 国 債 券 － －
そ の 他 － －

責 任 準 備 金 対 応 債 券 － －
子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 62 62
そ の 他 有 価 証 券 － －
非 上 場 国 内 株 式（ 店 頭 売 買 株 式 を 除 く ） － －
非 上 場 外 国 株 式（ 店 頭 売 買 株 式 を 除 く ） － －
非 上 場 外 国 債 券 － －
そ の 他 － －

合　　　　　計 62 62

（２）金銭の信託の時価情報
　　　　－該当ありません－

（３）デリバティブ取引の時価情報（ヘッジ会計適用分・非適用分の合算値）
　①差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳） （単位：百万円）

金利関連 通貨関連 株式関連 債券関連 その他 合計

ヘッジ会計適用分 － － － － － －

ヘッジ会計非適用分 － △ 0 － － － △ 0

合　　　計 － △ 0 － － － △ 0

（注）ヘッジ会計非適用分の差損益は、損益計算書に計上されています。

　②金利関連
　　　－該当ありません－

　③通貨関連 （単位：百万円）

区　

分
種類

平成17年度末 平成18年度末

契約額等
時価 差損益

契約額等
時価 差損益

うち1年超 うち1年超

店　

頭

為　替　予　約
買　建 85 － 85 △ 0 21 － 21 △ 0

　　　　米ドル 85 － 85 △ 0 21 － 21 △ 0
合　計 △ 0 △ 0

（注）為替予約取引における年度末の時価の算定には、先物相場を使用しています。

　④株式関連
　　　－該当ありません－

　⑤債券関連
　　　－該当ありません－

　⑥その他
　　　－該当ありません－
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Ⅶ. 保険会社の運営Ⅶ. 保険会社の運営

1．リスク管理の体制
　P.13～ P.14をご覧ください。

2．法令等遵守の体制
　P.12をご覧ください。

3．個人データ保護について
　P.16～ P.19をご覧ください。

4．代表者による財務諸表の適正性、及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性に関する確認書
　この確認書は、「財務諸表の正確性、内部監査の有効性についての経営者責任の明確化について」（金融庁要請：
平成17年10月7日、金監第2835号）により、本誌に記載するものであります。
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Ⅸ. 保険会社及びその子会社等の状況Ⅸ. 保険会社及びその子会社等の状況

Ⅷ. 特別勘定の状況Ⅷ. 特別勘定の状況

Ⅷ
．
特
別
勘
定
の
状
況

Ⅸ
．
保
険
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
等
の
状
況

　　ー 該当ありません ー

子会社等は有していますが、重要性が乏しいため連結財務諸表は作成していません。








